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序文

今季号では「台湾情勢」をテーマとする特集論文 4 篇、投稿論文

1 篇を収録している。2016 年 5 月、蔡英文政権が発足した。しか

し 2 年半を過ぎた 2018 年 11 月の統一地方選挙では、民進党が大敗

し国民党が躍進した。台湾は 2000 年以降、政権交代を繰り返し、

現在では無所属・柯文哲（台北市長）といった新たな勢力も加わっ

たことから、来年の総統選挙まで白熱した選挙活動が繰り広げられ

るだろう。今回の特集論文では、2018 年の統一地方選挙を区切り

とし、大きな期待を受けて誕生した蔡政権が、国民の期待にこたえ

られなかった原因や、今後の課題について様々な見解がみられた。

統一地方選挙の焦点の一つとなったのが、高雄市で国民党の韓国

瑜現市長が起こした「韓流」と呼ばれるブームである。張傳賢・中

央研究院政治学研究所副研究員は、この現象が連鎖的に他県市の選

挙結果に影響を与えた可能性も指摘しているが、地方において着実

に実績をあげた民進党の首長については再選を果たしていることか

ら、首長の怠惰も敗因の一つであると強調している。また同時に行

われた住民投票についても、民進党が民意や両岸関係を配慮したこ

とにより一部議題について明確な意思表示がなされず、広範囲での

支持者獲得に至らなかったと分析している。

蔡政権は有権者の経済運営への強い期待に対し、どれだけの成

果を上げられたのかという問いに、伊藤信悟・国際経済研究所研究

部主席研究員は、経済成長、雇用・所得、「格差」「公平・校正」

問題、対外経済関係の観点から切り込んだ。同論文では政策目標に

照らしてそれぞれの指標は悪化していないとしたうえで、現政権が

「最大かつ極めて困難な使命」と述べる「経済構造の転換」は、短

$091int1.indd   1 2019/7/24   下午 02:04:24



問題と研究� 第 48 巻 2 号

期的にはなしえない目標であり、就任 3 年間の経済パフォーマンス

だけで経済運営の成否を判断するのは公平さを欠くと述べている。

黄偉修・東京大学東洋文化研究所助教は、蔡政権における大陸

政策を中心とした外交安全保障政策決定過程の運営上の特徴と問題

点について考察しており、人事体制についての詳細な内容と分析に

関心を引かれた。また現政権について、伝統的な外交安保政策につ

いては適切な対応をしていると評価したが、米中間における通信業

を中心とした知的財産問題では、経済部で迅速な対応ができておら

ず、関連省庁との連携もうまく図れていないと問題を提起し、台湾

経済の支えである IT 産業に影響を及ぼす可能性を危惧している。

胡錦涛政権期にはじまった「恵台政策」は、2018 年以降台湾で

再び注目を集めている。台湾企業や中国大陸の居住者に向けた 31

項目の優遇・簡便化措置の政策を打ち出し、中国の台湾へのアプロ

ーチに新たな変化が生じていることを実感した。松本充豊・京都女

子大学現代社会学部教授は、ひまわり運動後に挫折したと思われた

恵台湾政策を、習近平政権が継承した背景と、かつての政策との違

いについて考察しており、より巧妙な利益誘導モデルの構築が進め

られている現状を理解することができる。

一般論文は、中豪関係についてである。山崎周・青山学院大学

総合研究所助手は、中国がインド太平洋地域に位置するミドルパワ

ー、特に豪州の重要性を向上させている現状について、今回は特

に先行研究で希薄であった中国側からの視点を中心にして取り組

んだ。中国にとって米豪関係の弱体化は好ましい状況である一方、

豪州でも中国の国内政治工作を懸念する動きもみられるようになっ

た。日本にとっても豪州との関係強化は、インド太平洋地域の安全

を確保するうえで不可欠であり、中豪関係の理解を深めることの重

要性を改めて認識した。
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習近平政権と 「恵台政策」

松本充豊

（京都女子大学現代社会学部教授）

【要約】

本稿は、「挫折」したかに思われた中国の「恵台政策」が、習近

平政権でも継続されている理由、および習近平政権の恵台政策にみ

られる変化とその背景について初歩的な考察を試みたものである。

習近平政権が恵台政策を放棄せず、継承した大きな理由のひとつ

が、「協調促進効果」の顕在化、具体的には民進党の「現状維持」

政党化だった。他方、胡錦濤政権の恵台政策は、「社会化効果」の

面で大きな課題を残したまま、利益誘導の過程での本人・代理人問

題の発生という新たな問題を生み出していた。習近平政権ではそう

した課題の克服を図るための調整が行われている。統一促進に向け

た協調促進効果のさらなる実現に加えて、社会化効果の発現を目指

した新たな措置、利益誘導過程での本人・代理人問題の発生を極力

抑えようとする取り組みが確認できる。胡錦濤政権期の恵台政策と

比べて、習近平政権期の利益誘導の手法はより洗練されたものにな

っていると評価できる。

キーワード：�習近平、恵台政策、協調促進効果、社会化効果、本人・代

理人問題
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一　はじめに

「恵台政策」とは、胡錦濤政権期 1 に始まった「利益を譲り、台

湾に恩恵を与える政策」（「讓利惠台政策」）のことで、中国によ

る台湾の取り込み政策である。その狙いは、台湾住民に経済的な利

益を供与することで、住民の対中感情の改善を図り、台湾の世論に

影響を与えて、統一に向けて有利な状況をつくりだすことにあっ

た 2。

恵台政策は、2005 年 5 月の「国共和解」を契機として始まった。

2008 年 5 月に台湾で国民党が政権に復帰すると、中台関係が急速

に改善するなかで恵台政策は本格化していった。しかし、2014 年

3 月に台湾で起きた「ひまわり運動」と、それに続く台湾の政局の

変化（すなわち同年 11 月の地方統一選挙での国民党の惨敗、さら

に 2016 年 1 月の総統選挙・立法委員選挙での大敗による政権喪失）

によって、恵台政策は大きく「挫折」したとされる 3。

ところが、恵台政策の「挫折」に直面したはずの習近平政権 4 が、

それを放棄したわけではない。2018 年 2 月 28 日には、台湾の企業

1	 胡錦濤は 2002 年 11 月の中国共産党第 16 回全国代表大会（党大会）で総書記に、

翌 2003 年 3 月の全国人民代表大会（全人代）で国家主席に選出された。2012 年

11 月に党総書記、2013 年 3 月に国家主席を退任した。
2	 耿曙「經濟扭轉政治？―中共『惠台政策』的政治影響」『問題與研究』第 48 卷第

3 期（2009 年 9 月）、頁 11～12。
3	 川上桃子「中国の『恵台政策』」と対峙する台湾社会」『アジ研ワールド・トレン

ド』254 巻（2016 年 11 月）、8 ページ；川上桃子「『恵台政策』のポリティカル

・エコノミー」川上桃子・松本はる香編『中台関係のダイナミズムと台湾―馬英

九政権期の展開』（アジア経済研究所、2019 年）、82、94～96 ページ。
4	 習近平は 2012 年 11 月の中国共産党第 18 回党大会で総書記に、翌 2013 年 3 月の

全人代で国家主席に選出された。台湾で「ひまわり運動」が発生したのは、中国

で習近平政権が本格的にスタートした 1 年後のことだった。
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や個人への幅広い優遇策を盛り込んだ 31 項目の優遇措置 5 が発表さ

れ、現在各地の地方政府によって具体的な政策が次々と打ち出され

ている。同年 9 月 1 日には、中国政府が台湾住民に対して、中国国

民と同等の公共サービスが受けられる「居住証」を付与する制度が

実施されている。恵台政策は依然として継続されており、むしろ積

極化しているといえなくもない。

一方で、胡錦濤政権の恵台政策が「挫折」を経験したことも忘

れてはならない。習近平が恵台政策に一定の有効性を認め、その継

承を決断したとしても、彼は胡錦濤の二の轍を踏むわけにはいかな

い。習近平政権の恵台政策は、胡錦濤政権の恵台政策の単なる焼き

写しとはならず、「挫折」から学んだ教訓をもとに、なんらかの調

整が図られたはずである。

習近平政権が恵台政策を放棄しなかったのは、なぜなのか。胡

錦濤政権のそれと比べて、習近平政権の恵台政策に変化が見られる

とすれば、いかなる要因によって、いかなる変化がもたらされたの

だろうか。本稿は、このような問題意識から、習近平政権の恵台政

策について初歩的な考察を試みるものである。第 2 節では、先行研

究を踏まえて本稿の分析視点を示す。第 3 節では、台湾の政局の変

化とのかかわりから、恵台政策の展開について振り返る。第 4 節で

は、胡錦濤政権による恵台政策の成果と課題を検討し、第 5 節で

は、習近平政権が進める恵台政策の特徴を分析し、習近平が恵台政

策を放棄せず継承した理由、そして習近平政権期の恵台政策に見ら

5	 発表当時、台湾のメディアでは「恵台 31 項目措置」として大々的に報じられた

が、台湾の行政院は公文書での「恵台」という表現を禁止し「対台」と表記する

ことを決め、この措置には「対台 31 項目措置」という呼称が用いられた（「公文

禁用『惠台』賴清德：改用中國『對台』31 項措施」『自由時報』〔台北〕2018 年 3
月 15 日、http://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/2366244）。
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れる変化とその背景を考察する。最後に、本稿の議論を総括する。

二　本稿の分析視点

1　先行研究の検討

恵台政策に関する先駆的な業績といえる耿曙（2009）は、胡錦

濤政権が恵台政策に乗り出した理由を明らかにしている。江沢民政

権による威圧的な影響力の行使は、「台独」（台湾独立）の動きを

抑止するのには効果的だったが、統一を促進する効果は見られず、

台湾では「統一拒否」の世論が大勢を占めた。台湾に対する威嚇や

圧力は、むしろ台湾住民の反中感情を刺激し、台湾を中国から遠ざ

けていた。胡錦濤政権は、2005 年 3 月に「反国家分裂法」を制定

して、威圧的な影響力の行使による「台独」に対する抑止効果の維

持に努める一方、台湾との経済交流の拡大を図りつつ恵台政策に着

手することで、統一の促進に向けて有利な状況をつくりだそうとし

た 6。

耿曙の議論は、恵台政策が継承された理由を説明するものではな

い。しかし、統一の促進に有利な環境の醸成という、恵台政策に期

待されていた政治的効果を指摘している点は重要である。統一の促

進に向けて一定の効果が認められるとの習近平の判断が、恵台政策

の継承につながった可能性がある。したがって、恵台政策に期待さ

れた政治的効果の検証が、それが継承された理由を探るきっかけに

なるものと思われる。

その一方、恵台政策の「挫折」を目の当たりにした習近平にと

って、その克服が大きな課題だったことは間違いない。先行研究で

6	 耿曙、前掲論文、頁 10～12。
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は、恵台政策の「挫折」につながった要因として、外在的な要因と

内在的な要因が指摘されている。呉介民（2015）によると、「台湾

社会の抵抗力」が恵台政策を「挫折」させた一因だったとされる 7。

これは外在的な要因といえるが、恵台政策の実施過程に内在した要

因も明らかにされている。川上（2019）は、中国による台湾産農水

産物の買い付けと台湾への観光客の送り出しという 2 つの事例を取

り上げ、ポリティカル・エコノミーの視点から恵台政策が不成功に

終わった背景要因を明らかにしている 8。松本（2019）は、恵台政策

を台湾のさまざまなセクターやグループをターゲットにした利益誘

導と捉え、クライアンテリズムの枠組みに依拠して、「台商」（台

湾企業とその経営者・幹部）への働きかけによる中国の台湾に対す

る影響力行使（とくに選挙介入）の可能性と限界について考察して

いる 9。

両者の研究が共通に指摘しているのが、利益誘導ネットワーク

における本人・代理人問題（以下、代理人問題）である。台湾との

「実質的な国境」の存在ゆえに、中国は恵台政策の実施過程におい

て台湾の現地協力者という「代理人」への依存が避けられなかっ

た。ターゲットへの利益分配が代理人の思惑に左右されてしまった

ことが、「本人」である中国が期待した効果にはつながらず、結果

的に恵台政策を「挫折」に導いた一因とされている 10。

7	 呉介民（平井新訳）「『太陽花運動への道』―台湾市民社会の中国要因に対する抵

抗」『日本台湾学会』第 17 号（2015 年 9 月）、1～37 ページ。
8	 川上桃子、前掲論文「『恵台政策』のポリティカル・エコノミー」。
9	 松本充豊「『両岸三党』政治とクライアンテリズム―中国の影響力メカニズムの

比較政治学的考察」川上桃子・松本はる香編『中台関係のダイナミズムと台湾―

馬英九政権期の展開』（アジア経済研究所、2019 年）。
10	 川上桃子、前掲論文「『恵台政策』のポリティカル・エコノミー」；松本充豊、

同上論文。
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恵台政策の「挫折」を乗り越えようとした習近平は、その実施過

程に内在した問題をより深刻に受け止めたものと考えられる。習近

平政権では、恵台政策の実施過程を検証し、それが抱える問題を突

き止めたうえで、その克服が図られていると考えるのが適当であろ

う。代理人問題の克服に向けた取り組みを検討することは、習近平

政権の恵台政策に見られる変化とその背景を明らかにする一助とな

るはずである。

2　経済的関与

恵台政策に期待される政治的効果を検討するにあたり、その手が

かりとなるのが経済的関与である。経済的関与とは、経済を対外政

策の手段として利用する「経済国策」（economic statecraft）11 でと

られる手法のひとつである 12。中国による恵台政策はその具体的な

実践として捉えることができる。

経済的関与では、政治的な関係改善につなげる狙いから、経済交

流の促進が外交手段として利用される。経済的な相互依存関係を強

化することで、相手国の利益の構造を徐々に変化させ、政治的にも

関係を改善し、強化していくことが図られる 13。

経済的関与に期待される政治的な効果は、「協調促進効果」と

「社会化効果」の 2 つに整理することができる。たとえば、国際貿

易による利益が相手国の深いレベルにまで浸透していけば、それに

11	 Baldwin, David A., Economic Statecraft, Princeton (NJ: Princeton University 
Press,1985); Norris, William J., Chinese Economic Statecraft: Commercial Actors, 
Grand Strategy, and State Control (Ithaca and London: Cornell University Press, 
2016).

12	 田所昌幸『国際政治経済学』（名古屋大学出版会、2008 年）、160～168 ページ。
13	 田所昌幸、同上書、160～162 ページ。
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よって相手国の対外的な行動をより協調的な方向へと誘導できるか

もしれない（協調促進効果）。また、ある国が国際経済をとおして

国際社会と深くかかわるようになれば、いずれはその国も国際社会

一般の規範に社会化されていくだろう（社会化効果）。要するに、

貿易をとおして、その国の国益に対する考え方を変化させ、アイデ

ンティティを変化させることで、その国の対外行動にも望ましい影

響が期待できるのである。威嚇や圧力といった威圧的な影響力の行

使では、相手国から政治的な譲歩を短期的に勝ち取ることが重視さ

れがちだが、経済的関与の政治的効果は、より長期的な視野に立っ

て考えるべきものである 14。

胡錦濤政権が恵台政策による経済的関与を重視した理由も、2 つ

の期待される効果と関連づけて理解することができる。第 1 に、経

済交流の拡大と深化による協調促進効果に期待して、中台の政治的

な関係の安定化、さらには統一に向けて有利な環境醸成を図りたい

との思惑があったものと思われる。

第 2 に、社会化効果への期待である。「祖国統一」（台湾統一）

を国家目標に掲げる中国にとって、「一つの中国」原則こそが国際

社会一般の重要な規範のひとつであり、台湾との関係においても同

様である。中国は、国際社会のさまざまな場面で「一つの中国」原

則の貫徹を図るとともに、台湾との民間レベルでの経済交流を拡

大、深化させていくなかで、台湾が「一つの中国」原則という規範

に社会化されていくことを期待したものと考えられる。それは台湾

住民が「両岸」（台湾と中国大陸）という領域でのアイデンティテ

ィを形成（あるいは回復）し、確立していくことを意味している。

14	 田所昌幸、同上書、162～164 ページ。
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3　代理人問題の克服

つぎに、本人・代理人論の知見をもとに、代理人問題を克服する

ための条件を考えてみたい。恵台政策の本質は、台湾のさまざまな

セクターやグループを取り込むための利益誘導である。その過程で

は、本人である中国はターゲットに利益を分配するにあたって、現

地協力者という代理人に依存せざるを得なかった。

代理人を雇った場合、本人は代理人の行動を完全には知ることが

できない（情報の非対称性）。その結果、代理人は裁量の余地（エ

イジェンシー・スラック）を持つことになる。代理人問題とは、代

理人がその裁量を利用して、必要な情報を隠したり、自分勝手に行

動したりすることで、本人が求めていたものと違う結果がもたらさ

れることである。代理人問題は、本人と代理人がどれくらい目的を

共有しているのかにも大きく規定される 15。

効果的な利益誘導を実現するには、その過程で代理人問題の発生

を抑える必要がある。本人が代理人をコントロールするうえで重要

とされるのが、モニタリング（監視）である 16。また、代理人との

目的の共有度を高めることも有効であろう。代理人を完全には排除

できないとなれば、代理人への監視を強化する、あるいは代理人と

の目的の共有度を高めることで、代理人の忠誠を確保する必要があ

る。さらに、代理人の数を減らして、代理人への依存そのものを軽

減させようとすることも、選択肢のひとつになると考えられる。

本稿では、協調促進効果と社会化効果という 2 つの効果および代

理人問題という視点から、胡錦濤政権が進めた恵台政策の成果と課

15	 久米郁男・河野勝『改訂新版 現代日本の政治』（放送大学教育振興会、2011
年）、106～107 ページ。

16	 久米郁男・河野勝、同上書、107 ページ。
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題を分析し、習近平政権が恵台政策を継承した理由、そして習近平

政権の恵台政策に見られる変化とその背景について考察する。その

作業に入る前に、まずは恵台政策の展開を振り返っておきたい。

三　台湾の政局の変化と恵台政策

1　 「台独」 政権の長期化

本節では、台湾の政局の変化とのかかわりから、中国による恵台

政策の展開について概観する 17。2004 年 3 月に台湾で行われた総統

選挙で、中国が「台独」勢力と見なす民主進歩党（民進党）の陳水

扁が再選を果たした。「台独」政権の長期化という台湾の政局の変

化は、中国の胡錦濤政権に大きな衝撃を与えた 18。

「台独」政権の長期化は、中国の台湾に対する影響力行使のあり

方を大きく変えた。江沢民政権の経験から、統一の促進にとって威

圧的な影響力の行使が逆効果であることは明らかだった。台湾の独

立を防ぐことはできたとしても、住民の反中感情を刺激し、かえっ

て台湾を中国から遠ざけていた 19。他方、2000 年代初頭には台湾が

中国への経済的依存を深めていたことから、台湾に対する影響力を

行使するうえで経済的な手段の有効性が高まっていた。民主的な選

17	 本節の記述にあたり、川上・松本（2019）と松本（2019）を参照した（川上桃子・�

松本はる香「中台関係のダイナミズムと台湾の政治経済変動」川上桃子・松本は

る香編『中台関係のダイナミズムと台湾―馬英九政権期の展開』〔アジア経済研究

所、2019 年〕、10～17 ページ；松本充豊、前掲論文、43～45 ページ）。
18	 松田康博「改革の『機会』は存在したか？―中台対立の構造変化」若林正丈編『ポ

スト民主化期の台湾政治―陳水扁政権の 8 年』（アジア経済研究所、2010 年）、

240 ページ。
19	 耿曙（2009）は、江沢民政権が台湾に威圧的な影響力行使を行っていた時期には、

台湾では「統一拒否」の世論が大多数を占め、その割合が拡大したと指摘してい

る（耿曙、前掲論文、頁 8～10）。
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挙が行われている台湾で、経済的な手段を通じて台湾の民意を動か

すことができれば、選挙の結果にとどまらず、台湾側の対中政策に

も影響を及ぼすことが可能となる 20。

そこで、胡錦濤政権は、経済的な手段を使った台湾の幅広い住

民への直接的な働きかけをとおして、統一に有利な条件をつくりだ

そうとした。それを具体的に実践したのが恵台政策である。その一

方で、江沢民政権による威圧的な影響力の行使には、「台独」を阻

止するのに一定の効果があった。胡錦濤政権が 2005 年 3 月に制定

した「反国家分裂法」には、「台独」に断固反対する姿勢と、「台

独」の動きに対する「非平和的手段」の行使の条件が示されるとと

もに、中台の経済交流を推進することが明記された。威圧的な影響

力の効果を維持すると同時に、経済的関与（恵台政策）による台湾

住民への働きかけを拡大させようとしたのである。

胡錦濤政権にとって喫緊の課題となったのは、「台独」政権を阻

止することだった。そのためには、台湾の民主政治において民進党

を封じ込める代理人が必要だった。二大政党制が定着した台湾で、

共産党にとって同盟相手となり得る唯一の存在が、「一つの中国」

をある程度共有できる国民党だった。

胡錦濤政権は国民党との関係改善を図った。2005 年 4 月には、

中国側の招きを受けた国民党主席の連戦が訪中し、共産党総書記の

胡錦濤と会談し、国共両党の歴史的な和解（「国共和解」）が実現

した。その後、中国は「国共プラットフォーム」と呼ばれる国共両

党による政党間対話の枠組みを使って、台湾の政権党だった民進党

の頭越しに、野党だった国民党を相手にして、台湾産の農産物や工

業製品の買い付け、中国大陸における台湾系企業の権益保護などの

20	 耿曙、前掲論文、頁 11～12。
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措置を次々と発表した。

胡錦濤政権による恵台政策は、台湾住民の民意を国民党と民進

党、そして中国の共産党（いわゆる「両岸三党」）が奪い合う、

「両岸三党」政治の枠組みのなかで展開された一種の利益誘導だっ

た 21。民進党を「台独」政党と見なした胡錦濤政権は、さまざまな

経済的優遇策の供与や経済交流の拡大をとおして、台湾住民に中国

の経済的な魅力を実感させることで、対中感情の改善と同盟相手と

なった国民党への支持拡大を図ったのである 22。

2　 「台独」 政権の阻止

2008 年の総統選挙では、「統一しない、独立しない、武力行使

しない」というスローガンで「現状維持」路線を掲げ、中国との関

係改善を打ち出した国民党の馬英九が勝利をおさめ、国民党が政権

を奪回した。台湾での中国に融和的な政権の誕生は、恵台政策の協

調促進効果のあらわれともいえ、胡錦濤政権は「台独」政権の阻止

に成功した。

胡錦濤政権と馬英九政権は、「台独」反対と「92 年コンセンサ

ス」23 を対話と交流の基礎として関係改善に乗り出した。中台の窓

21	 松本充豊、前掲論文、39 ページ。
22	 この間、陳水扁政権は、2006 年に新憲法の制定や国家統一委員会および国家統一

綱領の廃止の可能性に言及し、2007 年には「台湾」名義での国連加盟の是非を問

う「公民投票」（レファレンダム）の方針を打ち出すなど「台独」路線へ傾斜を

強めていった（松田康博、前掲論文）。
23	 「92 年コンセンサス」とは、1992 年に中台の窓口機関のあいだで交わしたとされ

る「一つの中国」をめぐる双方の解釈上の「コンセンサス」である。中国側はこ

れを「一つの中国原則を口頭で確認した合意」とし、台湾側（国民党）はその内

容を「一つの中国の内容については（中台の）それぞれが述べる」ことで合意し

た、と説明している。この国民党の主張は中国語で「一個中國、各自表述」と表
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口機関による対話が再開され、「両岸協議」と呼ばれる中台間の実

務的な協定が矢継ぎ早に締結されていった。中台の経済交流が拡大

してヒト・モノ・カネの流れが「双方向化」するなかで、中国は恵

台政策を本格化させていった。胡錦濤政権は、台湾への中国人観光

客や留学生の送り出し、台湾産の農産品や電子製品・部品の買い付

けなどに乗り出した。恵台政策による利益誘導のターゲットとして

重視されたのが、民進党の支持基盤として知られる中南部、中小企

業、中下層所得者、いわゆる「三中」と呼ばれるグループだった。

「台独」政権の再来を防ぐためにも、中台の経済交流の恩恵を「三

中」というグループに行き渡らせることが期待された。

2012 年の総統選挙では、馬英九が中台関係の安定と中国との経

済交流の拡大と深化を掲げて再選を果たし、国民党が政権を維持し

た。台湾の有権者は、台湾の主体性の維持を大前提としながらも、

中国の経済的な重要性が高まっている現実から、安定した中台関係

の維持と発展がもたらす実利を重んじる選択をしたといえる。恵台

政策の協調促進効果がさらにあらわれて、胡錦濤政権は「台独」政

権の再来を阻止することにも成功したのである。

3　恵台政策の 「挫折」

ところが、2014 年初に勃発した「ひまわり運動」が、中台の経

済交流の拡大と深化をめぐる台湾の世論を大きく変えた。

実はそれ以前から、台湾住民のあいだには、中台経済関係の緊

密化を進めようとする馬英九政権の対中政策に対する警戒感が強ま

っていた 24。また、中国の影響力が台湾社会のさまざまな領域に深

現され、「一中各表」と略記されている（松本充豊、前掲論文、48 ページ）。
24	 小笠原欣幸「馬英九政権の 8 年を回顧する―支持率の推移と中台関係の角度か
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く浸透していくことに対する無力感も広がっていたが、「ひまわり

運動」の発生はそうした状況を打破して社会全体を「アクティベー

ト」する効果を持ったとされる 25。学生らの強烈な行動が「中国に

呑み込まれたくない」という台湾人の感情を表出させ、それは瞬く

間に広範な住民へと広がっていった。そして、「ひまわり運動」の

過程を通じて、「中国との経済交流の利益は、中国と結託した台湾

の一部の大企業や政治家に独占されている」との批判や、「中国と

の経済の緊密化により、台湾の若者が低賃金や失業問題に直面して

いる」という不満の声が、社会に広く共有されていった。

台湾の対中交流をめぐる民意は大きく変わり 26、政権党だった国

民党は 2014 年 11 月の統一地方選挙で惨敗、2016 年 1 月の総統選

挙・立法委員選挙でも大敗して政権を失った。こうした台湾の政局

の変化は、馬英九政権下での中台関係の深化とその帰結に対する台

湾住民の反発のあらわれだった。結果的に、統一に有利な環境をつ

くりだすことにも、国民党への支持拡大にもつながらなかったこ

とから、恵台政策は「頓挫」ないし「挫折」したと受け止められ

た 27。

ら」松田康博・清水麗編著『現代台湾の政治経済と中台関係』（晃洋書房、2018
年）、28～31 ページ。

25	 呉介民（平井新訳）、前掲論文、頁 1～2。
26	 小笠原（2018）は、台湾のケーブルテレビ局・TVBS の世論調査をもとに、「ひ

まわり運動」の半年前である 2013 年 10 月には、「馬政権の両岸政策は中国大陸

に傾斜し過ぎ」という見方が「そうではない」との見方を 35ポイント上回り、「馬

政権の両岸関係処理の政策と作法について」は「支持」が 24％、「不支持」が

64％とその差が 40 ポイント開いていたことを指摘している（小笠原欣幸、前掲論

文、30 ページ）。
27	 川上桃子、前掲論文「中国の『恵台政策』」と対峙する台湾社会」、8 ページ；

川上桃子、前掲論文「『恵台政策』のポリティカル・エコノミー」、82、94～96
ページ。
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四　恵台政策の成果と課題―習近平による継承と調整

1　成果―継承の理由

本節では、胡錦濤政権が進めた恵台政策の成果と課題を検討する

ことで、習近平政権で恵台政策が継承された理由と、その調整が図

られた背景を考察する。

習近平は、恵台政策の「挫折」を目の当たりにしながら、なぜ

それを放棄せず、継承したのだろうか。その理由のひとつは、中国

にとってリスクの小さい政策手段だったからである。経済的な相互

交流の深まりが、新たな政治的な紛争の火種を生むことは珍しくな

い 28。「ひまわり運動」はまさにそうした事例だったといえよう。経

済的な交流拡大が必ずしも政治的な関係改善につながるわけではな

いが、全般的な外交・政治関係の改善を図るという文脈では、経済

的関与は比較的リスクの小さい外交手段とされている 29。実際、中

国による台湾への過度な威圧的手段の行使、とくに武力行使ともな

れば、米国の介入を招く恐れがある。しかし、理由はそれだけでは

ない。

習近平が恵台政策を放棄しなかったのは、それを継続することに

積極的な意味を見出したからにほかならない。2016 年の総統選挙

・立法委員選挙の結果は、国民党が政権維持に失敗したという一点

をとりあげると、恵台政策の「挫折」を象徴しているかのように見

える 30。しかし、協調促進効果という視点からは、また別の解釈が

28	 田所昌幸、前掲書、166 ページ。
29	 田所昌幸、前掲書、166 ページ。
30	 たとえば、川上桃子は「馬英九政権期に中国が推進した恵台政策は、結果的に、

中国が意図した政治効果を生むにはいたらなかった」と評価している（川上桃子、

前掲論文「『恵台政策』のポリティカル・エコノミー」、82 ページ）。
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可能になる。習近平が恵台政策を放棄しなかったもうひとつの理由

は、協調促進効果が着実にあらわれていたからである。それは民進

党の「現状維持」政党化である。

2015 年 6 月、米国政府は民進党公認の総統候補として訪米した

蔡英文を厚遇した。蔡英文は、自らの対中政策における「現状維

持」について丁寧に説明し、台湾海峡の安定と平和の重要性を訴え

た。陳水扁政権のような予測不能で挑発的な政策は取らず、同時に

馬英九政権のように中国へ過度に接近することもないと表明し、米

国の信頼を得たのである 31。

この事実から、習近平は民進党の「現状維持」政党化に一定の感

触を得ていたと推測される。2015 年 11 月にシンガボールで開催さ

れた中台首脳会談で、習近平が馬英九の「一中各表」発言を封じ込

める一方 32、「いかなる党派、団体であろうと、その過去の主張がな

んであろうと、『92 年コンセンサス』の歴史的事実を認め、その

核心的意味を受け入れさえすれば、我々は交流したい」33 と述べた

のは、蔡英文と民進党に協調的な行動を促したメッセージだったと

みることができる。

31	 野嶋剛「『合格』だった台湾『蔡英文』の訪米」『Foresight』2015 年 6 月 11 日、

https://www.fsight.jp/articles/-/40152。
32	 馬英九は、メディアに公開された会談冒頭の挨拶のなかで、「海峡両岸で 1992 年

11 月に『一つの中国』原則について得られたコンセンサスは、『92 年コンセン

サス』と略称されている」と述べるにとどまった（行政院大陸委員會「馬總統出

席『兩岸領導人會面』致詞全文」2015 年 11 月 7 日、http://ws.mac.gov.tw/001/
Upload/OldFile/public/MaXiMeeting/index.html）。その後に非公開で行われた

会談では「一中各表」や「中華民国」の文言に触れたと発表されている（行政院

大陸委員會「馬總統正式會談談話全文」2015 年 11 月 7 日、http://ws.mac.gov.
tw/001/Upload/OldFile/public/MaXiMeeting/index.html）。

33	 中共中央台湾工作辦公室・國務院台湾事務辦公室「習近平同馬英九會面」2015 年

11 月 7 日、http://www.gwytb.gov.cn/wyly/201511/t20151107_10992047.htm。
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2016 年の台湾での政権交代は、習近平政権にとって、「台独」

政権の復活ではなく、むしろその可能性が事実上大幅に遠のいたこ

とを意味していたといえる。なぜなら、台湾住民の民意が示された

選挙結果が、民進党の「現状維持」政党化を証明したからである。

台湾住民の大多数が中国との関係では「現状維持」を望んでいる。

有権者である彼（彼女）らにとって、蔡英文と民進党が同じく「現

状維持」を掲げる朱立倫と国民党に代わる、確かな選択肢になった

からこそ、住民は民進党に多大な支持を与え、民進党は単なる政権

復帰にとどまらず、同時に立法院（議会）で過半数の議席を制する

「完全執政」を実現できたのである。

台湾で政権交代が確定した直後、2016 年 3 月に習近平が述べた

「我々の台湾に対する政治方針は…（中略）…台湾の政局の変化で

変わることはない」34という発言は、習近平の強がりなどではなく、

むしろ自信のあらわれだったと理解すべきである。台湾の主要政党

から事実上「台独」を掲げる政党が消えたことへの自信である。

2016 年 1 月の台湾での総統選挙・立法委員選挙の結果に示された

民意が、習近平に民進党の「現状維持」政党化を強く確信させ、自

信へとつながったと考えられる 35。

34	 中共中央台湾工作辦公室・國務院台湾事務辦公室「習近平參加上海代表團審議」

2016 年 3 月 5 日、http://www.gwytb.gov.cn/wyly/201603/t20160305_11402896.
htm。

35	 2016 年 5 月 20 日の総統就任を前に、蔡英文と民進党が「92 年コンセンサス」を

めぐってぎりぎりの線まで中国とのすり合わせを試みたことも、協調促進効果の

ひとつのあらわれとみることができる。中国が「92 年コンセンサス」の歴史的事

実と、「台湾と中国はともに一つの中国に属する」というその核心的含意を受け

入れるよう求めたのに対し、蔡英文は総統就任演説で「92 年会談の歴史的事実」

を認め、（中華民国という）「一つの中国」を前提とした「中華民国憲法」と「両

岸人民関係条例」の遵守に言及したものの、「92 年コンセンサス」には触れな

かった。中国の国務院台湾事務弁公室（国台弁）は「未完成の答案である」とし
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ところで、習近平の上記の発言にはいくつかの含意がある。第 1

に、「台独」政権の阻止という短期的な課題が解消されたことで、

より長期的な取り組みが可能になったことである。台湾の民主化以

降、中国の歴代政権は台湾の政局の変化に翻弄され続けた。「台

独」政権の長期化という台湾の政局の変化への対応が、胡錦濤政権

による恵台政策のそもそもの始まりだった。民進党の「現状維持」

政党化により、習近平政権はもはや台湾の政局の変化に翻弄される

ことがなくなった。台湾の総統選挙の短期的なサイクル（4 年）に

とらわれることなく、より長期的な課題に取り組めるようになった

のである。「両岸の経済・社会の融合的発展」という目標が強調さ

れるようになったのは、それを反映したものといえる。

第 2 に、国民党との同盟関係にこだわる必要がなくなったことで

ある。中国の対台湾政策が台湾の政局の変化に左右されないという

ことは、台湾でどの政党が政権を取ろうとも、中国にはさほど重要

ではないことを意味している。胡錦濤政権が台湾での国民党の政権

獲得とその維持を支援してきたのは、民進党＝「台独」政党という

前提が存在したからである。その前提がもはや存在しない以上、習

近平政権にとって、国民党の政権獲得を手助けすることは、必ずし

も重要な目標ではなくなったのである。

したがって、威圧的な影響力を行使して「台独」への歯止めを

確固たるものにしつつ、経済的関与をさらに進めていくことは、習

近平政権にとっても一定の合理性があったと考えられる。習近平が

て不満を表明しつつも、蔡英文を批判することも演説を否定することもしなかっ

た。以後、蔡英文が「我々の善意は変わらず、約束も変わらず、対抗というかつ

ての道に戻ることはない」と繰り返し表明し、「現状維持」という対中政策の原

則を一貫して掲げ続けていることは、民進党の「現状維持」政党化を端的に示す

ものといえる。
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「台独」に断固反対する姿勢を繰り返し強調し、中国軍機の台湾周

回飛行や空母の台湾周回航行といった軍事演習が頻繁に行われる一

方で、恵台政策が拡大されているのはそのためであると解釈するこ

とができる 36。

2　残された課題―調整の理由①

ところが、胡錦濤政権が進めてきた恵台政策では、期待された

社会化効果が一向にあらわれていなかった。胡錦濤政権期を通じて

「統一拒否」を示す台湾住民の割合は拡大し、「台湾人アイデンテ

ィティ」を明確に表明する住民も急増した。胡錦濤政権の恵台政策

は社会化効果の点で大きな課題を残していたのである。

耿曙（2009）によると、台湾で「統一拒否」の世論が大勢を占

めていたことが、胡錦濤政権が恵台政策に着手した一因だった 37。

実のところ、恵台政策がそうした台湾の世論の動向を変えることが

できたとは言い難い。図 1 は、国立政治大学選挙研究センターが

行っている世論調査をもとに、中国との「統一拒否」を表明した台

湾住民の割合の推移を示したものである 38。胡錦濤政権が恵台政策

36	 本稿の解釈によれば、軍事的圧力の強化は、中国の台湾に対する武力行使の可能

性が高まっていることを示すものではなく、むしろその逆だといえる。民進党を

「現状維持」政党にとどめておくには、台湾の世論が「現状維持」のまま、「台

独」に向かわないように牽制・威嚇しておけば、それでよいと考えられるからで

ある。
37	 耿曙、前掲論文、頁 10～12。
38	 耿曙（2009）にならい「できるだけ早く統一」と「現状維持の後に統一」という

回答の割合をあわせて「統一賛成」を表明している割合、「無回答」を除いた他

のすべての回答（「できるだけ早く独立」、「永遠に現状維持」、「現状維持の

後に決定」および「現状維持の後の独立」）をあわせた割合を「統一拒否」を表

明している割合と捉えている（耿曙、前掲論文、頁 9）。
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を本格化させた 2008 年以降も、「統一拒否」を表明する台湾住民

の割合は減少に転じるどころか、むしろ拡大傾向を示しており、全

体の 8 割以上に達していたことがわかる。この時期には、「独立賛

成」39 を表明した割合も、「統一賛成」を表明した割合を大幅に上

回っていた。

  図 1　台湾住民の中国との統一をめぐる民意

（出典）�國立政治大學選舉研究中心「臺灣民眾統獨立場趨勢分佈（1994 年 12 月～2018 年 12 月） 

重要政治態度分佈趨勢圖」（台北）2019 年 1 月 28 日、http://esc.nccu.edu.tw/app/
news.php?Sn=167 より作成。

39	 「できるだけ早く独立」と「現状維持の後で独立」という回答の割合をあわせて「独

立賛成」と表明している割合と捉えている。「独立賛成」を表明した住民の割合

は、2008 年には 23.1％、2014 年には 23.9％、2016 年には 22.9％となっていた

（國立政治大學選舉研究中心「臺灣民眾統獨立場趨勢分佈（1994.12～2018.12）
重要政治態度分佈趨勢圖」〔台北〕、2019 年 1 月 28 日、http://esc.nccu.edu.tw/

app/news.php?Sn=167）。
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さらに、馬英九政権期の台湾では、中国との経済交流が拡大する

につれて、住民の台湾人アイデンティティが強まった。図 2 は、国

立政治大学選挙研究センターによる台湾住民のアイデンティティに

関する世論調査の結果である。2008 年以降、中台間で経済交流が

拡大し深化するにつれて、台湾住民のアイデンティティには顕著な

変化が見られたことがわかる。これまで「台湾人でもあり、中国人

でもある」と答えていた人々が、「台湾人である」と言い切るよう

になったことが読み取れる。中国の期待とは裏腹に、台湾住民が中

国に距離感を抱く傾向がますます顕著になっていたといえよう。

 図 2　台湾住民のアイデンティティの変化

（出典）�國立政治大學選舉研究中心「臺灣民眾臺灣人 / 中國人認同趨勢分佈（1992 年 6 月～

2018 年 12 月）重要政治態度分佈趨勢圖」（台北）2019 年 1 月 28 日、http://esc.
nccu.edu.tw/app/news.php?Sn=166 より作成。

そうしたなかで、台湾では「ひまわり運動」が勃発した。その
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担い手となったのは、確固たる台湾人アイデンティティの持ち主で

あり、台湾が中国と違うことになんの疑いも持たない「天然独」

と呼ばれる学生たちだった 40。上述した台湾の世論の動向とあわせ

て、習近平は中国の期待と逆行する現状に危機感を抱き、「台独」

の動きを強く牽制しておく必要性を痛感したものと思われる。同時

に、台湾の若者の取り込みを強化する必要性も習近平は認識してい

た 41。それは「三中一青」という新たなスローガンとなってあらわ

れた。恵台政策による取り込みの重点対象として、それまでの「三

中」（中南部、中間層、中低所得層）に、新たに「一青」（若者）

が加えられたのである。

台湾の若者の取り込みを強化する方針が示されたのは、協調促進

効果と社会化効果を期待してのことだったと考えられる。現在の若

者、さらに次の世代の若者の民意が、将来的に台湾の民意の大部分

を形成していくことになる。そんな若者たちを取り込んでいけば、

台湾の行動を中国にとってさらに協調的な方向へと誘導できるかも

しれない。また、台湾の若者たちを中国に引き寄せて、中国に対す

る、もしくは中国人としてのアイデンティティを芽生えさせ、根づ

かせていけば、将来的には彼（彼女）たちのアイデンティティを台

湾から「両岸」（中国にとっての「一つの中国」、すなわち中華人

民共和国）へと変えられるかもしれない。

「中華民族の偉大な復興」をスローガンに掲げる習近平は、台

40	 野嶋剛『台湾とは何か』（ちくま新書、2016 年）、190～191 ページ。
41	 「ひまわり運動」の収束後、2014 年 5 月に訪中した親民党主席の宋楚瑜との会

談で、習近平は「両岸関係の未来は両岸の若者に託されている」と述べている

（中共中央台湾工作辦公室・國務院台湾事務辦公室「習近平總書記會見宋楚瑜

一行」2014 年 5 月 7 日、http://www.gwytb.gov.cn/zt/xijinpingzhuanti/201504/
t20150410_9544770.htm）。
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湾住民に向けて「両岸は一つの家族」であると訴えかけ、「中台の

統一が実現してこそ、中華民族の復興が達成される」と強調してい

る。それと並行して、習近平政権では、台湾の若者（さらには中国

国内に暮らす台湾人）への恵台政策を通じた中国国内での利益誘導

が行われることになった。

3　新たな課題―調整の理由②

胡錦濤政権による恵台政策は、その取り組み自体にも問題を抱え

ていた。それが利益誘導の過程で発生していた代理人問題である。

恵台政策をとおした利益誘導の過程では、代理人問題が発生し

ていたことがすでに明らかにされている。川上（2019）は、中国

による台湾産の農水産物の買い付けと観光客の送り出しの事例を検

証し、恵台政策が不成功の終わった背景を分析している。いずれの

事例も、中国との財・サービスの取引を通じて「三中」への利益

分配の実現を狙ったものだった。中国の広大な消費市場の魅力を実

感させ、国民党への支持を調達するとともに、中国への好感度を高

めて、将来の統一に向けて有利な環境をつくりだそうとした。しか

し、政策実施の過程で、利益誘導のネットワークを構成する多数の

代理人を効果的に監視できず、その機会主義的な行動を抑えること

ができなかった。

たとえば、農産品の買い付けでは、農業とはあまり縁のない、必

要な専門知識を持たない人物が多数介在して、取引をかく乱し、ま

た取引の効率性も低下したという。観光客の送り出しでは、台湾へ

の中国人観光ツアーの増加にともない、当該ビジネスでの経験が豊

富な香港や中国の旅行業者が台湾に進出し、中国人観光客の訪台ビ

ジネスから生み出される利益を獲得した。その結果、本来受益者と
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なるべき台湾の中小旅行業者や中南部の飲食業や小売業の関係者へ

の利益の波及効果が抑制されてしまった。現地協力者のネットワー

クで代理人問題が発生し、利益誘導の効果が大幅に引き下げられた

のである。結果的に、恵台政策が本来利益誘導のターゲットにして

いた農民や漁民、中南部の観光産業に携わる業者たちには、実際の

利益分配が十分に行われなかった 42。

台商への利益誘導においても代理人問題が発生していた。胡錦濤

政権は、国共両党のイニシアチブのもとで「両岸企業家サミット」

など中台交流のための大型フォーラムを組織し、それらを台商の新

たな取り込み政策の一環として位置づけた。台商への利益誘導は制

度化されたが、実際の台商への利益分配は国民党という代理人に委

ねられた 43。その結果、最終的な利益の分配先が代理人の思惑に左

右されることになった。台商のなかでも国民党と関係の深い大型ビ

ジネスグループや大企業に利益の分配が偏ってしまい、共産党が期

待した中小企業への利益誘導にはつながらなかった。中台の経済交

流の恩恵が中小企業には十分行き渡らず、結果的に「中国との経済

交流の利益は一部の大企業や政治家に独占されている」との批判を

後に招くことにつながったといえる 44。

以上の考察から、習近平政権は、民進党の「現状維持」政党化と

いう協調促進効果の顕在化を恵台政策の成果と捉えて、その継続を

決めたものと考えられる。ただし、恵台政策を継続するからには、

42	 以上、川上桃子、前掲論文「『恵台政策』のポリティカル・エコノミー」、105～
110 ページ。

43	 台商への利益分配は事実上、国民党内でも中国との太いパイプと台商に大きな影

響力を持つ特定の有力政治家（連戦、呉伯雄、江丙坤や蕭萬長）に握られたとい

える（松本充豊、前掲論文、52 ページ）。
44	 松本充豊、前掲論文、49～54 ページ。
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さらなる協調促進効果を実現に加えて、課題として残された社会化

効果の発現を目指した措置を打ち出す必要があった。そこでは、新

たな課題となった代理人問題の発生を極力抑えることが求められ

た 45。そうした取り組みのなかで、習近平政権の恵台政策は徐々に

輪郭をあらわしていったと考えられる。

五　習近平政権の恵台政策

1　国民党の戦略的価値の低下

本節では、習近平政権が進める恵台政策について検討する。胡

錦濤政権による恵台政策は、台湾住民の民意を国民党と民進党、そ

して中国の共産党が奪い合う「両岸三党」政治の枠組みのもとで展

開された一種の利益誘導政治だった。民進党の「現状維持」政党化

は、その枠組みのなかでの国共両党の関係に変化をもたらした。習

近平政権による恵台政策では、中国（共産党）にとっての国民党の

戦略的価値が低下している。

胡錦濤政権期には、共産党にとって唯一の選択肢だったことが、

国民党の共産党に対する交渉力を高めていた。そのために、胡錦濤

政権が国民党への妥協を余儀なくされた面もあった。馬英九が台湾

内部に向けて、「92 年コンセンサス」を「一中各表」であると説

明し、「中華民国」という文言を繰り返したのは、その一例といえ

45	 2016 年 1 月の台湾での総統選挙・立法委員選挙の結果を受けて、中国は台湾へ

の観光客や留学生の送り出しを制限し、台湾の農水産物の買い付けも停止された

（川上桃子、前掲論文「中国の『恵台政策』と対峙する台湾社会」、8～9 ペー

ジ）。こうした中国の対応は、台湾に対する一種の経済制裁もしくは蔡英文政権

に対する圧力の行使といえるが、代理人問題という視点からは、習近平政権が代

理人に対する不信感から、それに大きく依存してきた従来型の恵台政策に一旦ブ

レーキをかけたと解釈することもできる。
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る。胡錦濤は国民党との同盟関係を最優先すべきとの判断から、馬

英九の言動に目をつぶったのである 46。

しかし、習近平には国民党に妥協する必要がなくなった。民進党

の「現状維持」政党化にともなう国民党の戦略的価値の低下が、国

共両党の交渉力の逆転をもたらしたからである。共産党にとって、

国民党はもはや唯一の同盟相手ではなくなり、交渉相手のひとつに

すぎなくなった。国民党の政権獲得を手助けする必要に迫られるこ

ともなくなった。

国共両党の交渉力の逆転を象徴するのが、国民党の主張だった

「一中各表」を共産党が認めなくなったことである。2016 年の台

湾での政権交代以降、共産党は「一中各表」を強調する国民党主席

の呉敦義への圧力を強めた。中国を舞台とした利益誘導をとおして

国民党の党内政治に介入し、同党内での呉敦義の周縁化を図った。

「一中各表」に言及しない国民党の有力政治家を相次いで中国に招

いて厚遇する一方 47、呉敦義が出席を切望していた「国共フォーラ

ム」はついに開催されず仕舞いだった 48。いまでは呉敦義を含めて、

国民党の有力政治家が「中国とのパイプ」という政治資源を手にし

たければ、「一中各表」を表立って口にするができなくなってい

46	 松本充豊、前掲論文、48～49 ページ。
47	 たとえば、2018 年 3 月末、呉敦義のライバルとされた新北市長の朱立倫が訪中し

た際には、中国側は彼を破格の待遇で迎えた。朱立倫は中国滞在中、国務院台湾

事務弁公室主任に就任したばかりの劉結一、習近平の側近といわれる上海市トッ

プの同市党委員会書記の李強と会見した。
48	 馬英九政権で副総統を務めた呉敦義が訪中を希望しても、当時は退任後の 3 年以

内の訪中には届け出を必要とした「国家機密保護法」の規定により、それが認め

られるのは難しい状況にあった。そのため、共産党は表立って呉敦義の訪中や国

共フォーラムへの参加を拒絶したわけではなかったし、事実上その必要もなかっ

た。
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る。

代理人問題への対応という視点から捉えるなら、こうした動きは

国民党を「より忠実な」代理人に仕立て上げようとする取り組みと

理解することができる。中国には、中華人民共和国という「一つの

中国」の実現という目的の共有度を高めることで、国民党という代

理人の機会主義的な行動の余地を狭めて、代理人問題の発生を抑制

しようとする狙いがあると考えられる。

2　スローガンの変化

重点的な取り込み対象を示すスローガンにも変化がみられる。

2017 年以降は「ひまわり運動」後に打ち出された「三中一青」に

代わって、「一代一線」という新たなスローガンが使われるように

なった。「一代」とは台湾の若者のこと、「一線」とは台湾の基層

住民のことを指す 49。「一線」というのは、これまでの「三中」を排

除するものではない。むしろ 2016 年の総統選挙・立法委員選挙で

の民進党の大勝を受けて、利益誘導のターゲットとして台湾のより

広範な住民（有権者）を念頭においたものと思われる。

「一代一線」というスローガンからは、利益誘導のあり方そのも

のの変化も読み取ることができる。利益誘導の対象であるべき台湾

の若者と基層住民に、より直接的なかたちでアプローチしようとす

る中国の意図が伝わってくる。それは利益誘導の過程に介在する余

計な代理人をできるかぎり排除しようとするものでもある。とくに

「一線」は、中国が想定する台湾での利益誘導のためのアクセスポ

イントが、中央レベルから地方レベルへ、そのなかでも基層という

49	 楊家鑫・藍孝威「陸對台交流 鎖定一代一線」『中國時報』（台北）2017 年 5 月 24
日、https://www.chinatimes.com/newspapers/20170524000374-260108?chdtv。
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末端レベルへと移行していることを示唆している。「都市間交流」

や「民間交流」の名のもとに、地方レベルや民間レベルでの交流空

間を積極的に活用することで、台湾側の政権との関係次第では制約

されることの多い中央レベルの交流経路を迂回して、利益誘導をス

ムーズに進める狙いがあるものと考えられる。

以下では、「一代一線」というスローガンのもと、習近平政権が

進めている恵台政策の事例を取り上げて、その特徴について考察す

る。

3　中国国内での利益誘導

2016 年 5 月に台湾で蔡英文政権が成立して以降、中国国内で若

者を中心とした台湾人の取り込み政策が積極的に展開されている。

2018 年 2 月末には 31 項目の台湾優遇措置が発表され、同年 9 月 1

日からは中国政府による「居住証」の発給が始まった。

31 項目の台湾優遇措置は、中国大陸で事業を展開する台湾企業

を対象とした 12 項目と、就学、就業あるいは起業する台湾人を対

象にした 19 項目から構成されている。前者には、中国の企業と同

等の待遇を与えることが明記され、税制面での優遇措置のほか、こ

れまで制限されてきた国家プロジェクトのもとでのインフラ整備な

どへの台湾企業の参入を認める方針が示されている。後者では、医

療、教育、文化・映像産業、芸術といったさまざまな分野で高度な

専門的な人材を幅広く受け入れること、そして中国大陸での就学、

就業や起業にあたり生活面で中国人と同等の扱いを認める方針も示

された。現在、これらの方針を踏まえて、各地の地方政府によって

具体的な政策が実施されている。さらに、中国大陸で生活する台湾

人が「居住証」を持っていれば、就業、教育、医療、社会保険や金
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融などの面で中国人と同等の公共サービスを受けられることになっ

た 50。

いずれも、若者を中心とした台湾人を中国に引き寄せて、中国国

内を舞台に利益誘導を図ろうとするものである。そこには、協調促

進効果や社会化効果の実現への期待に加えて、代理人問題の発生を

抑えようとする狙いが見て取れる 51。中国国内での利益誘導なら、

台湾でのそれに比べて代理人への依存が軽減できるし、ターゲット

にも目が届きやすい。台湾の現地協力者と比べると、政策実施のた

めの代理人である地方政府への監視もより効果的に行えると考えら

れる。

4　台湾での新手の利益誘導

2018 年 11 月の統一地方選挙では、台商による「基層民代」への

政治献金やその選挙区への投資が話題になった。基層民代とは郷鎮

市民代表と呼ばれる地方社会の末端レベルの議員のことで、草の根

レベルで影響力や発言力を持った人物である。実際に献金や投資を

行った台商には中国国内での投資に便宜が図られるといわれ 52、そ

の背後に中国（国務院台湾事務弁公室）の存在を指摘する見方もあ

る 53。これは、中国による新手の利益誘導モデルといえ、「一線」

50	 中共中央台湾工作辦公室・國務院台湾事務辦公室「關注 31 條專題」2018 年、

http://www.gwytb.gov.cn/31t/。
51	 このほかにも、川上桃子・松本はる香（2019）は、若者を中心に高度な専門的な

人材を取り込み、台湾の「空洞化」を図ることで台湾の弱体化を進め、統一を促

進しようとする狙いがあると指摘している（川上桃子・松本はる香、前掲論文、

18 ページ）。
52	 張學任「台灣選舉染紅 分化團結是階段性目標」『新新聞』1653 期（2018 年 11

月）、頁 82。
53	 林慶川「調查局長呂文忠：有中資金援特定候選人」『自由時報』（台北）、2018

年 10 月 22 日、http://news.ltn.com.tw/news/focus/paper/1241193。
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すなわち基層住民の取り込みを図った恵台政策の一環と捉えること

ができる。

その実態の把握は困難だとしても、台湾内部での利益誘導である

以上、少なくとも現地の代理人への依存は不可避である。この利益

誘導モデルにおいて、中国の代理人となるのは台商と基層民代であ

る。ここでの台商とは、これまでも中国の代理人を務めてきた、中

国各地で比較的大規模な投資を行っている大企業であると考えられ

る。これらの大企業のオーナーや経営者の多くが、台商が結成した

「台資企業協会」（台商協会）やその全国組織である「全国台湾同

胞投資企業聯宜会」（台企聯）の役員を務めている。この種の台商

には、中国は両岸企業家サミットなどの大型フォーラムを舞台にし

た利益誘導を行う一方で、台商協会や台企聯という監視メカニズム

をとおして、その行動に目を光らせてきた。中国にとっては忠実な

代理人といえる存在となっていた 54。

習近平もそのことをよく理解していた。2016 年の台湾での政権

交代後も、台商への利益誘導の経路とされてきた大型フォーラム

は、国共フォーラムを除いて継続して、さらに規模を拡大して開催

されている。また、中台関係の不確実性が高まり、中国大陸で事業

を展開する台商が少なからず先行きに不安を感じるなか、2017 年

5 月に行われた台企聯の創設 10 周年の祝賀式典には、習近平自ら

が祝いのメッセージを送り、台商を重視する姿勢に変わりはないこ

とを伝えている 55。いずれも、習近平が、台商という代理人の忠誠

54	 松本充豊、前掲論文、56～61 ページ。
55	 中共中央台湾工作辦公室・國務院台湾事務辦公室「習近平致全國台湾同胞投資

企業聯誼會成立 10 周年的賀信」2017 年 5 月 24 日、http://www.gwytb.gov.cn/
wyly/201705/t20170524_11788503.htm。
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を確保するうえで、大型フォーラムを通じた台商への利益誘導と、

監視メカニズムとしての台企聯の重要性を認識していることを示し

ている。

中国が新たな代理人と位置づけたのが台湾の基層民代である。基

層民代への利益誘導の場とされるのが「海峡フォーラム」である。

海峡フォーラムは、毎年 5 月から 6 月頃に中国・福建省で開催され

る、中台の民間レベルでの経済・文化交流のためのフォーラムであ

る。これまでも台湾の中南部の郷長・鎮長や有力者の中国招聘の場

として知られ、中国の台湾中南部の取り込み政策の一環といわれて

きた 56。海峡フォーラムの枠組みを使った基層民代への利益誘導は、

フォーラムへの出席を名目に往復の航空券を全額補助して中国に招

待して、中国国内でも食事や観光などにかかる一切の費用を中国側

が負担し、さまざまな接待を行う仕組みになっている。中国側がア

レンジした全行程では、各地の台湾事務弁公室の関係者がアテンド

を行うという 57。一方、毎年定期的に開催されるフォーラムへの参

加を促しているのには、基層民代を監視する意味合いも込められて

いるとみられる。

中国が台商という忠実な代理人に委ねた任務が、ターゲットとな

った特定の基層民代への献金と、その地元選挙区での小規模な建設

事業への投資である。台商からの献金であれば、それを受け取った

基層民代も、中国から資金を受け取ることを禁じた「両岸人民関係

条例」に抵触することはない。地元の建設事業への投資は一種の公

56	 范世平「十八大後兩岸關係之可能發展趨勢」『全球政治評論』No.39（2012 年 7
月）、頁 7～14。

57	 張學任、前掲記事、頁 82；鍾麗華「海峽論壇搞統戰『落地接待』大手筆」『自

由時報』（台北）2018 年 6 月 6 日、https://news.ltn.com.tw/news/politics/
paper/1206654。
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共事業といえ、有権者である地元住民（基層住民）への利益誘導と

同等の効果が期待できる。それは基層民代にとって組織力の強化に

つながる可能性がある。

基層民代という代理人には、台商からの献金を元手にした地元住

民への利益誘導をとおして、自らを支持する組織票を固めること、

もしくはさらに拡大させることが期待されている。基層民代の選挙

ではイデオロギーよりも利益や人間関係が重要だとされる。地方社

会の末端レベルで有権者と直に接触する基層民代にとって、台商か

ら提供された資金は自らの組織力強化のための重要な資源となる。

一方、中国にとっては、基層民代がより多くの有権者を組織化でき

れば、それだけ台湾の民意を左右できる可能性が高まり、中国が恵

台政策を実施する目的にもかなうことになる。つまり、基層民代と

いう代理人との関係では、組織力の強化という目的の共有度を高め

ことで、基層民代を中国にとってより忠実な代理人に仕立て上げ、

代理人問題の発生を抑える手立てが講じられているのである。

このように、利益誘導を通じて代理人の取り込みを図る一方、代

理人への監視を強化する、もしくは代理人との目的の共有度を高め

ることで、習近平政権では台商と基層民代という 2 つの代理人の忠

誠を確保する取り組みが行われている。新手の利益誘導モデルの特

徴は、忠実な代理人によって利益誘導が確実に履行され、ターゲッ

トである基層住民（有権者）への利益分配が着実に行われることが

期待できる点にある。その効果が発揮されれば、中国は台湾社会の

末端レベルにおいて組織票を操ることで、台湾の民意を動かせるだ

けの影響力を手にすることになるであろう。

六　おわりに

本稿では、「挫折」したとされる中国の恵台政策が、習近平政権
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でも継続されている理由、そして習近平政権の恵台政策にみられる

変化とその背景について初歩的な考察を試みた。

これまでの考察から、習近平政権が恵台政策を放棄せず、継承

した大きな理由のひとつが、民進党の「現状維持」政党化という協

調促進効果の顕在化だったことが明らかにされた。他方、胡錦濤政

権の恵台政策は、社会化効果の面で大きな課題を残したまま、利益

誘導の過程での代理人問題の発生という新たな課題を生み出してい

た。習近平政権ではそれらの克服を図るための調整が行われてい

る。統一促進に向けた協調促進効果のさらなる実現に加えて、社会

化効果の発現を目指した新たな措置、そして利益誘導過程での代理

人問題の発生を極力抑えようとする取り組みが確認できた。胡錦濤

政権期の恵台政策と比べて、習近平政権期の利益誘導の手法はより

洗練されたものになっていると評価できる。

ただし、習近平政権にとって懸念材料がないわけではない。中国

の経済成長の減速傾向が続き、それにともなうパイ（経済成長の果

実）が縮小すれば、中国国内での台湾人優遇措置が地方保護主義の

台頭や経済ナショナリズムの高揚を招く恐れがある 58。台湾での基

層住民への利益誘導も、組織化できる有権者の規模や、公共事業が

有権者に与える政治的効果を期待できるのは地方に限られ、都市部

での効果はかなり限定的かもしれない。

習近平政権は今後も時間をかけながら、新たな手法を駆使して恵

台政策を展開していくことが予想される。たとえそうであっても、

58	 Yu, Yu and Lin (2016) は、中国国内での恵台政策に対する経済ナショナリズ

ムや地方保護主義の高まりを指摘している（Yu, Yi-wen, Ko-chia Yu and Tse-
chun Lin “Political Economy of Cross-Strait Relations: Is Beijing’s patronage 
policy on Taiwanese business sustainable?,” Journal of Contemporary China, Vol. 
25, No. 99 〔2016〕, pp.372-388）。
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恵台政策の効果は、利益誘導過程に埋め込まれた内在的要因、そし

て中国国内や台湾内部に存在する、あるいは新たにもたらされる外

在的要因によって左右されることになるであろう。

（謝辞）本研究は JSPS 科研費 JP16H02005、JP16H03575 の助成

を受けたものである。また、本稿の執筆に際して、2 名の匿名の査

読者より大変丁寧なコメントと数多くの貴重なご助言を頂戴した。

記して御礼申し上げる。

（寄稿：2019 年 5 月 24 日、採用：2019 年 6 月 23 日）
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習近平政府與「惠台政策」

松本充豐

（京都女子大學現代社會學院教授）

【摘要】

中國胡錦濤政府所推動的「惠台政策」被視為受挫，但是習近平

政府並沒有放棄且繼續實施。本文針對習近平政府繼承惠台政策的理

由、變化及背景進行初步探討。習政府仍然繼續推動惠台政策的原因

之一為顯現「促進協調效應」，具體言之，亦即與民進黨的「維持現

況」相互競爭。另一方面，胡錦濤政府所實施的惠台政策，在「社會

化效應」方面並沒有發揮明顯的效果，在利益誘導（政治分贓）的過

程中產生了委託 -代理問題。因此，習近平政府為了要克服以上這些

課題而進行調整。根據本文的分析發現，習政府進一步實現促進協調

效果以朝向促進統一，再加上推出以社會化效應為目的之新措施，以

及一些企圖抑制利益誘導過程會發生委託 -代理問題的安排。總之，

相較於胡錦濤政府時期的惠台政策，可評論習近平政府在利益誘導上

的做法則更加提升。

關鍵字： 習近平、惠台政策、促進協調效應、社會化效應、委託 -代

理問題
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The Xi Jinping Administration and China’s 
“Favor-Granting Policies”

Mitsutoyo Matsumoto
Professor, Faculty of Contemporary Society, Kyoto Women’s University

【Abstract】

Despite the Favor Granting policies promoted by Hu Jintao’s 

administration is viewed as a defeat, Xi Jinping did not give up these 

policies. This article will take the initial steps to discuss the reasons, 

changes and background for Xi Jinping’s government inheriting the 

Favor Granting policies. One of the reasons why the Xi Jinping’ 

administration continues to promote the Favor Granting policies is 

because of the manifestation of the ‘coordination promoting effect’, 

which is referring to the partisanship of Democratic Progressive 

Party’s ‘maintaining the status quo’. On the other hand, the Favor 

Granting policies executed by Hu Jintao’s government were futile 

regarding the socialization effect and created a principal-agent problem 

in the pork barrel politics. Therefore, Xi Jinping has made adjustments 

to overcome the issues mentioned above. According to the analysis 

of this paper, Xi Jinping’s administration has furthered the effect 

of promoting coordination to advance reunification, rolled out new 

policies that focus on the socialization effect, as well as arrangements 

for attempts that could undermine the principal-agent problem when 

implementing the pork barrel politics.  Overall, Xi Jinping upgraded 

its pork-barrel methods compared to the Favor Granting policies under 
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Hu Jintao.

Keywords:  X i  J inp ing ,  Favor-Gran t ing  Po l i c i e s ,  coord ina t ion 

promoting effect, socialization effect, principal-agent 

problem
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台湾における 2018 年直轄市 ・ 県市長 

選挙の状況分析

張傳賢

（台湾・中央研究院政治学研究所副研究員）

【要約】

2018 年 11 月 24 日に行われた統一地方選挙は、蔡英文が総統就

任後初めて迎えた「中間選挙」であった。今回の選挙で民進党は重

大な敗北に直面し、得票率が大幅に落ちただけではなく、首長の座

を確保していた直轄市・県・市も 4 都 9 県市から 2 都 4 県市に減っ

た。2016 年に総統・立法委員の両選挙を制し完全な与党となった

蔡英文と民進党政府は、二年半が経ったばかりの時期になぜここま

での大敗を喫したのか。本論文では蔡英文の総統就任後に進行した

重大な政治改革から出発し、民進党が国民の支持を失ったキーポイ

ントを探る。筆者は、地方政治の施政が理想的でなかったことと、

政策への立場が不安定だったことが、支持を失った最大の要素であ

ると考える。

キーワード：蔡英文、民進党、同性婚、ジェンダー教育、国民投票
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一　はじめに

2018 年 11 月 24 日、台湾で第 7 回直轄市長・議員選挙と第 18 回

地方自治体（県・市・郷・鎮）首長・議員選挙が行われた。改選

の範囲は台湾と離島全体の各行政区にわたるため、この地方選挙

全体が就任後二年半を過ぎた蔡英文政権の「中間試験」ととらえ

られた。しかし 2016 年に行政・立法両方を確保し完全な与党とな

った民進党はこの選挙で有権者から拒絶され、それまで民進党が

首長を務めていた 4 直轄市・9 県市のうち、防衛できたのは 2 直轄

市（桃園・台南）・4 県市（基隆市・新竹市・嘉義県・屏東県）だ

けであった。得票率も前回（2014 年）「中間選挙」での 47.6％か

ら 39.2％に下落した 1。それに対し、呉敦義主席率いる国民党は、

1998 年以来 20 年間にわたって民進党が執政していた高雄市をも一

挙に奪回した。地方首長選挙での大勝以外にも、国民党が推進、あ

るいは支持していた四つの国民投票案（大気汚染防止、火力発電の

禁止、放射能汚染食物の禁止、電気事業法における脱原発条項の廃

止）もすべて成立した。

「ひまわり学生運動」後も引き継がれた民衆の気運を、民進党

はなぜわずか二年間で完全に消沈させ、全国民から否決されること

になったのか？蔡英文任期中の成果を見れば、経済成長率は年平

均 2％以上、株価指数は連続 17 カ月間 10,000 点以上をキープし、

2018 年中の貿易総額も 6,000 億ドルを突破すると見込まれるな

ど、経済的には馬英九政権に勝るとも劣らない成果をあげている。

1	 2009 年の県知事・市長選挙では、民進党は全国 17 県市のうち宜蘭・雲林・嘉義

・屏東の 4 県市しか収めることができなかった。しかし得票率は 45.3％であり、

今回の 39.2％よりも高い。
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言い換えれば、民進党の敗因は経済面での成果では語ることができ

ず、一歩踏み込んだ検証が必要なのである。

二　蔡政権による施政の成果

2016 年 5 月 20 日の就任後、蔡英文は将来に向けた五項目の施政

方針を掲げた。経済改革・社会安全・社会正義・地域の平和・グロ

ーバル化である。経済政策では、馬英九時代における過度の中国依

存から脱するため「5+2 産業イノベーション計画」を台湾経済全体

の枠組みとして策定し 2、ASEAN 諸国の経済発展と日増しに増加す

る東南アジアからの「新移民」と労働者に対応するべく「新南向政

策」を提出した。これは貿易・産業・科学技術・文化・刊行・教育

・人材・人的交流の各方面を通じて、ASEAN 諸国との協力、経済

・貿易的往来と文化的交流の拡大を目指すものである。蔡英文の刷

新した経済政策は確かに大きな成果を収めている。まず、経済成長

率は馬英九政権下の 2015 年の 0.81％から 2016 年には 1.41％とな

り、2017 年と 2018 年にはさらにそれぞれ 2.89％と 2.66％に達し

た。

新南向政策の推進によって、2016 年第 4 四半期には対象国・地

域との貿易額が 15.71％の伸びを見せ、その他地域との平均貿易成

長率（11％）を上回り始めた。また同時期から連続 7 四半期にわ

たって輸出全体も 10％以上成長し、2017 年第 4 四半期と 2018 年

第 2 四半期には過去最高を記録した。2018 年 6 月には外貨準備高

が史上最高額の 4,571 億ドルに達した。失業率も、2017 年に今世

紀最低の 3.76％を記録した後、2018 年上半期にはさらに 3.65％ま

2	 産業の内訳は、「スマートマシン」「アジア版シリコンバレー」「グリーンエネル

ギー科学技術」「バイオ産業」「国防産業」「新農業」「循環経済」の七つである。
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で下がった。強い景気回復により、2017 年 5 月 23 日には株価指数

が再び 10,000 ポイントの大台に乗せ、それを 17 カ月にわたって

維持した。これは台湾における最長記録である。エネルギー政策で

は、電力市場を開放し、電力源の多様化によって台湾電力の長期に

わたる独占状態を打破、脱原発実現に向けた第一歩を踏み出すと主

張し、2017 年 1 月に「電気事業法」修正案を通過させ、2025 年ま

でに全原発を停止することを確認した。財政改革では、戦後のベビ

ーブーム世代が定年を迎えることと現今の普遍的な少子化という状

況から、軍（人）・公（務員）・教（員）の退職基金がそれぞれ

2011 年、2014 年、2015 年に赤字に転じており、2019 年、2028 年、

2030 年に次々と破綻すると予測されている。政府の財政健全化の

ため、蔡英文は年金改革を任期内の主要政策と位置づけ、陳建仁副

総統を責任者として国家年金改革委員会を組織し、軍・公・教への

配慮を原則として合理的な年金改革案を議論させた。若者の低賃金

に対しては、2016 年 9 月から連続三年にわたって基本給を 20,008

元から 23,100 元に上げた。2017 年の平均実質賃金は物価上昇分を

さし引いても過去最高の 47,271 元となり、2008 年以来 10 数年に

わたった実質賃金の減少から抜け出した。

司法の公的信用を高めて犯罪を有効に取り締まるため、蔡英文は

2016 年 11 月に司法改革国是会議を招集、司法改革に着手し、2017

年 8 月には「司法への国民参加制度の推進」など 12 項目の重要ポ

イントをまとめた。政治改革の方面では、国家責任の追及（轉型正

義〔移行期の正義、transitional justice〕）を促進するため、民進

党主導で「政党および付属組織が不当に取得した財産の処理に関す

る法律（政黨及其附隨組織不當取得財產處理條例）」と「国家責任

追及法（促進轉型正義條例）」が立法院を通過した。またそれをも

とに不当政党財産処理委員会と国家責任追及委員会が設立され、権
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威主義統治時代の国民党が不当に取得した財産と自由かつ民主的な

憲政秩序に違反した不法行為の責任を追及、権威主義の象徴を取り

払うことによる社会正義実現と社会的和解促進を担うこととなっ

た。

三　2018 年地方選挙の焦点となった出来事の分析

民進党では県市長の大部分が再選可能だったため、公認作業は比

較的簡単であった 3。2018 年 3 月には第一弾として台南市・高雄市

・宜蘭県・嘉義県の直轄市長および県市長公認候補が確定した。続

いて 4 月には、厳しい戦いを強いられる新北市・新竹県・花蓮県の

首長候補として、蘇貞昌元行政院長・鄭朝方・劉暁玫の三人を選出

した。台北市長選では現職の柯文哲との調整がつかず、5 月 31 日

になって民進党から姚文智立法委員が出馬した。これにより、かつ

て国民党を倒すために手を組んだ相手とは正式に袂を分かつことに

なった。対する国民党の公認作業は、大部分の選挙区で新たに公認

作業が必要だったため、確定したのは 5 月になってからであった。

2018 年地方選挙は二大政党が各直轄市・県市長候補を確定したと

ころで本格的にスタートしたが、選挙期間中最も注目を集めた台北

・高雄両市長選挙のほか、10 項目にも及ぶ国民投票案も、もう一つ

の重要なポイントであった。

1　台北市長選挙

柯文哲と民進党が決裂した主要な原因は、柯文哲が就任後、中

国国務院台湾事務弁公室に積極的に対応し始め、「両岸は一つの

3	 台湾の県市長は 2 期（8 年）まで。連続 3 選はできない。
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家族」と公言し、「深緑」（急進独立派）の怒りを買ったことであ

る。さらに呂秀蓮元副総統・姚文智立法委員・王世堅台北市議など

が、民進党は柯文哲との協力を継続すべきではなく、自党から候補

を立てるべきであると表明した。党内各方面からの圧力のもと、民

進党の選挙対策委員会は 5 月 31 日に姚文智を民進党からの台北市

長候補とすることを確認した。一方国民党では、丁守中が党内予備

選の世論調査で孫大千・張顕耀・鍾小平を上回り、5 月 2 日、予備

選参加 5 度目にして台北市長候補となった。

民進党と破局したことで、再選を目指す柯文哲は大量の支持票

の流失に直面した。長期にわたって青陣営が有利であった台北市で

は、一番の敵は国民党の丁守中であった。姚文智の当選確率は低か

ったが、彼が一票を得るごとに柯文哲にとっては直接的な打撃とな

る。過去の台北市長選挙における青陣営の最低得票率が 40.82％で

あることから計算すると、姚文智の得票率がわずか 20％を超えれ

ば、柯文哲の再選はなくなるのである。

無党派層の支持を取り付けるために柯文哲がとった戦術は四つあ

る。第一に、「深緑」の切り離しである。「両岸一家族」発言で深

緑支持者の反発を買ったほか、柯文哲はさらに民進党が推薦した台

北農産運銷公司取締役の呉音寧との衝突を利用して自分と緑陣営を

切り離した。第二に、青陣営への急速な接近である。青陣営の票を

獲得するため、柯文哲は国民党付属団体の婦女連合会と中国青年救

国団を例に挙げ、これらの組織が権威主義統治時代に行ったことに

ついて国家責任を追及するべきではなく、現在合法的に運営されて

いればよいとの考えを示した。また、市長としてイベントに出席す

るときも国民党の議員や里長候補者と共に登壇した。第三に、二大

政党の泥仕合を終わらせるというスローガンのもと、第三勢力結集

を呼びかけたことである。無所属・親民党・民国党・樹党、さらに
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台湾独立に傾いた立場をとる時代力量の市議会議員候補者とできる

だけ一緒に登壇するよう努めた。第四に、選挙対策本部幹事長に親

緑陣営の人間を任命したことである。2018 年 9 月、柯文哲は陳水

扁政権で中華テレビ（中華電視台）社長を務め、政治的に民進党に

近い立場をとる中立的な文化人・小野（本名・李遠）が、再選を目

指す選対本部の幹事長として参加すると発表した。これは「浅緑」

（どちらかと言えば民進党寄りの有権者）の票を取り込むための措

置だと解釈できる。

柯文哲が青と緑の間を泳ぎ回る方法をとった一方、丁守中と姚文

智の戦略は依然として伝統的な支持層を固める手法が主であった。

三人の政見の違いは極めて小さかった。交通問題では、三人共に現

在の地下鉄網に建設中の環状線を組み合わせることを柱に、新しい

バス路線を敷いて迅速な輸送を可能にする交通網を築くことを主張

した。都市開発では市が介入してペースを上げること、公団住宅建

設により若者の住宅関連費の負担を解決すること、社会政策でも介

護と保育の問題を一様に唱えた。自然エネルギー、経済発展、スマ

ートシティといった政策でも、三人の見解は大同小異であった。

2　高雄市長選挙

高雄市では 20 年にわたって民進党が執政を握っていたが、県市

合併前は青・緑のシーソーゲームの様相を呈していた。陳菊が民進

党候補として 2006 年の高雄市長選に参戦し、国民党候補の黄俊英

を下したときの票差はわずか 1,100 票であった。2010 年の県市合

併による制度改正により党外時期から長期にわたって民進党が執政

を担い高雄県が版図に組み入れられたことで、緑優位の状況が徐々

に安定した。改正後初の高雄市長選挙は、民進党を離党して参戦し
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た前高雄県長・楊秋興と国民党の黄昭順に挟み撃ちされながらも、

依然人気の高かった陳菊が 52.8％の得票で新制市長の座を勝ち取

った。陳菊は 2014 年にも 68.1％の得票で、国民党公認の楊秋興に

54 万票以上の差をつけて再選した。

2018 年の高雄市長選挙は当初、民進党の優位は当然のこととし

てあまり注目されなかった。国民党から対抗馬として誰が出馬する

かよりも、メディアは派閥抗争下の民進党から陳其邁（正義連線

派）・管碧玲（謝長廷派）・趙天麟（謝長廷派）・劉世芳（新潮流

派）・林岱樺のうち誰が陳菊のバトンを引き継ぐのかが焦点となっ

た。結局、正義連線派の陳其邁が三社の予備選世論調査で他候補を

抜き、民進党公認の高雄市長候補となった。民進党が地元の人物を

選んだのに対し、国民党予備選に参加した党高雄市支部長・韓国瑜

と比例区から選出されていた立法委員・陳宜民は、あまり高雄とゆ

かりがなかった。この国民党公認候補は世論調査の結果をうけて、

韓国瑜に決定した。

陳其邁と韓国瑜の公式見解の差は非常に小さかったが、選挙戦

略は大きく異なった。陳其邁は 20 年にわたる与党としての経験を

基礎にして手堅く進める戦略をとった。すなわち、高雄港・小港空

港を核心として高雄を新南向政策の重点基地にすること、地下鉄を

軸としたスマート交通システムを構築すること、大気汚染減少、バ

イリンガル教育、スマート農業・漁業の推進、観光開発の加速、治

水・防災の強化といった政策を唱えた。一方の韓国瑜は、与党民進

党の 20 年間で人口増加は 19 万にとどまりながら負債は 3,000 億

に達し、若者の流出による「老いて貧しい」状態になっているとの

批判を主要な争点とし、高雄市を新しく作り直し、若者の就業を呼

び戻さなければならないと強調した。また陳其邁と大差のない公式

政策とは別に、高雄を台湾で一番の金持ちな自治体にすることや、
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太平島での石油掘削、今後 10 年で人口を 500 万人にすること、観

覧車建設による「愛情産業」の推進、道路舗装、旗津区でのカジノ

設置、ディズニーランド建設、低価格の医療ツーリズム、就職先等

を求めて台北などの北部に出た若者の呼び戻し、老若同居、中国資

本への不動産開放、競馬場建設など、奔放な主張を行った。このよ

うな実現困難なアイデアは選挙戦の中で正式に取り上げられること

はなかったが、ネットの検索数とメディアへの露出を増やすことに

は有効であった。さらに「台北は政治に命がけ、高雄は経済に命が

け」「坊主は月の光のおかげで輝く、みんなは坊主の光によって輝

く 4」「モノが売れれば人が来る、高雄は儲かる」「両岸の垣根がなく

なれば、高雄の経済は天まで届く」といった簡単で覚えやすいキャ

ッチコピーは、支持者の記憶に残り広がっていくのに効果的であっ

た。

世論調査による支持率の数字が出始めると、陳・韓両候補の地方

地盤の実力差が明らかになってきた。TVBS による 2018 年 7 月期

の調査では、陳其邁が 40％の支持を得て、韓国瑜の 32％を上回っ

た。しかしネット戦略が功を奏して韓国瑜が盛り返しを見せ、9 月

期の同調査では 39％対 35％と両者の差が縮まり、10 月期には韓国

瑜が逆転して陳其邁より 7 ポイント上回った 5。

4	 「坊主」はスキンヘッドである韓国瑜本人のこと。
5	 この調査によれば、20 代の若者で韓国瑜を支持する者が 7 月の 22％から 9 月には

39％に上昇、さらに 10 月には 6 割近くになった。一方、陳其邁を支持する若者は

2 割にとどまった。しかし、2016 年総統選挙の国民党内予備選挙の際、TVBS は

世論調査で洪秀柱と蔡英文の支持率の差がわずか 1％であるという全く現実と合

わない結果を発表、物議を醸した過去があり、今回の一連の数字にも疑問が持た

れている。
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3　国民投票

民進党と時代力量の連携のもと、立法院は 2017 年 12 月 12 日に

国民投票（全国性公民投票）の年齢制限を 18 歳に引き下げた。ま

た条項発議・投票実施のために必要な署名数はそれぞれ有権者の

1/10000 と 1.5/100 となり、成立のためには賛成票が反対票を上回

るほか、賛成票数が投票権を有する者の 1/4 以上でなければならな

いとした。このように発議・実施の閾が大幅に緩和されたことで、

今回の選挙で国民投票にかけられた議題は 10 項目にのぼった。そ

れらは次の四種類に大別できる。①国民党発議による大気汚染防止

・火力発電廃止・日本からの放射能汚染食品輸入禁止の 3項目②「次

世代幸福連盟」発議による同性婚反対に関する 3 項目③上記「次世

代幸福連盟」発議へのカウンターとして「台湾パートナー権益推進

連盟」により発議された、同性婚の権利保障に関する 2 項目④民間

の発議による、東京オリンピックでの台湾チーム呼称問題と電気事

業法改正による 2025 年以前の脱原発に関する規定の廃止に関する

2 項目である。同性婚への賛成・反対両方の勢力が同時に発議を行

ったことで、国民投票条項の半分がこれに関係するものとなり、直

轄市・県市の首長・議員選挙以外に、同性婚関連陣営がどのような

動員を見せるのかも、今回の選挙の焦点となった。

表 1　2018 年国民投票の 10 項目
議題 提案者 内容

大気汚染防止
台中市長候補

・盧秀燕

「毎年平均少なくとも 1％引

き下げ」という方法で火力

発電所の発電量を徐々に引

き下げる方法に同意するか

否か。
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火力発電廃止
国民党立法委

員・林徳福

「あらゆる火力発電所ある

いは発電機（深澳火力発電

所の建設を含む）の新たな

建設・拡充工事を停止する」

というエネルギー政策の策

定に同意するか否か。

日本からの放射能汚染食

品輸入禁止

国民党副主席

・郝龍斌

日本の福島県を初めとする

東日本大震災の放射能汚染

地域、すなわち福島及びそ

の周辺四県（茨城・栃木・

群馬・千葉）からの農産品

や食品の輸入禁止を続ける

ことに同意するか否か。

民法における同性婚排除
次世代幸福連

盟・游信義

民法が規定する、婚姻要件

が一男一女の結合に限定さ

れるべきであることに同意

するか否か。

小中学校におけるジェン

ダー教育禁止

次世代幸福連

盟・曽献瑩

義務教育（中学校と小学校）

の段階で、教育部及び各レ

ベルの学校が児童・生徒に

対して「性別平等教育法（ジ

ェンダー平等教育法）」施

行細則が定める LGBT 教育

を実施すべきでないことに

同意するか否か。

民法以外による同性の共

同生活の権利の保障

次世代幸福連

盟・曽献瑩

同性カップルが永続的共同

生活を営む権利を、民法の

婚姻に関する規定以外の方

法で保障することに同意す

るか否か。

2020 年東京オリンピッ

クにおける台湾チームの

呼称

元オリンピッ

ク代表・紀政

「台湾（Taiwan）」の名称

であらゆる国際競技大会や

2020 年東京オリンピックに

出場・参加することに同意

するか否か。
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民法による同性婚の権利

の保障

社会民主党市

議会議員候補

・苗博雅

民法の「婚姻」の章が同性

カップルによる婚姻関係を

保障することに同意するか

否か。

小中学校におけるジェン

ダー教育の法制化

東呉大学非常

勤講師・王鼎

棫

「性別平等教育法」が義務

教育の各段階でジェンダー

の平等に関する教育を実施

するよう明記し、かつその

内容が感情教育・性教育・

LGBT 教育などに関する課

程を盛り込むべきだとする

ことに同意するか否か。

電気事業法脱原発条項の

廃止

「原子力風評

ストッパーズ」

発起人・黄士

修

電気事業法第 95条第 1項「台

湾にある原子力発電所は、

2025 年までに全ての運転を

停止しなければならない」

を削除することに同意する

か否か。

（出典）�中央選舉委員會「第 7 案至第 16 案公投公報」、https://web.cec.gov.tw/preview/

cms/29032。

四　選挙結果

当初から民進党は支持率低迷により、今回の直轄市・県市長選挙

で 4 都 9 県市を維持できない可能性や、世論調査でも凋落気味であ

ることから新たな首長ポストの獲得は難しいと予想されていたが、

惨敗に終わった選挙結果には多くの人が目を疑った。県市長選挙で

民進党が制したのはわずか 2 都 4 県市であったのに対し、国民党は

選挙前の 1 都 5 県から 3 都 12 県市へと大躍進した。台北市長選挙

では、青・緑両陣営の挟み撃ちに遭った現職の柯文哲は 3,600 票と

いう僅差で辛勝し、民進党候補の姚文智の得票数はわずか 244,342
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票（得票率 17.28％）の惨敗であった。高雄市長選挙では韓国瑜が

開票後から一貫してリードし、民進党に 54 万票差で敗れた前回と

は打って変わって 15 万票／9 ポイント差で陳其邁を下した。韓国

瑜が巻き起こした「韓流」と呼ばれるブームは、連鎖的に他県市で

の選挙にも衝撃を与えたようである。雲林県現職県長・李進勇は、

投票日一週間前の世論調査で国民党からの対抗馬である張麗善・立

法委員を 3 ポイントリードしていたにもかかわらず、結局 12 ポイ

ント差で敗れた。台南市長選挙では、前回頼清徳が 72.9％という

超高得票率で国民党候補・黄秀霜に大勝、再選を果たしたのに対

し、今回の民進党候補・黄偉哲の得票率はわずか 38％、国民党・

高思博の 32.36％を破ったものの、その得票率の差は 6 ポイントに

満たないものであった。

五　民進党の敗因の分析

1　地方施政への満足度低下

今回の民進党大敗の理由は多数考えられる。施政によって何かが

良くなったという実感が得られなかったこと、不安定な政策、年金

改革、国民が選挙前から蔡政権に普遍的に抱いていた大気汚染と放

射能汚染食品輸入開放への不満、韓流、反同性婚運動といった要素

も全て敗北につながったであろうが、最大の敗因は民進党が完全な

与党になった後の地方自治体首長による怠惰であると思われる。

表 2 は、「天下雑誌」による県市長施政満足度の調査結果であ

る。調査期間は 2018 年 7 月 16 日〜 8 月 5 日で、「韓流」形成と

国民投票実施確定より早い時期である。これを検討して簡単にわか

ることは、桃園市の鄭文燦・新竹市の林智堅・基隆市の林右昌は前

回選挙で国民党を破り初当選したばかりだったが、その後の施政で
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良い結果を出したため、中央への不満はあっても再選に影響はなか

ったということである。また、屏東県は高雄市・台南市と同様、水

害があったが、総合的な満足度に助けられ、現職の潘孟安県長は国

民党候補の蘇清泉を 14 ポイントという大差で破って再選された。

嘉義県では、無所属で出馬した前副県長・呉芳銘と国民党公認の呉

育仁の挟撃に遭いながらも、民進党公認の翁章梁が 51％近くの得

票で当選した。言い換えれば、民進党が県市を掌握し続けられたか

否かは、主として住民の地方施政への満足度とつながっているとい

うことである。

表 2　「天下雑誌」による 2017〜2018 年県市長満足度調査
2017 年 県市長満足度調査 2018 年 県市長満足度調査

順位 姓名 党籍 県市 姓名 党籍 県市 前年比

1 劉増応 国民党 連江県 劉増応 国民党 連江県 —

2 傅崐箕 無所属 花蓮県 黄健庭 国民党 台東県 ↑ 4

3 林智堅 民進党 新竹市 傅崐箕 無所属 花蓮県 ↓ 1

4 鄭文燦 民進党 桃園市 鄭文燦 民進党 桃園市 —

5 林明溱 国民党 南投県 陳福海 無所属 金門県 ↑ 6

6 黄健庭 国民党 台東県 林明溱 国民党 南投県 ↓ 1

7 頼清徳 民進党 台南市 潘孟安 民進党 屏東県 ↑ 1

8 潘孟安 民進党 屏東県 林智堅 民進党 新竹市 ↓ 5

9 陳菊 民進党 高雄市 林右昌 民進党 基隆市 ↑ 3

10 張花冠 民進党 嘉義県 朱立倫 国民党 新北市 ↑ 5

11 陳福海 無所属 金門県 張花冠 民進党 嘉義県 ↓ 1

12 林右昌 民進党 基隆市 柯文哲 無所属 台北市 ↑ 2

13 呉澤成 民進党 宜蘭県 徐耀昌 国民党 苗栗県 ↑ 8
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14 柯文哲 無所属 台北市 魏明谷 民進党 彰化県 ↑ 5

15 朱立倫 国民党 新北市 涂醒哲 民進党 嘉義市 ↑ 7

16 林佳龍 民進党 台中市 林佳龍 民進党 台中市 —

17 陳光復 民進党 澎湖県 李進勇 民進党 雲林県 ↑ 3

18 邱鏡淳 国民党 新竹県 許立明 民進党 高雄市 ↓ 9

19 魏明谷 民進党 彰化県 李孟諺 民進党 台南市 ↓ 12

20 李進勇 民進党 雲林県 陳光復 民進党 澎湖県 ↓ 3

21 徐耀昌 国民党 苗栗県 邱鏡淳 国民党 新竹県 ↓ 3

22 涂醒哲 民進党 嘉義市 陳金德 民進党 宜蘭県 ↓ 9

（出典）�2017 年～2018 年『天下雑誌』掲載の県市長施政満足度調査より。「擠掉賴神、菊姊 

誰才是明星縣市長？」『天下雜誌』2017 年 9 月 12 日、https://www.cw.com. tw/

article/article.action?id=5084966。「選情預告？『天下』縣市首長滿意度：前 3 名泛

藍全包」『天下雜誌』2018 年 9 月 11 日、https://www.cw.com.tw/article/article.
action?id=5092057。

2　得られない実感と不安定な政策

マクロ経済での数値は目を見張るものがありながら、多数の国

民の支持を得られなかった主な理由は、企業の利益が従業員の給与

に反映されていないことにある。平均実質賃金は 2015 年の 48,490

元から 2016 年の 48,790 元に上がったが、中間値は 40,853 元から

40,612 元に下がっており、これは所得の分布がさらに偏ったこと

を表している 6。物価が一段と上がったこともブルーカラーにショッ

クを与えた。行政院主計処の統計によれば、消費者物価指数は蔡英

文就任後 2 年半の間に約 3％上昇、上昇幅は馬英九政権の第二期で

見られたものに近い 7。

6	 行政院主計處「受僱員工薪資統計速報」『行政院主計處網站』2019 年、https://
www.dgbas.gov.tw/public/Data/9412160260ZT9Y70G.pdf（2019 年 4 月 26 日閲

覧）。
7	 行政院主計處「消費者物價指數變動分析表」『行政院主計總處網站』2019 年、
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株価指数は 10,000 ポイントを超えたものの、取引に占める小口

の個人投資家の割合は 2000 年の 88％から 2017 年には 54％に、そ

の数も 190 万から 130 万にまで減少した。この間に 1/3 の小口個

人投資家が株式市場を去り、10,000 ポイント超えの盛況の中でも

利益を得られていないことになる 8。

国民が司法に対し「地獄の沙汰も金次第」という感覚を抱くのを

いかに防ぎ、司法の公平性をうち立てるかは、当然ながら司法改革

の重要なポイントである 9。しかし司法改革国是会議の討論では「司

法公平性妨害罪」に関する法制定には言及がなかった。台湾世論調

査基金会の調査によれば、国民の 53％が司法改革に不満を感じ、

支持すると答えた人は 35％に過ぎなかったという 10。

政策の不安定さも蔡英文政権のもう一つの問題である。その最

たるものは労働基準法改正、エネルギー政策と同性婚である。労働

者の低賃金と長時間労働の問題を解決すべく、立法院は 2016 年 12

月 6 日に労働基準法修正案を可決し、全国の労働者に週休二日（一

日は強制的性質を持ち、もう一日は比較的柔軟に適用する休暇）の

権利を与えた。しかし労使とも「一例一休」には不満を示した。そ

れを鎮めるため、行政院長が林全から頼清徳に交代後、企業側が提

出した案をもとに二度目の法改正を行った。これは特殊な状況下で

https://www.dgbas.gov.tw/ct.asp?xItem=760&ctNode=3091（2019 年 4 月 26 日閲

覧）。
8	 郭正亮「經濟好轉為何民眾無感？」『風傳媒』2018 年 7 月 20 日、https://www.

storm.mg/article/465341。
9	 張筱笛「綠委：74.1％民眾認為法官偏袒有錢人」『自由時報』2015 年 10 月 14 日、

https://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/1475135。
10	 游盈隆，「民進黨重返執政兩週年」『台灣民意基金會』2018 年 5 月 20 日、

https://www.tpof.org/wp-content/uploads/2015/10/5%E6%9C%88%E8%A8%98%E8%8
0%85%E6%9C%83%E6%9B%B8%E9%9D%A2%E8%B3%87%E6%96%99.pdf。
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雇用主が従業員に最大 12 日の連続勤務を要求することを認めるも

ので、そのほか一カ月あたり許される残業時間が第一次改正案の最

長 46 時間から 54 時間に、シフト勤務の休息時間も最短 11 時間か

ら 8 時間になっており、過労が懸念されるものだった。これには 6

割を超える国民が、労働者の需要を顧みないだけでなく、連続勤務

時間を延長させ、労働に関する権利を大幅に後退させるものだと反

応した 11。

電気市場開放には、エネルギー源の多様化を通じて台湾電力の

独占を終わらせるという理由があったが、再生エネルギーに脱原発

後の電力の空白を埋めることができるのか、国民は依然として大き

な疑問を抱いていた。「蘋果日報」の世論調査では、73％の人が

台湾に電力不足の危機が訪れることを懸念し、65％の人が現在稼

働中の原発を運用し続けることに賛成した 12。民進党政府は強い反

原発の立場から、老朽化のため運用を停止していた深澳火力発電所

を再整備して台湾北部の電力を確保することを決定したのだが、燃

料による大気汚染への懸念から国民の大反対が起こり、脱原発で立

場を同じくするはずの環境団体も反対の声をあげた。結局 2018 年

10 月 12 日になって、頼清徳院長は選挙の状況を考慮して同発電所

の再整備中止を宣言したが、電力不足への懸念はそのまま残ってい

る。

民進党政権は婚姻の平等に関しても明確な立場をとっていない。

11	 「勞基法二修 民調：6 成民眾認權益大倒退」『中央通訊社』2018 年 1 月 23 日 、

https://www.cna.com.tw/news/ahel/201801230134.aspx。唐鎮宇「一例一休 台

工時仍全球第 6」『蘋果日報』2017 年 10 月 1 日、https://tw.news.appledaily.
com/headline/daily/20171001/37799095/。

12	 「缺電噩夢 能源局稱供電趨穩 民調 65％挺核電續運作」『蘋果日報』2018 年 6 月

28 日 、https://tw.appledaily.com/headline/daily/20180628/38055547/。
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蔡英文は総統選の際、同性婚の合法化を支持し、就任後も同性婚

合法化に賛成する 7 名を最高裁判事として任命、さらに「釈字 748

号決議」を出して現行法が同性婚を保障していないのは違憲と認定

した。これによって台湾は同性婚合法化宣言を行ったアジア初の国

家となった。しかし同決議では現行民法の規範を適用するべきなの

か、別に法律を制定するべきなのか明確にしておらず、論争は今で

も続いている。また中央から地方に至るまで民進党関係者でも反対

意見が多く、政府・党も未だに立場を明らかにできていない 13。

3　若者世代の離反

若者はインターネットのヘビーユーザーであるため、今回の高雄

市長選では、ネットでの声でも選挙後の世論調査の分析でも、民進

党が若者の支持を失ったことが示されている。図一は Google トレ

ンドを用いて韓国瑜・陳其邁のネット検索回数をグラフにしたもの

で、期間は 2018 年 10 月 1 日から 11 月 23 日の投票日前日である。

比較を容易にするため、図の中には前回選挙で最も検索回数の多か

った柯文哲の数値も追加した 14。同図からは、10 月 1 日からネット

上での韓国瑜の声が徐々に高まり、ネット民に最も歓迎されていた

柯文哲をも大きく引き離したことがわかる。そのため、メディアも

13	 前副総統・呂秀蓮、台東県選出立法委員・劉櫂豪、林岱樺、元総統府上級顧問・

長老派教会牧師・高俊明は、同性婚に強く反対していた。
14	 横軸は月日、縦軸はその日の検索回数と、対象全期間を通じて最大回数を記録し

た日の検索回数との比である。三者の中で最も多くネットで取り上げられた韓国

瑜は投票日前日（11 月 23 日）、検索回数がそれまでで最高に達したため、この

回数を 100 とし、残りの数値は全てこの百分比としてプロットしている。例えば

柯文哲の折れ線は 11 月 15 日に 10 となっているが、これは柯文哲の当日の検索数

が 11 月 23 日の韓国瑜の 10％であったということである。
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9 月末にはこのネットでの風潮を「韓流」と呼んでいた 15。韓流は異

常な早さで盛り上がりを見せ、10 月 26 日に鳳山で三万人を動員し

た集会の時点ですでに最大検索数の 70％に達している。それに比

べて陳其邁のネットでの声は始終遠く及ばず、11 月にやっと 10 を

超えたものの、同じ時期の韓国瑜は 60 であり、その後もずっと 30

以上を維持している。ネットの世界は現実の一部に過ぎないが、こ

れらの数字はヘビーユーザーの若者たちの間で韓国瑜の支持率が陳

其邁を悠々とリードしていることを表している。洪永泰は「遠見雑

誌」が実施した「台湾民意動向大調査」の歴年のデータを比較し、

初めて選挙に参加する世代 20 〜 24 歳の若者のなかで緑陣営に賛

同し青陣営に投票しない者の割合が、2016 年の 54.8％から 2018

年末の 15.2％まで、実に 40 ポイント近く落ちていることを見出

15	 李義、柯宗緯「韓流逆襲港都 花媽急回防」『中國時報』2018年 9月 30日、A3版。

「韓國瑜跨海助賴峰偉衝聲勢 　共提高澎策略聯盟盼雙贏」『蘋果日報』2018 年 9
月 28 日、https://tw.news.appledaily.com/politics/realtime/20180928/1438301/。

図 1　韓国瑜・陳其邁のネット検索数比較図

（出典）Google トレンド
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した。また 35 歳〜 39 歳の中年世代でも、同じ時期に 63.6％から

32.5％まで落ちている 16。

柯文哲や時代力量のような第三勢力が、今回の選挙でも一定の支

持率を維持しながら民進党だけが若者の支持を失ったのは、第三勢

力と袂を分かったことと関係があるのではないかと考えるのが合理

的であろう。就任時の「両岸一家族」発言で民進党支持層から猛反

発を食らった後、柯文哲と民進党の関係は冷え込み、市長選挙でも

徐々に疎遠になっていった。「ひまわり学生運動」の延長上に創立

された時代力量は、民進党の協力のもと立法院に進出したが、民進

党が政権を取ると反対勢力にもなり、政府の施政を厳格に監督し、

両岸関係では民進党よりさらに強硬な独立路線をとるようになっ

た。両岸協議監督法・国民投票法改正・基本給与法・不当党財産処

理法などでは、時代力量の提案した内容は民進党のものと大きな違

いがあった。所属の立法委員 5 名が労働基準法第二次修正案に反対

して総統府の前で座り込みを行うなど、民進党との関係は日増しに

悪化していった。民進党の立法院会派代表・柯建銘と蔡総統の重要

な参謀である姚人多は、時代力量主席・黄国昌と何度も公開で応酬

したことさえある。

第三勢力との決裂のほか、馬英九政権で国家発展委員会主任委員

を務めた管中閔が台湾大学第 12 代学長に当選、しかし選任の過程

に瑕疵があったとして教育部は任命書発行を拒否した。この措置は

教育界から大学自治への政治的介入と見なされ、民進党が「野百合

学生運動」以来支持してきた価値観に違背するとして学術界の抗議

を引き起こした。

16	 洪永泰「哪些人組成了『2018 全民最大黨：討厭民進黨』？」『遠見研究調查』2018
年 12 月 22 日、 http://gvsrc.cwgv.com.tw/?p=2291。
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4　国家責任追及の挫折

民進党が与党となってから、立法院では時代力量と民進党が手を

組み、2016 年 8 月 10 日と 2017 年 12 月 27 日に相次いで「政党お

よび付属組織が不当に取得した財産の処理に関する法律」と「国家

責任追及法」を通過させた。またそれら二法をもとに不当政党財産

処理委員会（通称：党産会）と国家責任追及委員会（通称：促転会）

が設立された。これらは権威主義統治時代の政党・付属組織・受託

管理人が不当に取得した財産と自由かつ民主的な憲政秩序に違反し

た不法行為の責任を追及、正義を実現し政党間競争の公平化と社会

的和解を促進することを目的とする。「台湾指標」の 2016 年 7 月

30 日の調査によると、60％を超える人が国民党の財産の出所と処

理のやり方に不信感を抱いており、法整備で党財産を処理すること

で台湾における民主主義発展と政党間の良性な競争を促進すること

を支持した。台湾民意調査基金会も、蔡英文総統就任一周年の調査

の中で、国民党の財産の追及が蔡政権十大政策の中で最も満足度が

高かったと指摘した 17。

しかし 2018 年 9 月 11 日、メディアが国家責任追及委員会の内

部会議の録音を一部公表したことで、これら一切の努力は無に帰し

た。会議の席上、旧勢力一掃のための法整備を討論している際、同

委員会副主任委員・張天欽が特に当時の国民党新北市長候補・侯友

宜を名指しして国家責任の最悪の例であるとしたほか 18、自らを「東

17	 「最新民調出爐：6 成民眾支持處理不當黨產，認同有助台灣民主發展」『關鍵評論』

2016 年 7 月 30 日、https://www.thenewslens.com/article/45492。
18	 1989 年、台湾民主・独立活動家、鄭南榕が反乱の疑いで出廷を求められていたが

これを拒み、オフィスに立てこもって焼身自殺した事件。侯友宜はその強制捜査

を指揮した所轄署の刑事部長 ( 中山分局刑事組組長 ) であった。
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廠」19 であると誇り、配下の研究員に他国の類似事件を研究するこ

とを要求、折しも進行中であった選挙の情勢に影響を与えようとし

た。一連の事情は民進党が推進する国家責任追及の印象に重大なダ

メージを与えただけでなく、国民党が「政治的抹殺」反対を理由

に、党産会と促転会の両委員会の調査を拒絶することにもつながっ

た。一般的にこの事件は民進党の選挙情勢に大きなダメージを与え

たとみられ、事件前後の TVBS による世論調査を見ると、民進党

候補に対する新北市長候補・侯友宜の支持率のリードは 16 ポイン

トから 20 ポイントに、台中市長候補・盧秀燕は 3 ポイントから 8

ポイントに、高雄市長候補・韓国瑜は 4 ポイント下回っていたのが

7 ポイントのリードに伸びた 20。

5　政策プログラム競争と国民投票

政策プログラム競争 (programmatic competition) の角度から見る

と、国民投票は政党にとって支持者動員に有効であり、お互いの立

場が近ければ相乗効果が期待できるものの、反対に「堅い」票を失

うことにつながる可能性もある。今回の選挙で実施された 10 項目

の国民投票では、同性婚支持・反対両方の陣営によるものが計 5 項

目を占め、両者の立場が真っ向から対立するため、選挙活動のもう

一つの焦点となった。

国民党が自陣営から出した三項目を支持することは言を俟たな

い。同性婚に関する 5 項目では、台北市の丁守中、高雄市の韓国

瑜、台南市の高思博、嘉義県の呉育仁など多数の県市長候補が同性

19	 中国明朝時代、政治的陰謀の摘発等を担った特務機関。
20	 「選前一個月台北市、新北市、台中市、高雄市長選舉民調」『TVBS 民調中心』

2018 年 10 月 16 日～25 日、https://www.tvbs.com.tw/poll-center/1。
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婚反対派を支持した。反同性婚を支持する「台湾宗教団体家族愛護

大連盟（護家盟）」が推薦した県市長候補 25 名のうち 16 名は国民

党から出馬した候補であり、民進党からの候補はわずか 2 名であっ

た。また、長期にわたって台湾独立反対と原発維持賛成の立場をと

ってきた国民党としては、当然国民投票の「東京オリンピック代表

団の呼称について」と「原発維持について」でも同じ立場をとった。

国民党が鮮明に保守色を出していたのに対し、民進党は国民投

票に対して終始立場を明確にしなかった。まず国民党発議の反大気

汚染・反放射能汚染食品については、与党として当然何の反論もで

きなかった。火力発電廃止と脱原発条項廃止についても、電力不足

への懸念を払拭するほど有効なエネルギー政策を出せず、かといっ

て火力発電は大気汚染が懸念され、すでに深澳発電所の再整備中止

を決めているため、あえて反対への動員をかけることはできなかっ

た。同性婚 5 項目では、蔡英文はかつて支持を表明していたが、民

法本体に盛り込むか特別法を用いるかは公約していなかったし、国

民の趨勢が保守に傾いているのと選挙情勢を考慮して、党としては

明確な支持をしなかった。最後に、国家アイデンティティーについ

ての民進党の立場と最も一致するはずの東京オリンピック代表団呼

称問題でも、対中関係で一線を越えてしまうのではないか、対米関

係に影響するのではないかという思惑が働き、やはり強力に推進す

ることができなかった。

表 3 は国民投票の開票結果と共に、国民・民進両党の各項目へ

の立場の違いがいかに結果に影響したかを示したものである。まず

総票数を見ると、過去二回・計 6 項目の国民投票での投票率は最高

でも 45％だったのに対し、今回の 10 項目では全て過半数を超えて

いる。また国民党陣営が発議した 3 項目への賛成票数と、反同性婚

派が発議した前 2 項目の賛成票数、同性婚支持 2 項目への反対票数
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は、いずれもおよそ 700 万かそれ以上であり、立場の違いがはっき

りと表れたことを示している 21。

次に、オリンピックでの呼称問題の総得票数は第 10 案の次に多

かった 22。国民・民進両党が長期にわたってとり続けてきた統一・

独立それぞれの立場からすれば、この項目は独立派と反独立派の対

決であったといえる。表 3 からは、大気汚染防止・火力発電廃止・

放射能汚染食品輸入禁止の 3 項目の賛成票数はどれも独立反対の総

得票数（呼称問題への反対票）より 200 万票以上も多い。言い換え

れば、統一・独立の問題では「台湾」を名乗るべきであると考える

有権者のうち、国民党発議の 3 項目に賛成した人の割合は 4 割を超

えていた可能性がある。同じ理屈で、脱原発は民進党の重要なエネ

ルギー政策であるから、脱原発条項廃止の項目に反対票を投じた人

はこの話題について民進党を支持しているとみてよいだろう。とこ

ろが、火力発電所がもたらす大気汚染への懸念から、反原発の立場

に立つ人々も国民党が発議した「火力発電廃止」に反対することは

できなかったのである。

表 3　 国民投票 10 項目の開票結果
国民投票案 賛成票数 反対票数 総票数 結果

第 7 案 反空気汚染 7,955,753 2,109,157 10,064,910 通過

第 8 案 反火力発電 7,599,267 2,346,316 9,945,583 通過

21	 同性婚反対派の発議に関する 3 項目の賛成・反対票数の差はいずれも 120 万近く

であり、反同性婚団体の中でも「護家盟」が最初から同性婚の合法性を否定して

いることが、このような極端な同性婚反対数につながったと思われる。
22	 過去の国民投票で 6 案が実施済みであり、今回の国民投票は第 7 案からとなる。
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第 9 案

日本からの放射

能汚染食品輸入

禁止

7,791,856 2,231,425 10,023,281 通過

第 10 案
民法における同

性婚排除
7,658,008 2,907,429 10,565,437 通過

第 11 案

小中学校におけ

るジェンダー教

育禁止

7,083,379 3,419,624 10,503,003 通過

第 12 案

民法以外による

同性の共同生活

の権利の保障

6,401,748 4,072,471 10,474,219 通過

第 13 案

2020 年東京オリ

ンピックにおけ

る台湾チームの

呼称

4,763,086 5,774,556 10,537,642 否決

第 14 案
民法による同性

婚の権利の保障
3,382,286 6,949,697 10,331,983 否決

第 15 案

小中学校におけ

るジェンダー教

育の法制化

3,507,665 6,805,171 10,312,836 否決

第 16 案
電気事業法脱原

発条項の廃止
5,895,560 4,014,215 9,909,775 通過

（出典）�中央選舉委員會「107 年公民投票第 7 至 16 案投票結果」、https://web.cec.gov.tw/

central/cms/RefResults7to16。

民進党政権は同性婚とジェンダー教育を推進しているが、それら

二項とオリンピックでの呼称問題の賛成票数には 140 万以上の差

があり、台湾を名乗るべきであるという点で民進党と一致する有権

者のなかでも、かなりの割合で同性婚とジェンダー教育を支持して

いないことが見て取れる。しかし選挙期間中、三項目に関する運動

の過程を見ると、また違った発見がある。図 2 はインターネットで

$0912.indd   67 2019/7/24   下午 02:05:11



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－68－

収集したオリンピック呼称問題の項目についての宣材である。同項

（第 13 項）賛成者の大多数は、Facebook などの SNS で支持を呼

びかける際、同時に同性婚（第 14 項）とジェンダー教育（第 15 項）

を支持する項目にも賛成票を投ずるよう要請している。ところが、

図 3 に見るように、同性婚を支持する陣営は第 14・15 項の支持し

か呼びかけていない。言い換えれば、民進党は同性婚とジェンダー

教育に開かれた考え方を持っているが、同性婚を支持する人々が必

ずしも民進党と台湾呼称賛成派を支持しているとは限らないのであ

る。

まとめると、保守である国民党は自ら発議した 3 項目に上述の

同性婚問題で立場の一致する支持者を凝集し、反民進党の有権者を

図 2　�オリンピック呼称問題・同性婚・ジェンダー教育の項目を�  
一組にして投票を求める宣材�

（注）�これらの宣材は、第 13（呼称問題）、第 14・15（同性婚支持）への賛成と第 10・11・12
項（同性婚反対）への反対を呼びかけている。
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収め、さらにそれらの支持者が国民党の候補者に投票するよう運動

することができた。一方民進党は各項目への立場が不明確だったた

め、そのような運動ができなかったのである。

図 3　同性婚とジェンダー教育を一組にして投票を求める宣材

（注）�これらの宣材は、第 14・15（同性婚支持）への賛成と第 10・11・12 項（同性婚反対）へ

の反対を呼びかけている。

以上の議論からわかる通り、政策プログラム競争の角度から見る

と、国民投票各項目に対する立場が一致していたことで、国民党は

支持者を動員する際に同性婚反対の団体にも近づくことができたた

め、相乗効果を得られた。それに対して民進党は党の立場が不明確

であったため、支持者は同性婚・脱原発・大気汚染・エネルギーな

どの議題でいくつにも分裂し、動員が非常に難しかったし、同性婚

支持の団体も明確に民進党支持を打ち出すか否か決定できなかった
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のである。

六　結論に代えて ： 2020 年総統選挙と中国ファクター

民進党では 2018 年直轄市・県市長選挙での大敗を受け、蔡英文

がその責任をとって直ちに党主席を辞任した。宜蘭・台中・彰化・

雲林・高雄が陥落したことで、蔡英文の総統再選が難しくなっただ

けでなく、党所属の立法委員も自身の再選がかかった選挙に影響が

あるだろうと懸念し始めた。その中で立法委員・蔡適応が口火を切

り、蔡英文は再選に向けた出馬をせず、党内から新しい候補者を立

てて 2020 年の総統選を戦えるよう要求した。2019 年 1 月 9 日、総

統府上級顧問のうち李遠哲・彭明敏・呉澧培・高俊明の 4 人が新聞

紙上に連名で公開書簡を発表、蔡英文が行政権を差し出して出馬を

諦めるよう希望するとした。1 月 18 日には台湾独立派の長老・辜

寛敏も登場し、蔡英文に代えて頼清徳前行政院長（辞任は 1 月 14

日）を 2020 年の選挙に出馬させることを要求した。

このような退陣を迫る動きも、蔡英文の再選に向けた活動にはあ

まり大きな脅威とはならなかった。蔡英文は敗戦の責任をとって党

主席を辞任後も、それによって生じた権力の再配分を利用して改め

て主要派閥の支持を取りつけ、蔡英文おろしの勢力がそれ以上増え

ないようにした。まず党内新潮流系に属する総統府秘書長・陳菊を

慰留し、続いて中堅層の派閥を超えた支持のもと、謝長廷派の卓栄

泰が党主席に当選した。頼清徳が辞任した後の行政院長には蘇貞昌

派の領袖・蘇貞昌を任命した。また、頼清徳は理屈上は 2020 年総

統選候補として蔡英文に取って代わる可能性が最も高い人物だが、

出馬の意向があるかは当時は不明確であった。

また、習近平が 2019 年 1 月 2 日、「台湾同胞に告げる書」発表

40 周年記念の声明を行うと、選挙後どん底にあった蔡英文は逆に
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支持率が上昇した。習近平が「一国二制度」と両岸統一が台湾のと

れる唯一の道だと強調したのに対し、台湾が一貫して「九二共識」

を受け入れないのは、中国側がそれを一国二制度のことであると主

張しているからだと強硬な対応を見せた。民意調査基金会の 1 月

21 日の世論調査では、蔡英文の支持率は 24％から 34.5％に上昇、

不支持率は 60％から 48％に下がった。2019 年 1 月 27 日と 3 月 16

に行われた立法委員補欠選挙でも民進党は順当に現有の 3 席を維

持し、支持者が徐々に戻ってきていることを示した。3 月 18 日、

頼清徳前行政院長はついに総統選の党内予備選への出馬を表明、

2020 年の選挙に爆弾を投じた。支持率調査では頼清徳が蔡英文を

リードしている状況であり、民進党がどちらを総統選に送り出すの

かはまだわからない。

県市長選挙での大勝の余勢を駆って、国民党は 2020 年総統選に

はかなり楽観的な展望を抱いている。朱立倫は前回 2016 年の総統

選の際、300 万票差で蔡英文に敗れているが、新北市長の職を辞し

た後、直ちに 2020 年の選挙に専念すると表明している。前立法院

長・王金平も 3 月 7 日に予備選出馬を表明した。現職の呉敦義主席

は、党を 2016 年の敗戦によるどん底から引き上げて 3 都 12 県市

を勝ち取った最大の功労者であるはずだが、世論調査では朱立倫・

王金平に遠く及ばず、民進党の蔡英文・頼清徳にさえ劣勢である。

他にも、高雄市長に当選したばかりの韓国瑜がネットとメディアで

の人気をうけて、世論調査でも朱立倫と台北市長・柯文哲を抜き、

総統選候補になり得る人物として最も支持率が高くなっている。予

備選参加者にとっては総統候補の決定方式が議論の焦点となってい

る。当初、世論調査で首位を走る朱立倫は世論調査の結果を総合し

て決定することを主張、党組織を掌握している呉敦義は党員投票の

必要性を強調している。2019 年 4 月 17 日には台湾一の富豪、フォ
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ックスコン（鴻海）グループ会長・郭台銘が国民党予備選参加を表

明したことで、2020 年総統選に向けた情勢がまた波立っている。

民進党は確かに今回の選挙で大量の票を失ったばかりでなく、

長期にわたって優位にあった濁水渓以南の県市長ポストも失い、創

建以来最大の逆境に直面している。しかし国民党もわずか二年で政

局を転換させたことから、今後一年の政治情勢の変化を測ることは

できず、この段階で民進党が総統選で必ず敗北すると結論づけるの

は時期尚早である。また、2016 年・2018 年の両選挙で国民・民進

両党が大幅に票を減らしたのは、有権者が両党の政治に倦み、少数

党や無所属の人間が伸びる余地を与えたことを象徴しているとも考

えられる。柯文哲台北市長は正式に態度を明らかにしたことはない

が、2020 年総統選の候補としては上記の人々と並んで常に名が挙

がる人物である。柯は前回選挙では SNS とインターネットの利便

性を利用し、有権者とのやりとりを通じて支持者を動員した。しか

し今回の選挙期間中、そのネットでの声は韓国瑜の存在により覆い

隠されてしまい予想外の苦戦を強いられたため、丁守中との票差は

わずか 3,000 余という辛勝であった。また 2019 年 1 月 27 日の台

北市選出立法委員補欠選挙では、柯文哲が支持していた陳思宇観光

広報局長が 10,000 票も取れずに落選、総統選に打って出るかよく

考える必要が生じた。しかし 2 月 20 日「蘋果日報」の対比式世論

調査では、柯文哲が出馬せず青・緑の対決とした場合、朱立倫の支

持率は 50％と蔡英文支持の數字を 16.6％上回るが、柯文哲が出馬

するという想定では、支持率は柯 32.4％・朱 31.8％・蔡 23.6％と

なり、トップとの差は 9％に縮まる。言い換えれば、柯文哲出馬は

民進党にとって必ずしも不利にはならないということである。

このほかに注意に値するのは、選挙戦中の中国ファクターの影

響である。1996 年の総統直接選挙以来、中国は終始様々な手段を
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用いて影響を与えようと試みてきた。1995 年 7 月、人民解放軍

は李登輝訪米に抗議して台湾近海に 6 発のミサイルを発射した。

1996 年 3 月の投票日前夜には 4 発のミサイルを発射したほか、台

湾と 70 カイリ離れた対岸の平潭島との間で大規模な軍事演習を行

った。だが軍事的脅威が有権者の投票行動に影響を与えることはな

く、逆に李登輝を高得票で初代の民選総統に就任させることとなっ

た。武力による脅しは効果がないだけでなく、かえってアメリカに

よる軍事支援を促すことにもなった。馬英九が総統に当選した後、

中国は経済的な手段に訴え始めた。台湾の農産物・水産物とハイテ

ク製品を大量に購入し中国経済への依存を深化させる一方、積極的

に台湾企業の投資を受け入れる見返りとして「九二共識」支持を要

求、選挙に影響を与えようとした 23。しかし「ひまわり学生運動」

と「サービス貿易協定」への反対デモが、人々に台湾経済の自立性

に対する反省を引き起こし、このような経済戦略が中国にとって逆

効果であることが証明された。

2016 年アメリカ大統領の選挙期間中、インターネットでフェイ

クニュースが急速に拡散して選挙に影響するまでになったことが報

じられると、中国は台湾の選挙に影響を与えるため、インターネッ

トや SNS でフェイクニュースを流し始めた 24。その中で最も注目を

23	 湯晏甄「『兩岸關係因素』真的影響了 2012 年的台灣總統大選嗎？」『臺灣民主季

刊』、10 卷 3 期、頁 91～130。
24	 Chris Horton, “China uses Taiwan as R&D lab to disrupt democracies,” 

Nikkei Asian Review, December 27, 2018, https://asia.nikkei.com/Politics/
International-relations/China-uses-Taiwan-as-R-D-lab-to-disrupt-democracies; 
Josh Rogin, “China’s interference in the 2018 elections succeeded — in Taiwan,” 
The Washington Post, December 18, 2018, https://www.washingtonpost.
com/opinions/2018/12/18/chinas-interference-elections-succeeded-taiwan/?utm_

term=.654f997bd5ff.
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集めたのは、2018 年 9 月に台風 21 号が日本に上陸、関西空港で足

止めされた台湾人旅客に管轄機関の駐日弁事処が無関心だった一

方、中国の駐日機関が車両を派遣してピストン輸送を行い自国民と

共に避難させたというフェイクニュースが流されたことである。こ

のニュースは SNS で一気に拡散され台湾メディアも争って取り上

げるところとなり、駐大阪経済文化弁事処処長・蘇啓誠が過度なス

トレスのため自殺する事態になった。後日このニュースは真実では

なく、中国は関西空港に車両を派遣してもいないし、中国人も台湾

人も避難させていなかったことが証明された 25。県市長選挙期間中

には、韓国瑜を支持し陳其邁を中傷する多くのネット民の IP アド

レスが中国のものであることがわかった 26。言論の自由という民主

主義の原則に則れば、このような嘘の情報の流布を禁止・処罰する

ことはできない。また嘘の情報は SNS を通じて急速に拡散するた

め、選挙情勢に大きなダメージを与える可能性がある。しかし嘘の

情報を収集・判断して虚偽であることを明らかにし、さらに審理す

るには時間がかかり対応が間に合わない。さらに国外からそれらが

もたらされた場合は処罰のしようもない。したがって、2020 年総

統選挙に向けて、フェイクニュースは増えることはあっても減るこ

とはないと予想できる。

台湾総統選では中国ファクターによる影響が必然的に常態化す

る。また両岸交流は日ごとに増しているため、その影響は強まって

いくだろう。民進党政権が県市長選挙の敗因を検証するにあたって

25	 「“ フェイクニュース ” 暴走の果てに―ある外交官の死―（假新聞奪去外交

官的生命）」『NHK』2019 年 3 月 4 日、https://www.youtube.com/watch? 
v=yILW3PHgxmc。

26	 葛祐豪「挺韓國瑜網軍散布假訊息 IP 來自中國」『自由時報』2018 年 10 月 16 日、

https://news.ltn.com.tw/news/focus/paper/1239749。

$0912.indd   74 2019/7/24   下午 02:05:15



2019 年 4.5.6 月号� 台湾における 2018 年直轄市・県市長選挙の状況分析

－75－

は、いかに人々の期待に応え民心を取り戻すかを考えると同時に、

誰が出馬するにしても、国外からの潜在的な脅威を直視し効果的に

防ぐ必要があるだろう。

（寄稿：2019 年 3 月 18 日、採用：2019 年 6 月 2 日） 

翻訳：田中研也（フリーランス翻訳）
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2018年台灣直轄市與縣市長選舉 
選情分析

張傳賢

（中央研究院政治學研究所副研究員）

【摘要】

2018 年 11 月 24 日舉行的地方選舉是蔡英文就職後首次面對的

期中選舉。在本次選舉中民進黨面臨重大的挫敗，不僅得票率大幅下

滑，執政的直轄市、縣市也由原先的 4都 9縣市縮減為 2都 4縣市。

何以 2016 年總統與立法委員選舉中完全執政的蔡英文與民進黨政

府，甫執政兩年就面臨如此重大的挫敗 ? 本文試圖從蔡英文上台後所

進行的幾項重大政策改革出發，從中探究民進黨失去人民支持的關鍵

性因素。個人認為地方施政不佳與政策立場搖擺不定是導致失去支持

的最關鍵因素。

關鍵字：蔡英文、民進黨、婚姻平權、性平教育、公民投票
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The 2018 Taiwan’s Mayoral and Magisterial 
Elections

Alex C. H. Chang
Associate Research Fellow, Institute of Political Science, Academia Sinica

【Abstract】

The local elections held in November 24, 2018 were the first 

midterm elections after President Ing-wen Tsai’s inauguration. In this 

election, the DPP’s vote share dramatically declined from 47.6％ in 

2014 to 39.2％, and the numbers of administrative district held by the 

DPP also decreased from 4 municipalities and 9 cities and counties to 

2 municipalities and 4 cities and counties, respectively. Why did Ing-

wen Tsai's administration and the DPP face such a heavy defeat in her 

first two years? This paper sets out to investigate why the DPP lost 

its electoral support from Ing-wen Tsai’s political reforms, in which I 

argue that the poor local governance and unclear policy goals were the 

major reasons for the DPP’s loss in electoral support.

Keywords:  Ing-wen Tsai, Democratic Progressive Party, Marriage 

Equality, Gender Equality Education, Referendum

$0912.indd   77 2019/7/24   下午 02:05:15



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－78－

〈参考文献〉

「 “ フェイクニュース ” 暴走の果てに―ある外交官の死―（假新聞奪去外

交官的生命）」『N H K』2 0 1 9年3月4日、h t t p s://w w w.y o u t u b e.c o m/

watch?v=yILW3PHgxmc。
“‘Fueiku nyusu’ boso no hate ni --aru gaikokan no shi-- (Jiaxinwen duoqu waijiaoguan de 
shengming)” [Fake News Took the Life of the Diplomat], NHK, March 4, 2019.

「缺電噩夢 能源局稱供電趨穩 民調 65％挺核電續運作」『蘋果日報』2018 年 6 月 28
日、https://tw.appledaily.com/headline/daily/20180628/38055547/。
“Quedian emong, Nengyuanju cheng gongdian quwen, mindiao 65％ ting hedian xu 
yunzuo” [The Nightmare of Power Shortage, Poll Shows 65％ of the People Support the 
Operation of the Nuclear Power Plant], Apple Daily News, June 28, 2018.

「勞基法二修民調：6 成民眾認權益大倒退」『中央通訊社』2018 年 1 月 23 日、

https://www.cna.com.tw/news/ahel/201801230134.aspx。
“Laojifa erxiu, mindiao: 6 cheng minzhong ren quanyi da daotui” [Second Amendment on 
the Labor Law, Poll: Sixty-Percent of the People Think Their Interests have been Damaged], 
Central News Agency, January 23, 2018.

「最新民調出爐：6 成民眾支持處理不當黨產，認同有助台灣民主發展」『關鍵評論』

2016 年 7 月 30 日、https://www.thenewslens.com/article/45492。
“Zuixin mindiao chulu: 6 cheng minzhong zhichi chuli budang dangchan, rentong youzhu 
taiwan minzhu fazhan” [The Latest Poll: Sixty-Percent of the People Support the Settlement 
of Ill-gotten Party Assets, and Agree it Helps Taiwan’s Democratic Development], The 
News Lens, July 30, 2016.

「選前一個月台北市、新北市、台中市、高雄市長選舉民調」『TVBS 民調中心』2018
年 10 月 16 日～25 日、https://www.tvbs.com.tw/poll-center/1。
“Xuanqian yigeyue taibeishi, xinbeishi, taizhongshi, gaoxiong shizhang xuanju mindiao” 
[The Poll Conducted One Month before the Major Elections of Taipei City, New Taipei 
City, Taichung City, and Kaohsiung City], TVBS Poll Center, October 16~25, 2018.

「選情預告？『天下雜誌』縣市首長滿意度：前 3 名泛藍全包」『天下雜誌』2018 年 9
月 11 日、https://www.cw.com.tw/article/article.action?id=5092057。 
“Xuanqing yugao? ‘Tianxia zazhi’ xianshi shouzhang manyidu: qian 3 ming fanlan 
quanbao” [Election Forecast? “Commonwealth Magazine” Approving Rates of County and 
City Mayors: the Pan-blue Mayors Take Top Three Positions], Commonwealth Magazine, 
September 11, 2018.

「韓國瑜跨海助賴峰偉衝聲勢　共提高澎策略聯盟盼雙贏」『蘋果日報』2018 年 9 月 28
日、https://tw.news.appledaily.com/politics/realtime/20180928/1438301/。
“Hanguoyu kuahai zhu Laifongwei chong shengshi, gongti gao peng celue lanmeng pan 
shuangying” [Han Kuo-yu Went across the Sea to Promote Lai Wei-fong, Hoping to Reach 
the Win-Win Objective with the Strategy of Jointly Promoting Kaohsiung and Penhu], 

$0912.indd   78 2019/7/24   下午 02:05:15



2019 年 4.5.6 月号� 台湾における 2018 年直轄市・県市長選挙の状況分析

－79－

Apple Daily News, September 28, 2018.
「擠掉賴神、菊姊 　誰才是明星縣市長？」『天下雜誌』2017 年 9 月 12 日、https://

www.cw.com.tw/article/article.action?id=5084966。
“Jidiao laishen, jujie, shei caishi mingxing xianshizhang?” [Expelling Lai Ching-te 
and Chen Ju, who will be the Next Stars of County and City Mayors?], Commonwealth 
Magazine, September 12, 2017.

中央選舉委員會「第 7 案至第 16 案公投公報」、https://web.cec.gov.tw/preview/

cms/29032。
Central Election Commission, “Di 7 an zhi di 16 an gongtou gongbao” [The Referendum 
Bulletin for Proposal No. 7 to No. 16].

中央選舉委員會「107 年公民投票第 7 至 16 案投票結果」、https://web.cec.gov.tw/

central/cms/RefResults7to16。
Central Election Commission, “107 nian gongmin toupiao di 7 zhi 16 an toupiao jieguo” 
[Referendum Results on Proposal No. 7 to No. 16 in 2018].

行政院主計處「受僱員工薪資統計速報」『行政院主計處網站』2019 年、https://www.

dgbas.gov.tw/public/Data/9412160260ZT9Y70G.pdf、2019 年 4 月 26 日閱覽。

Directorate-General of Budget, Accounting and Statistics (DGBAS), Executive Yuan, 
“Shougu yuangong xinzi tongji subao” [Brief Report on the Statistics of Employee Salary], 
DGBAS, Executive Yuan, 2019. (Accessed on April 26, 2019).

行政院主計處「消費者物價指數變動分析表」『行政院主計總處網站』2019 年、https://
www.dgbas.gov.tw/ct.asp?xItem=760&ctNode=3091、2019 年 4 月 26 日閱覽。

DGBAS, Executive Yuan, “Xiaofeizhe wujia zhishu biandong fenxibiao” [Analysis on the 
Changes of Consumer Price Index (CPI)], DGBAS, Executive Yuan, 2019. (Accessed on 
April 26, 2019).

李義、柯宗緯「韓流逆襲港都 花媽急回防」『中國時報』2018 年 9 月 30 日、A3 版。

Li, yi, Ke, zong-wei, “Hanliu nixi gangdu, huama ji huifang” [The Han Wave (or Hanliu) 
Counterattacked Kaohsiung City, Huama (Chen Ju) Hurried Back to Defense], China Times, 
September 30, 2018, p. A3.

洪永泰「哪些人組成了『2018 全民最大黨：討厭民進黨』？」『遠見研究調查』2018 年

12 月 22 日、http://gvsrc.cwgv.com.tw/?p=2291。
Hong, yong-tai, “Naxieren zucheng le ‘2018 quanmin zuidadang: taoyan minjindang’?” 
[Who Consists of “All People’s Biggest Party of 2018: the Hated DPP (Democratic 
Progressive Party)”? ], Global Views Research, December 22, 2018.

郭正亮「經濟好轉為何民眾無感？」『風傳媒』2018 年 7 月 20 日、https://www.storm.

mg/article/465341。
Kuo, jeng-liang, “Jingji haozhuan weihe minzhong wugan?” [Why do People Feel Nothing 
when the Economy Turns Better?], The Storm Media, July 20, 2018.

唐鎮宇「一例一休 台工時仍全球第 6」『蘋果日報』2017 年 10 月 1 日、https://
tw.news.appledaily.com/headline/daily/20171001/37799095/。

$0912.indd   79 2019/7/24   下午 02:05:15



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－80－

Tang, zhen-yu, “Yili yixiu, tai gongshi reng quanchiu diliu” [Despite of the One Fixed Day 
Off, and One Flexible Day Off Policy, Taiwan’s Working Hours Still Ranked the Sixth 
Highest of the World], Apple Daily News, October 1, 2017.

張筱笛「綠委：74.1％民眾認為法官偏袒有錢人」『自由時報』2015 年 10 月 14 日、

https://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/1475135。
Zhang, xiao-di, “Lvwei: 74.1％ minzhong renwei faguan piantan youqianren” [DPP 
Legislator: 74.1％ of the People Thinks Court Judges are Partial to the Rich], The Liberty 
Times, October 14, 2015.

游盈隆「民進黨重返執政兩週年」『台灣民意基金會』2018 年 5 月 20 日、https://
www.tpof.org/wp-content/uploads/2015/10/5%E6%9C%88%E8%A8%98%E8%80%85%E6
%9C%83%E6%9B%B8%E9%9D%A2%E8%B3%87%E6%96%99.pdf。
Yu, ying-lung, “Minjindang chongfan zhizheng liang zhounian” [The Second Anniversary 
of Democratic Progressive Party’s Returning to Power], Taiwanese Public Opinion 
Foundation, May 20, 2018.

湯晏甄「『兩岸關係因素』真的影響了 2012年的台灣總統大選嗎？」『臺灣民主季刊』、

10 卷 3 期 、頁 91～130。
Tang, yan-chen, “‘Liangan guanxi yinsu’ zhende yingxiang le 2012 nian de taiwan zongtong 
daxuan ma?” [Did the Cross-Strait Relations Really Affect the 2012 Presidential Election in 
Taiwan?], Taiwan Journal of Democracy, Vol. 10, No. 3, pp. 91-130. 

葛祐豪「挺韓國瑜網軍散布假訊息 IP 來自中國」『自由時報』2018 年 10 月 16 日、

https://news.ltn.com.tw/news/focus/paper/1239749。
Ge, you-hao, “Ting Han Kuo-yu wangjun sanbu jiaxunxi, IP laizi zhongguo” [The Pro-Han 
Kuo-yu Cyberwarfare Units Spread Fake Messages, the IPs Come from China], The Liberty 
Times, October 16, 2018.

Horton, Chris, “China uses Taiwan as R&D lab to disrupt democracies,” Nikkei Asian Review, 
December 27, 2018, https://asia.nikkei.com/Politics/International-relations/China-uses-
Taiwan-as-R-D-lab-to-disrupt-democracies.

Rogin, Josh, “China’s interference in the 2018 elections succeeded — in Taiwan,” 
The Washington Post ,  December 18, 2018, https://www.washingtonpost.com/
opinions/2018/12/18/chinas-interference-elect ions-succeeded-taiwan/?utm_
term=.654f997bd5ff.

$0912.indd   80 2019/7/24   下午 02:05:15



DOI:10.30391/ISJ.201906_48(2).0003

－81－

蔡英文政権の経済運営

―発足 3 周年の到達点と課題―

伊藤信悟

（株式会社国際経済研究所研究部主席研究員）

【要約】

蔡英文政権が発足し約 3 年が経過した。馬英九政権に対する不満

を受けて、蔡政権は経済構造の転換、雇用・所得の改善、格差・公

平・公正にかかわる問題の解消、対中経済依存度の引き下げといっ

た短期的には実現困難な課題や積年の課題に取り組む姿勢を明確に

してきた。いずれの課題についても馬政権期と比べて顕著に悪化し

ている指標はなく、軍人・公務員・教員の年金改革などで成果もみ

られたが、①成長に対する民間部門の寄与の引き上げやデフレギャ

ップの解消、② 2000 年代初頭と比べて高水準な青年層の失業率の

引き下げ、③一段の年金改革の推進、住宅取得コストの更なる引き

下げ、などの課題が残されている。経済・社会指標が顕著に悪化し

ているわけではないが、蔡政権の経済運営に対する有権者の評価は

厳しく、それが 2018 年 11 月の統一地方選挙の民進党大敗に繋がっ

た。有権者への丁寧な政策説明、政策内容のブラッシュアップと政

策の執行加速が求められている。

キーワード：蔡英文、経済政策、格差、労働市場、対中経済関係
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一　はじめに

2016 年 5 月 20 日、民主進歩党（以下、民進党と略）の蔡英文

政権が発足した。同年 1 月 16 日の総統選挙での蔡総統の得票率は

56.1％と、2008 年総統選挙における馬英九総統の得票率（58.4％）

に次ぐ歴代 2 位の高さであった。また、立法委員選挙でも民進党は

大勝し、単独過半数を占めることに成功した（全 113 議席のうち

68 議席を獲得）。いわゆる「完全執政」の実現である。

民進党大勝の主因の一つに、馬政権に対する有権者の強い不満が

あったことは間違いない。台湾智庫が選挙後（2016 年 1 月 17～18

日）に実施したアンケート調査では、総統選挙で中国国民党（以

下、国民党）が敗退した責任は馬総統 ( 当時 ) にあるとの回答率

が 43.9％に上っており、国民党の候補として蔡総統と争った朱立

倫主席 ( 当時 ) よりも馬総統の方が責任は重いとの回答が得られて

いる（朱主席の責任との回答率は 11.6％）1。では、具体的にどのよ

うな政策に対する不満が強かったのか。馬政権発足 7 周年のタイミ

ングで実施された TVBS 民意調査中心のアンケート調査（2015 年

5 月 12～15 日実施）で不満足との回答率が最も高かったのは「貧

富の差縮小」（78％）、第 3 位が「経済発展の促進」（70％）と、

経済政策に対する不満が強かったことがわかる 2。

1	 財團法人台灣智庫「2016 總統大選後：台灣民眾對新政局的期待 民調記者會」

2016 年 1 月 21 日、https://www.taiwanthinktank.org/single-post/2016/01/21
/2016%E7%B8%BD%E7%B5%B1%E5%A4%A7%E9%81%B8%E5%BE%8C%EF%BC%9A%E
5%8F%B0%E7%81%A3%E6%B0%91%E7%9C%BE%E5%B0%8D%E6%96%B0%E6%94%BF% 
E5%B1%80%E7%9A%84%E6%9C%9F%E5%BE%85-%E6%B0%91%E8%AA%BF%E8%A8%98%E
8%80%85%E6%9C%83。

2	 TVBS 民意調查中心「馬英九總統就任七周年滿意度民調」2015 年 5 月 15 日、 

https://cc.tvbs.com.tw/portal/file/poll_center/2017/20170602/201505221813307 
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それゆえ、総統選直後に示された蔡総統に対する有権者の期待

も、経済関連のものが多かった。例えば、「蔡英文主席が総統に

就任した後、最も優先的に処理すべき事項・問題」を尋ねた TVBS

民意調査中心のアンケート調査（2016 年 1 月 26～27 日）では、回

答率が高い順に「経済発展」、「両岸関係の維持・保護」、「食品

安全の維持・保護」、「賃金水準の引き上げ」、「雇用改善・失業

減少」であった（表 1）。20～30 代では「居住正義の実現（各々

が適正な価格で適切な住居に住めるようにすること）」や「貧困

の差の縮小」、50 歳以上では「高齢者長期介護の推進」に対する

関心が相対的に高かった。台湾智庫の上記調査でも、最優先事項

に選ばれたのは「経済発展」（回答率 49.1％）であった。次いで

「雇用促進」（26.9％）、「食品の安全」（25.2％）、「高齢者

長期介護」（21.0％）、「両岸関係」（19.4％）、「年金改革」

（17.2％）という順になっている 3。

では、蔡政権はこうした有権者の経済運営への期待に対し、どの

ように応え、どれだけの成果を就任からの 3 年間で上げられたのだ

ろうか。これが本稿の問いである。とくに上記アンケートで有権者

から高い関心が示された経済発展、雇用・所得、格差・公平・公正

に関する問題、対中経済関係に焦点を当てて考察する。

本稿の構成は次のとおりである。続く第 2 章では、蔡政権の経済

分野の公約を整理し、その特徴を明らかにする。第 3 章では、蔡政

権発足後約 3 年間の経済パフォーマンスを馬政権期との比較、経済

政策の遂行状況との関係を交えつつ示す。それを通じて公約達成の

13.pdf。なお、第 2 位は「教育改革」への不満（74％）。
3	 財團法人台灣智庫、前掲「2016 總統大選後：台灣民眾對新政局的期待 民調記者

會」2016 年 1 月 21 日。
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度合いについて考察する。第 4 章では、蔡政権の経済運営がどの程

度有権者から支持を得ているのかを明らかにするとともに、以上の

分析を踏まえて、蔡政権にとっての今後の経済運営上の課題を考察

する。

表 1　�蔡英文主席が総統に就任した後、最も優先的に処理すべき事
項・問題

� （単位：％）

事項・問題 全体
20-29 歳

[16％]

30-39 歳

[21％]

40-49 歳

[20％]

50-59 歳

[19％]

60 歳以上

[23％]

経済発展 51 40 52 67 50 44

両岸関係の維持

・保護

29 30 28 31 29 28

食品安全の維持

・保護

25 31 31 25 27 16

賃金水準の引き

上げ

23 36 34 20 18 11

雇用改善・失業

減少

21 20 28 22 24 13

居住正義の実現 20 23 33 15 20 9

貧富の差の縮小 18 26 22 17 19 11

高齢者長期介護

の推進

17 11 17 16 22 19

国会改革の推進 15 14 12 23 14 13

その他 22 14 14 25 23 30

意見なし 9 7 3 4 6 21

（注）�2016 年 1 月 26～27 日実施。複数回答（最大 3 項目まで選択可）。網掛けは、回答率上

位 5 項目（ただし「その他」「意見なし」を除く。
（出典）�T V B S 民意調查中心「民眾對蔡英文上任總統期望民調」2 0 1 6 年 1 月 2 7 日�

（https://cc.tvbs.com.tw/portal/file/poll_center/2017/20170602/0501262.pdf）より作成。
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二　蔡英文政権が自らに課した経済政策上の使命 4

1　馬政権期の有権者の不満を念頭に置いた課題設定

2016 年 5 月 20 日、蔡総統は就任演説の中で、今後台湾の改革を

率いていくとの強い決意を示した後、台湾が直面する課題を列挙し

ていった 5。具体的には、①改革しなければ破綻しかねない年金、②

徐々に社会の流れから逸脱しつつある硬直化した教育制度、③エネ

ルギー・資源に限りがあり、経済は力強さを欠き、旧来の受託生産

モデルがボトルネックに直面しており、新たな経済発展モデルが必

要とされていること、④急速な高齢化の一方で、不完全な長期介護

システム、⑤出生率の持続的な低下と十分に整備される目途が立っ

ていない託児制度、⑥依然深刻な環境汚染問題、⑦楽観できない財

政状況、⑧人々の信任を失ってしまった司法、⑨全家庭を悩ませて

いる食品安全問題、⑩深刻さを増す貧富の差、⑪多くの穴のあるソ

ーシャルセーフティーネット、である。そのうえで、とくに若者の

低賃金問題の深刻さを蔡総統は強調した。上記の各種アンケート調

査からもわかるとおり、いずれも馬政権に対する代表的な不満とし

て指摘されてきたものであった。

2　 「経済構造の転換」 を最大かつ極めて困難な使命と位置づけ

蔡総統は、これらの問題を着実に根本的な構造の次元から解決し

ていくことを約束し、四つのカテゴリーに分けて改革の方向性を提

示したが、その筆頭に掲げられたのが、「最大かつ極めて困難な使

4	 本章の執筆に際しては、佐藤幸人「蔡英文政権の経済および社会的課題」霞山会

『東亜』第 592 号、2016 年 10 月、98～108 ページを参照した。
5	 總統府「中華民國第 14 任總統蔡英文女士就職演說」2016 年 5 月 20 日、https://

www.president.gov.tw/NEWS/20444。
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命」だと位置づけた「経済構造の転換」であった。

具体的には、「イノベーション、雇用、分配を核心的価値観と

し、持続可能な発展ができる新たな経済モデル」への転換である。

その実現のために、①多国間・二国間経済連携、自由貿易交渉への

積極的参加と新南向政策 6 による対外経済関係の多元化、単一市場

への過度な依存の回避、②貿易と地場経済のリンケージ強化、③

「五大イノベーション研究開発計画」の優先的推進による競争力の

再生、④労働生産性の向上と労働者の権利保障を通じた賃金上昇と

経済成長の同時実現、⑤循環型経済への転換と持続可能性に基づく

エネルギー選択の漸進的調整を図っていくことが謳われた。

2 番目に挙げられたのは、「ソーシャルセーフティーネットの強

化」であった。具体的には、コンセンサス形成を重視した形での年

金改革の推進、長期介護システムの確立などが公約に掲げられた。

以下、3番目は「社会の公平と正義」7、4番目は「地域の平和的安定

発展と両岸関係」、5 番目は「外交およびグローバルな課題」であ

った。

3　短期間で実現困難な課題や積年の課題への挑戦

蔡総統が自ら「最大かつ極めて困難な使命」だと述べたとおり、

6	 ASEAN10 カ国（シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、

ベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオス、ブルネイ）、南アジア 6 カ国（イ

ンド、パキスタン、バングラデシュ、スリランカ、ネパール、ブータン）、オー

ストラリア、ニュージーランドを対象とした「経済協力」「人材交流」「資源共有」

「域内リンケージ構築」を企図した政策。
7	 「轉型正義」（独裁政権に迫害された人々の名誉回復と補償、迫害に係る真相・歴

史の調査・公表など）の追求と社会の真の和解の実現、「原住民」の歴史観の再

構築、段階的な自治の推進、言語文化の復元と育成、生活ケアの向上、司法改革

による司法への信頼感回復など。
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「経済構造の転換」は短期間でなしえない政策目標である。とりわ

け受託生産モデルからイノベーション主導型の経済成長モデルへの

転換は、一足飛びに実現できるわけではなく、ナショナルイノベー

ションシステム全体の再構築を要する。

また、年金改革に代表される「ソーシャルセーフティーネットの

強化」についても、長年にわたり改革の必要性が叫ばれつつも、既

得権益層の反発が強く、十分には取り組まれてこなかった課題であ

った。しかも、この社会保障制度の改革は、人口の持続的増加や財

政の持続可能性、ひいては経済成長にも大きな影響を与えるという

意味で高い重要性を持つ。

これらの難題に果敢に挑戦する姿勢を強調した点が、蔡政権の経

済運営上の公約の大きな特徴であった。

三　蔡政権発足後の経済パフォーマンスと経済運営 8

上記で性格づけたように、短期的には経済的成果を得にくい課題

設定が経済運営面でなされている。そのため、政策も中期的視座に

立ったものが少なくなく、就任 3 年間の経済パフォーマンスだけで

蔡政権の経済運営の成否を判断するのは公平さを欠く面はある。

例えば、「経済構造の転換」の実現を目標として 2017 年 2 月に

発表された「国家発展計画」の発展戦略をみてみよう（図 1）。

「5+2」産業（「アジア・シリコンバレー」「スマート機械」「グリ

ーンエネルギー科学技術」「バイオ・医療」「国防」＋「新農業」「循

環経済」）等の育成を通じた産業イノベーションの実現、次世代イ

8	 馬政権期の経済パフォーマンスについては、伊藤信悟「蔡英文政権の発足と経済

政策の行方」日本貿易振興機構『ジェトロ中国経済』No.603、2016 年 4 月号、

29～46 ページを参照されたい。
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ンフラの構築を通じた台湾の競争力強化（2017 年 7 月に「前瞻基

礎建設特別条例」を公布）、人的資源の質向上、いずれも政策効果

の発現には一定の時間がかからざるを得ない。

図 1　国家発展計画が描く発展戦略

（出典）�伊藤信悟「台湾経済の現状と展望～発足 1 周年を迎えた蔡英文政権の課題」みずほ総

合研究所、2017 年 6 月、51 ページ（原典：行政院「國家發展計畫 106 至 109 年四年

計畫暨 106 年計畫 ( 核定本 )」2017 年 2 月）より引用。

ただし、一部の施策は経済パフォーマンスにより測ることは可能

である。図 1 でいえば、実質 GDP 成長率の水準、および、経済成

長の構図、デフレギャップをみることで、「経済構造の転換」への

道筋がつきそうなのか否かについて、限定的・暫定的ではあれ、一

定の評価はできるだろう。

1　経済成長とその構図

蔡政権発足後の 3 年間（2016～2018 年）の実質 GDP 成長率は

年平均 2.4％と、第 2 期馬政権期（2012～2015 年）とほぼ同水準

（2.3％）であった（表 2）。

また、自らが設定した成長率目標にも見合った水準となってい

る。蔡政権は、積極的な政策発動により、2017～2020 年の 4 年間

潜在 GDP

実質 GDP

台湾ヘの投資
強化

構造改革の
着実な実施

◆産業イノペーションヘの投資

◆次世代インフラヘの投資

◆金融イノベーションと税制改革

◆人的資源の質向上

◆法制度改革

◆国土空間の改造

·「5+2」産業

· 鉄道建設
· 水資源建設

· 財政経済法制の革新

· 外國専門人材特別法の制定

· 産業発展オリエンティッドな区画計画

· フィンテックの推進

· 学校教育と産業界の人材ニーズのミスマッチ緩和

· チップ設計 · 半導体産業

デ
フ
レ
ギ
ャ
ッ
プ
の
縮
小

全
力
で
経
済
活
性
化

· デジタル産業�
· 文化創意産業の科学技術�

· デジタル建設�
· 基礎科学研究建設�

· グリーンエネルギー建設�

· デジタル経済法規の調整

· 女性 · 高齢者の労働参加の拡大

· スマートシティー・農村

· 税制の合理化
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の年平均成長率を基準シナリオの 2.37％から 3.0％に引き上げる、

国際的な経済への下押しリスクが顕在化したとしても年平均 2.5％

に引き上げるとの決意を 2017 年 2 月に示したが 9、2017～2018 年の

年平均実質 GDP 成長率の実績値は 2.9％となっている。

ただし、需要項目別にみると、成長に対する民間部門の寄与が

第 2 次馬政権期と比べてやや小さい。2017～2018 年の個人消費

伸び率は年平均 2.3％と、2017 年 2 月に設定した目標値（2.49～

2.64％）よりも低めである。総固定資本形成についても、年平均

伸び率は 1.0％と目標値（3.36～4.35％）と比べて低いうえ、その

中身をみると公営企業や政府による寄与が馬政権期と比べて高めで

ある（表 2）。また、実質 GDP 成長率に対する政府消費の寄与も

高い。これらの数字から、民間企業の投資意欲や個人の消費意欲が

これまでのところ強く喚起されるには至っていないことがわかる。

台湾では 2015 年よりデフレギャップが存在しており、2018 年現

在もデフレギャップは残存している 10。民間投資の伸びが抑制気味

でデフレギャップが残存しているということは、経済成長の勢いが

弱めであり、かつ、資本投入の拡大を通じた潜在成長率の反転上昇

への道筋がまだ十分についていないということを示唆している。

9	 行政院「國家發展計畫 106 至 109 年四年計畫暨 106 年計畫 ( 核定本 )」2017 年 2
月、https://ws.ndc.gov.tw/Download.ashx?u=LzAwMS9hZG1pbmlzdHJhdG9yLz
EwL3JlbGZpbGUvMC8xMDY5MC84OGQxMzBjZC00Y2Y4LTQwNmYtOTAxMy0w
M2IxODMxMTk2NzIucGRm&n=5ZyL5a6255m85bGV6KiI55WrLTEwNuiHszEwOeW
5tOWbm%2bW5tOioiOeVq%2baaqDEwNuW5tOioiOeVq%2bWFqOaWhy5wZGY%3d&ic
on=..pdf。

10	 2018 年現在、潜在 GDP 対比 0.36％のデフレギャップが残存している（台灣中

央銀行「中央銀行理監事聯席會議會後記者會簡報」2019 年 3 月 21 日、頁 6、
https://www.cbc.gov.tw/public/Attachment/93221464671.pdf）。
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表 2　台湾の実質 GDP 成長率（需要項目別寄与度）
� （単位：前年比％）

年 GDP
個人

消費

政府

消費

総固定資本形成 在庫

增減

純輸出 公的

部門民営 公営 政府 輸出 輸入

08 0.7 -0.9 0.2 -2.7 -2.6 -0.0 0.0 1.1 2.9 0.4 2.6 0.2

09 -1.6 0.0 0.5 -2.0 -2.7 0.0 0.6 -2.8 2.7 -5.9 8.6 1.1

10 10.6 2.1 0.2 4.1 4.1 0.1 -0.1 2.8 1.1 15.5 -14.4 0.2

11 3.8 1.7 0.3 -0.3 0.2 -0.2 -0.2 -1.1 3.3 3.0 0.3 -0.2

12 2.1 1.0 0.3 -0.6 -0.1 -0.1 -0.4 -0.1 1.5 0.3 1.2 -0.2

13 2.2 1.3 -0.1 1.2 1.2 0.0 -0.1 -0.5 0.3 2.5 -2.1 -0.2

14 4.0 1.9 0.5 0.5 0.6 0.1 -0.2 0.2 0.6 4.1 -3.4 0.4

15 0.8 1.4 -0.0 0.4 0.5 -0.1 -0.1 -0.0 -0.9 -0.3 -0.6 -0.2

16 1.5 1.2 0.5 0.5 0.5 -0.0 0.0 -0.3 -0.3 1.2 -1.6 0.5

17 3.1 1.3 -0.1 -0.0 -0.2 0.0 0.1 -0.1 2.0 4.7 -2.7 0.1

18 2.6 1.1 0.5 0.4 0.2 0.1 0.0 0.6 -0.2 2.4 -2.6 0.7

* 年平均成長率

08-11 3.3 1.3 1.9 -1.1 -1.6 -1.7 1.2 4.8 1.5 1.5

12-15 2.3 2.6 1.2 1.6 3.3 -1.8 -6.1 2.3 2.1 -0.3

16-18 2.4 2.3 2.1 1.4 1.1 3.0 3.0 4.3 4.4 2.3

（注）�「公的部門」は「政府消費」「総固定資本形成（公営）」「総固定資本形成（政府）」を合

算した値。

（出典）行政院主計総処により作成。

2　�雇用 ・ 所得 　～青年層の雇用難 ・ 低所得問題はどこまで改善した

か～

蔡政権が重視してきた雇用・所得についても一定の改善がみら

れる。失業率（季節調整値）は 2016 年 4 月の 4.0％をピークに緩

やかに低下した。2017 年 9 月以降、失業率は 3.7％で横這いだが

（2019 年 2 月現在）、労働参加率の上昇傾向は続いており、被雇

用者数の緩やかな拡大基調は保たれている。また、1 人当たり実質

賃金の上昇基調が 2017 年以来続いている（図 2）。

ただし、ボーナスや残業代等を除いた 1 人当たり実質経常賃金は
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過去最高を記録した 2003 年の水準には達しておらず、伸び率も賃

金全体と比べ抑制気味である。ここから賃金の底上げに対する台湾

企業の慎重さがうかがえる。

2014 年 3 月のひまわり学生運動を契機に、世代格差の是正を訴

える青年層の雇用・所得に対する社会的関心が高まったが、15～

24 歳の失業率は 2017 年、2018 年と下落している（図 3）。同年代

の労働参加率も 2016 年 5 月の 30.5％から 2019 年 2 月には 35.2％

に上昇している。15～24 歳の被雇用者の月給についても上昇基調

が続いており、全年齢平均月収に対する 15～24 歳の月給の比率も

2018 年 5 月時点で 68.9％に高まってきている（図 4）。このよう

に青年層の雇用・所得環境は蔡政権発足後も改善傾向を保ってい

る。

図 2　1 人当たり実質賃金指数� 図 3　失業率　　　　　　

（注）消費者物価指数で実質化。

（出典）�行政院主計總處「薪資及生產力統

計查詢系統」（https://earnings.
dgbas.gov. tw/query_payro l l_
C.aspx）により作成。

（注）年平均値。

（出典）�行政院主計總處「薪資及生產力統

計查詢系統」（https://earnings.
dgbas.gov. tw/query_payro l l_
C.aspx）により作成。
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比べても高い水準にとどまっている（図 ）。

図 人当たり実質賃金指数

 
（注）消費者物価指数で実質化。

（出典）行政院主計總處「薪資及生產力統計查詢

系統」（

）により作成。

図 失業率

 
（注）年平均値。

（出典）行政院主計總處「薪資及生產力統計查詢

系統」（

）により作成。

図 年齢別被雇用者平均月収（工業・サービス業）
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図 4　年齢別被雇用者平均月収（工業・サービス業）

（注）毎年 5 月時点の調査。

（出典）�行政院主計總處「人力運用調查報告」歷年版（https://www.dgbas.gov.tw/lp.asp?Ct
Node=4987&CtUnit=1183&BaseDSD=7&mp=1）より作成。

ただし、15～24 歳の失業率は 2018 年平均で 11.5％と、全年

齢平均（3.7％）と比べても高く、また、リーマンショック前の

2000～2007 年平均の 15～24 歳の失業率（10.4％）と比べても高い

水準にとどまっている（図 3）。

蔡政権は、最低賃金の引き上げを時給ベースで 4 回、月給ベ

ースで 3 回実施し、馬政権期と比べて、最低賃金を時給ベースで

25.0％、月給ベースで 15.5％も引き上げた。また、蔡政権は、長

時間労働の是正と給与水準の引き上げ等を目的に 2016 年 12 月に

「一例一休」を実施した。勤務体系の柔軟性の欠如等、様々な批判

が「一例一休」に対して呈され、2018 年 1 月には再改正を余儀な

くされたが、表 3 で示したとおり、労働時間当たりの残業代（「残

業代時給」）は最低賃金の引き上げと相俟って、2017 年以降、高

めの伸びを記録している（表 3）。最低賃金の引き上げや「一例一

休」による雇用抑制効果の有無については、精査が必要だが、少な
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くとも被雇用者数の緩やかな拡大は 2017 年以降も続いており、こ

れらの施策の悪影響は限定的なものにとどまっているものと推察さ

れる 11。

表 3　1 人当たり賃金の変化（工業・サービス業）
� （単位：前年比％）

年 月給

総額

被雇用

者数

1 人当たり平均月給

経常

賃金

非経常賃金

うち残業代

残業時間 残業代時給

2008 1.7 1.7 0.0 0.2 -0.7 -3.4 -10.0 1.8

2009 -7.1 -2.5 -4.8 -2.1 -16.9 -23.1 -22.2 -1.1

2010 9.2 3.5 5.5 1.7 26.0 39.3 39.7 -0.3

2011 6.6 3.5 2.9 1.4 9.7 -1.7 -4.5 3.0

2012 2.4 2.1 0.3 1.2 -3.4 -1.5 -4.8 3.4

2013 2.0 1.8 0.1 1.0 -3.3 7.6 6.3 1.3

2014 6.1 2.5 3.6 1.8 11.5 3.3 1.2 2.1

2015 4.6 2.0 2.5 1.3 7.3 0.4 -3.5 4.0

2016 1.9 1.4 0.5 1.3 -2.5 6.0 2.4 3.5

2017 4.2 1.7 2.5 1.8 5.0 4.1 -5.9 10.6

2018 5.2 1.4 3.8 2.6 8.5 5.6 1.3 4.3

（出典）�行政院主計總處「薪資及生產力統計查詢系統」（https://earnings.dgbas.gov. tw/

query_payroll_C.aspx）により作成。

11	 一方で、長時間労働の是正に関しては、2016 年の月平均労働時間が 169.6 時間、

2017 年が 169.6 時間、2018 年が 169.4 時間であり、「一例一休」施行後に顕著

に減ったわけではない。
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3　 「格差」 「公平 ・ 公正」 問題

格差に関しては、2017 年までしかデータは得られていないが、

政府の移転収支を通じた所得再分配後の所得倍率（最上位 20％の

家計の平均可処分所得÷最下位 20％の同所得）は蔡政権発足後も

横這いであり、大きく改善も悪化もしていない（図 5）。景気拡大

が続き、再分配前の所得格差が縮小傾向に向かったため、2008 年

のリーマンショック後に拡大した社会福祉支出を蔡政権も漸減でき

る状態にあるとみなせよう。

「公平・公正」に関わる施策という点では、蔡政権は軍人・公務

員・教員の年金改革を実行に移すことに成功した（公務員・教員の

年金改革は 2017 年 8 月 9 日、軍人のそれは 2018 年 6 月 21 日に総

統が公布）。年金の世代間不公平という側面に注目すると、改革前

には、軍人年金基金は 2020 年、公務員年金基金は 2031 年、教員

年金基金は 2030年に残高がマイナスに転じる見込みだったが 12、所

得代替率の引き下げや年金支給年齢の引き上げなどの改革により、

軍人年金基金の破綻時期は 2048 年以降 13、公務員年金基金は 2050

年以降 14、教員年金基金は 2049 年以降 15 になったと年金改革委員会

の林萬億副召集人は説明している。

しかしながら、年金改革は途上にある。上記各種年金基金の破

綻が完全に解消されたわけではない。また、労工保険基金の残高が

2026 年にマイナスに転じることが見込まれており、行政院の労工

12	 總統府國家年金改革委員會「年金制度，為什麼現在要改 ! 非改不可 ?」、https://
pension.president.gov.tw/cp.aspx?n=4b4ecf469b4d0122&s=54ca3adddce03f52。

13	 「陳揮文：蔡英文總統自豪的年改 只是延後破產」『聯合報』2018 年 7 月 16 日。
14	 「年改三讀 林萬億：年金破產年度延後」『中央通訊社』2017 年 6 月 28 日、

https://www.cna.com.tw/news/firstnews/201706270381.aspx。
15	 「公立教職員年金改革通過 林萬億：感謝各界支持及教職員的體諒」『風傳媒』2017

年 6 月 29 日、https://www.storm.mg/article/291349。
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保険年金改革草案を実行に移したとしても、同基金の残高がマイナ

スに転じる時期は 2027 年に延びるに過ぎないとの試算結果を台湾

労働部が発表している 16。さらに一段の年金改革が求められている

状態にある 17。

16	 「『勞工保險普通事故保險費率精算及財務評估』精算評估報告書（勞動部勞工保險

局 107 年度委託辦理）」2018 年 12 月、頁 52、74。
17	 年金給付予定額など、政府が将来支払い義務を負う見込み額（いわゆる「隠

れた債務」）は縮小した。蔡政権発足直後の 2016 年 6 月末時点では 17 兆

5923 億台湾ドルだったが、2018 年 6 月末時点で 17 兆 809 台湾ドルに減った

（行政院主計總處「中央政府預算簡介及總覽」、https://www.dgbas.gov.tw/

np.asp?ctNode=40）。これは上記の軍人・公務員・教員を対象とした年金改革に

よるものである。上記の通り、年金改革は道半ばながら、財政健全化の面でも一

定の貢献をしていると評価できよう。

（注）�最上位 20％の家計の平均可処分所得÷

最下位 20％の家計の平均可処分所得。

政府の移転支出・収入による所得再分

配が行われる前の値が「調整前」、再

配分後が「調整後」、両者の差が「移

転効果」。

（出典）�行政院主計總處「106 年家庭收支調
查報告」2018 年 10 月、頁 9 より作

成。

（出典）�內政部不動產資訊平台「房價負擔能

力統計」（http://pip.moi.gov.tw/

V2/E/SCRE0105.aspx）より作成。

図 5　�所得格差と政府の所得再
分配効果

図 6　住宅取得コスト

 

10 
 

図 所得格差と政府の所得再分配効果

 
（注）最上位 ％の家計の平均可処分所得÷最下

位 ％の家計の平均可処分所得。政府の移

転支出・収入による所得再分配が行われる

前の値が「調整前」、再配分後が「調整後」、

両者の差が「移転効果」。

（出典）行政院主計總處「 年家庭收支調查報

告」 年 月、頁 より作成。

図 住宅取得コスト

 
（出典）內政部不動產資訊平台「房價負擔能力統

計 」

（

）より作成。

住宅取得の困難さに関しては、蔡政権は公営賃貸住宅である「社会住宅」を ～

年の間に新築で 万戸、中古で 万戸供給することで、青年・中産階級・単身家庭・心

身障害者・高齢者の住環境を改善するとの計画を掲げた 。 年 月 日時点の蔡政権

による新築社会住宅の供給状況は、完工が 戸、建設中が 戸、計画中が 戸

である 。 年までに建てられていた 戸と合わせて、 年中に合計 戸の社

会住宅を完工ないしは建設中の段階にもっていく方針だ。

ただし、中古物件の社会住宅への転用は、 年 月 日現在、 戸にとどまってい

る。また、住宅取得コストは高止まりしている。蔡政権発足時の 年第 四半期の住宅

価格対年収比率は 倍だったが、 年第 四半期も 倍である（図 ）。住宅ローン

返済額対収入比率も 年第 半期が ％、 年第 四半期が ％と大きく変わ

っていない。地方政府の人材不足が社会住宅の供給の遅れにつながることが懸念されてい

る。そうしたボトルネックの解消が課題として残されている。

４ 対外経済関係 ～対中依存度は低下したか～

蔡総統は上述のとおり「単一市場への過度な依存の回避」を就任演説時に目標に掲げた

が、その具体的な含意は対中経済依存度の引き下げである。ただし、蔡政権発足後、現時

点までのところ、輸出入に占める中国・香港の割合には大きな変化がみられない。また、

                                                  
18 「推廣社會住宅 落實居住正義」『行政院全球資訊網』2016 年 9 月 2 日、https://www.ey.gov.tw/Page/5A8A
0CB5B41DA11E/36b3fa6b-2894-4536-98ce-a18266b44f8。なお、中古物件の活用戸数は住宅市況を見ながら判

断することとされている。
19 内政部「社會住宅政策推動情形」2018 年 6 月 21 日、頁 9。
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住宅取得の困難さに関しては、蔡政権は公営賃貸住宅である「社

会住宅」を 2016～2020 年の間に新築で 4.1 万戸、中古で 4 万戸供

給することで、青年・中産階級・単身家庭・心身障害者・高齢者

の住環境を改善するとの計画を掲げた 18。2018 年 6 月 15 日時点の蔡

政権による新築社会住宅の供給状況は、完工が 2943 戸、建設中が

11897 戸、計画中が 26851 戸である 19。2015 年までに建てられてい

た 7259 戸と合わせて、2019 年中に合計 42571 戸の社会住宅を完工

ないしは建設中の段階にもっていく方針だ。

ただし、中古物件の社会住宅への転用は、2018 年 6 月 15 日現

在、599 戸にとどまっている。また、住宅取得コストは高止まりし

ている。蔡政権発足時の 2016 年第 2 四半期の住宅価格対年収比率

は 9.0 倍だったが、2018 年第 2 四半期も 9.0 倍である（図 6）。

住宅ローン返済額対収入比率も 2016 年第 2 半期が 37.1％、2018

年第 2 四半期が 36.9％と大きく変わっていない。地方政府の人材

不足が社会住宅の供給の遅れにつながることが懸念されている。そ

うしたボトルネックの解消が課題として残されている。

4　対外経済関係　～対中依存度は低下したか～

蔡総統は上述のとおり「単一市場への過度な依存の回避」を就任

演説時に目標に掲げたが、その具体的な含意は対中経済依存度の引

き下げである。ただし、蔡政権発足後、現時点までのところ、輸出

入に占める中国・香港の割合には大きな変化がみられない。また、

18	 「推廣社會住宅 落實居住正義」『行政院全球資訊網』2016 年 9 月 2 日、https://
www.ey.gov.tw/Page/5A8A0CB5B41DA11E/36b3fa6b-2894-4536-98ce-a18266b44f83。
なお、中古物件の活用戸数は住宅市況を見ながら判断することとされている。

19	 内政部「社會住宅政策推動情形」2018 年 6 月 21 日、頁 9。
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新南向政策の対象国・地域の割合も概ね横ばいである（表 4）。

表 4　台湾の相手国・地域別の輸出入額シェア
� （単位：％）

相手国・地域 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

輸
出

中国・香港 39.0 41.1 41.8 40.2 39.4 39.7 39.7 39.0 40.1 41.0 41.2

米国 12.0 11.6 11.5 11.8 10.9 10.7 11.1 12.2 12.0 11.6 11.8

日本 6.9 7.1 6.6 5.9 6.3 6.3 6.3 6.9 7.0 6.6 6.9

欧州 11.7 11.1 10.7 10.1 9.6 9.1 9.2 9.1 9.4 9.2 9.4

新南向政策対象国・

地域

18.3 18.0 18.2 19.9 21.7 22.2 21.8 21.0 21.0 21.1 20.2

○ ASEAN10 カ国 15.2 15.0 15.3 16.7 18.8 19.2 19.0 18.2 18.3 18.5 17.3

○南アジア 6 カ国 1.7 1.8 1.8 2.0 1.7 1.7 1.7 1.7 1.6 1.7 1.8

○オーストラリア、

ニュージーランド

1.6 1.3 1.3 1.3 1.4 1.4 1.3 1.3 1.3 1.1 1.2

輸
入

中国・香港 13.7 14.7 15.0 16.1 16.1 16.4 18.1 20.0 19.7 19.9 19.3

米国 10.9 10.4 10.1 9.2 8.7 9.3 10.0 11.6 12.4 11.7 12.1

日本 19.3 20.8 20.7 18.5 17.6 16.0 15.2 16.9 17.6 16.2 15.4

欧州 10.2 11.2 10.4 10.5 10.5 11.1 11.2 12.0 12.6 12.1 12.1

新南向政策対象国・

地域

15.2 15.8 16.3 16.8 16.2 16.2 16.3 15.9 15.5 16.4 16.6

○ ASEAN10 カ国 10.7 11.4 11.5 11.7 11.7 12.1 12.5 12.4 11.8 12.0 12.0

○南アジア 6 カ国 1.0 1.0 1.3 1.3 1.1 1.2 1.2 1.0 1.1 1.3 1.3

○オーストラリア、

ニュージーランド

3.7 3.7 3.8 4.1 3.7 3.2 3.0 2.9 3.0 3.5 3.7

（出典）�台灣經濟部國際貿易局「中華民國進出口貿易統計」（https://cus93.trade.gov.tw/

FSC3210F/Back）により作成。

他方で、対外直接投資の中国への集中は緩和に向かっている。台

湾の対中投資認可額は蔡政権発足後も減少しており（2015 年 110

億ドル、2018 年 85 億ドル）、海外直接投資全体に占めるシェアも
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縮小傾向にある（2015 年 50.5％、2018 年 37.3％）。

それが蔡政権の対外経済政策によるものかといえば、現時点では

そこまでの効果はないといえるだろう。多国間・二国間経済連携に

関しては、アフリカの国交保有国であるエスワティニとの経済協力

協定の署名・発効（それぞれ 2018 年 6 月 8 日、12 月 27 日）とい

う成果が得られているが、蔡政権が重視している CPTPP（環太平洋

パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定）への加入は今

後の課題として残されている。また、新南向政策が本格的に実行に

移されてからまだ日も浅い 20。しかも新南向政策は、サプライチェ

ーン統合やインフラ建設面などの「経済協力」、「人材交流」、文

化・交通・医療・科学技術などでの「資源の共有」、「域内リンケ

ージの構築」といった中長期的な視点に立った施策が多い。

むしろ対外直接投資の中国への集中緩和は、中国における生産コ

ストの上昇や米中貿易摩擦への警戒、中国における競争激化などに

起因している可能性が高い。だが、台湾企業の投資分散意欲が高ま

っている折ゆえ、「新南向政策」は時宜を得ているとはいえよう 21。

対中投資の分散との関連では、米中摩擦の影響で台湾企業が生産

拠点を中国から台湾に移す動きをみせている。その典型例がサーバ

20	 2016 年 8 月に「新南向政策綱領」が策定され、2017 年 4 月に蔡総統が召集した

「第 3 回経済貿易戦略会議」で「五大フラッグシップ計画及び 3 大有望領域」に

関する計画・構想が採択された後、行政院の各機関で執行計画が策定・実施され

ている（總統府「進入全面推動階段　辦公室階段目標達成 明年起解除任務編組」

2017 年 12 月 13 日、https://www.president.gov.tw/NEWS/21862）。それから判

断して、新南向政策の本格始動は、2017 年後半とみるのが妥当だろう。
21	 2017 年に実施されたアンケート調査では、「新南向政策」対象国への投資を増や

すとの回答率は 14.1％であった（中華經濟研究院編撰「2018 年對海外投資事業營

運狀況調查分析（調查年度：2017 年）」經濟部投資審議委員會、2018 年 12 月、

頁 94）。
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ーやネットワーク機器関連の台湾企業であり、台湾から米国へのこ

れらの製品の輸出が急増している 22。蔡政権は 2019 年 1 月 1 日より

3 年間、①米中貿易戦争の影響を受けている、②対中投資から 2 年

が経過している、③台湾で新設・増強する生産ラインがスマート化

されている、などの条件を満たした台湾企業に対し、土地供給、融

資、人材確保、水・電力の安定供給、税制面での支援を適用し始め

た 23。この施策がどれほど台湾内での投資増加に寄与するかが注目

される。

四　有権者の反応と今後の課題

1　蔡政権の経済政策に対する有権者の評価と統一地方選挙での大敗

上記のとおり、経済成長、雇用・所得、「格差」「公平・公正」

問題、対外経済関係という観点からみれば、政策目標に照らして少

なくとも悪化しているものはないといってよい。しかしながら、有

権者の期待を十分に満たすには至っていないのが現状だと考えられ

る。

表 5 は、蔡総統の施政に対する満足度を尋ねたアンケート調査結

果である。就任 2 周年時の調査結果をみると、経済発展に対する満

足度は 25％、不満足度は 67％と、就任 1 周年時点よりも評価が厳

しくなっている。「一例一休」、前瞻計画、年金改革、新南向政策

についても、不満足度の方が満足度よりも高い状態にある。こうし

た厳しい評価を背景に、2018 年 11 月 24 日に投開票が行われた統

22	 伊藤信悟「『米中貿易戦争』が台湾経済に与える影響」霞山会『東亜』第 621 号

2019 年 3 月号、20～28 ページ。
23	 行政院「歡迎台商回台投資行動方案」2018 年 11 月 29 日。
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一地方選挙で民進党は大敗を喫した 24。

表 5　蔡英文総統の施政に対する満足度の変化
� （単位：％、％PT）

分野
就任 1 周年 就任 2 周年 変化

満足 不満足 満足 不満足 満足 不満足

長期ケア 45 33 44 37 ▲1 +4

年金改革 38 49 36 50 ▲2 +1

国防自主 38 34 35 40 ▲3 +6

国民党資産処理 34 46 34 46 +0 +0

中台関係 34 52 28 59 ▲6 +7

前瞻計画（イン

フラ整備計画）

26 42 27 48 +1 +6

新南向政策 31 41 26 45 ▲5 +4

一例一休（労働

基準法改正）

21 67 26 62 +5 ▲5

政策に関する意

思疎通

28 62 25 64 ▲3 +2

経済発展 28 63 25 67 ▲3 +4

司法改革 25 55 23 59 ▲2 +4

大気汚染改善 N.A. N.A. 23 68 N.A. N.A.

（注）調査時点は「就任 1周年」が 2017年 5月 5～12日、「就任 2周年」が 2018年 5月 4～15日。

（出典）�TVBS 民意調査中心「蔡英文總統就職兩年滿意度民調」2018 年 5 月 15 日（https://
cc.tvbs.com.tw/portal/file/poll_center/2018/20180516/27bcedb9362b32c82f7cc0c9e08
9b240.pdf）より作成。

24	 なお、統一地方選挙での民進党大敗に関する包括的な分析は、小笠原欣幸「2018
年台湾統一地方選挙の分析」2019 年 2 月 19 日、http://www. tufs.ac. jp/ ts/
personal/ogasawara/analysis/localelection2018analysis.pdf を参照されたい。
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2　蔡政権の経済運営上の課題

上記のアンケート調査では、「政策に関する意思疎通」に対する

満足度が 25％しかなく、不満足度が 64％と高いことが明らかにな

っている。実際の経済パフォーマンス以上に経済運営に関して厳し

い評価が下されている理由も、「政策に関する意思疎通」にあると

推察される。その典型的な事例が「一例一休」をめぐる政策決定の

混乱だといえよう。

とりわけ短期的に成果が見えづらい中長期的な視野に立った構造

改革に取り組もうとしているだけに、蔡政権はよりいっそう納得の

得られる説明を有権者に行う必要がある。そのためにも、政策その

ものをいっそうブラッシュアップすることが求められよう。

例えば、前瞻基礎建設計画に関しては、今後 30 年の発展に必要

なインフラを構築することが目的とされているが、個々の鉄道建設

プロジェクトが今後 30 年の長期的な交通システムや都市計画のビ

ジョンを反映したものなのかを問う声がある。「5+2 産業イノベー

ション計画」に関しては、2019 年 3 月 9 日に蔡総統は「段階的な

成果」を得られたとし、桃園市政府と中華電信との提携による「ア

ジア・シリコンバレーイノベーション研究開発センター」の設立、

Google、Amazon、Cisco Systems、Microsoft による研究開発・イ

ノベーションセンター設立、IoT 産業の生産額拡大（2018 年時点

で前年比 19％増の 1.17 兆台湾ドル）、スマート機械産業の生産額

1兆台湾ドル越え、などを成果として列挙したが 25、自由な挑戦を促

す規制緩和の推進など、さらなる発展を促す制度・枠組み作りを加

速させる必要もある。

25	 總統府「出席產業徵才博覽會 　總統期許年輕朋友及產業先進一起為臺灣經濟打

拚」2019 年 3 月 9 日、https://www.president.gov.tw/NEWS/24135。

$0913.indd   101 2019/7/24   下午 02:05:30



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－102－

また、米中貿易摩擦がもたらす機会の最大化とリスクの極小化

も蔡政権にとって大きな課題となりうる。上記のとおり、米中貿易

摩擦は台湾の対中経済依存度の引き下げにつながる一方で、これま

で築き上げてきた台湾海峡を跨ぐサプライチェーンの毀損を通じて

台湾企業、台湾経済に大きな調整コストをもたらす恐れがある。ま

た、米中技術摩擦が激化するなか、対中技術輸出などの面で米国へ

の配慮を強めた場合、蔡政権に対する中国政府の強硬姿勢が一段と

強まり、それが経済の安定に一定の影響を及ぼすリスクがある。

総統選挙は 2020 年 1 月 11 日に迫っている。中長期的な目線の経

済政策が多いとはいえ、それまでに具体的な成果を有権者に体感し

てもらうため、政策執行の加速も必要だ。世界経済の減速も懸念さ

れているだけに、マクロ経済運営やマーケットとの対話の巧拙が試

される恐れもある。総統選挙までの約半年、蔡政権の経済運営がこ

れまで以上に問われることになるだろう。

（寄稿：2019 年 4 月 14 日、採用：2019 年 5 月 21 日）
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蔡英文政權下的經濟政策

—執政三週年來的成果與挑戰—

伊藤信悟

（株式會社國際經濟研究所研究部主席研究員）

【摘要】

蔡英文政府執政已經過了大約三年。為了回應人民對於馬英九政

府的不滿，蔡政府宣布幾項政策，以解決棘手和長期存在的問題。例

如：調整經濟結構、改善就業和收入、解決貧富差距和公平正義相關

問題，以及降低對中國的經濟依賴。無論是哪一項政策措施，與前朝

的馬政府時期相比，皆未出現顯著惡化的情況。在軍公教年金改革等

方面，政府完成其初期成果。但是仍存在幾個主要待解決的課題：第

一，增加民間部門對經濟成長的貢獻並消除產出缺口；第二，青年的

失業率仍高於 2000 年代初的水準，須進一步降低；第三，持續進一

步推動年金改革，以及更加降低住宅房屋的獲取成本等。儘管大多數

社會經濟指標逐漸改善，但民眾在經濟議題方面，對蔡政府評論檢視

較為嚴苛，這同時也導致民進黨在 2018年 11月的九合一選舉中大敗

的結果。因此，有必要對選民進行詳盡地政策溝通、改善政策內容，

並加快政策執行。

關鍵字：蔡英文、經濟政策、貧富差距、勞動市場、對中經濟關係
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Economic Policies of the Tsai Ing-wen 
Administration: Assessment on Achievements 

and Challenges in the Past Three Years

Shingo Ito
Senior Economist, Institute for International Economic Studies

【Abstract】

It has been three years since the Tsai Ing-wen administration 

took off the ground. The administration declared its economic policies 

to resolve long-standing issue that the Ma Ying-jeou administration 

could not resolve to meet the citizen’s expectations, such as economic 

restructuring, improvement of employment and income, correction of 

disparity and inequality, and economic dependence on China. When 

comparing these issues to the Ma administration, we can see that there 

is no significant deterioration of said issues under Tsai Ing-wen’s 

presidency. With regards to reforms on pensions of military personnel, 

civil servants and teachers, it has reached the preliminary objectives 

set by the Government. Despite this, there are still three main issues 

remaining: 1) low contribution of private sector to economic growth 

and closure of the deflationary gap; 2) higher youth unemployment 

rate compared to the early 2000s; and 3) further pension reform 

and short supply of affordable houses. Even though most of socio-

economic indicators improved gradually, public perception on the Tsai 

administration was harsh, which led to the defeat of the Democratic 

Progressive Party in unified local elections in November 2018. 
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Improvement of policy communication, brush-up of policy content and 

acceleration of policy implementation are further required for the Tsai 

administration.

Keywords:  Tsai Ing-wen, economic policy, disparity and inequality, 

labor market, economic relations with Mainland China
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台湾の蔡英文政権の外交安保政策決定

過程： 2018 年の米中台関係を事例として *

黄偉修

（東京大学東洋文化研究所助教）

【要約】

本稿は 2018 年の米中台関係を事例として、台湾の蔡英文政権に

おける大陸政策を中心とした、外交安全保障政策決定過程の運営上

の特徴と問題点を明らかにすることを目的としている。本稿は伝統

的な外交安保政策の問題に対して、蔡英文が取った体制は適切に対

応できていたが、経済政策を含めた伝統的な外交安保政策以外の問

題に対しては、蔡政権の対応は不十分であったということを明らか

にした。ただし、経済政策は国家安全会議を通じた総統の政策への

関与だけではなく、経済政策の専門的知識や技術官僚の影響力な

ど、さまざまな要素が関係する問題であるとも指摘した。大陸は今

後もさらに各方面からの圧力を強める可能性が高いため、蔡英文は

*	 本稿の一部は、公益財団法人サントリー文化財団「若手研究者による社会と文化

に関する個人研究助成」（鳥井フェロー）、科学研究費補助金基盤研究 B「繁栄

と自立のディレンマ―ポスト民主化台湾の国際政治経済学」（研究代表：松田

康博）、同補助金基盤研究 B「和解なき安定―民主成熟期台湾の国際政治経済

学」」（研究代表：松田康博）、同補助金基盤研究 A「対中依存構造化と中台の

ナショナリズム―ポスト馬英九期台湾の国際政治経済学」（研究代表：松田康

博）の助成による研究成果である。また、松田康博・東京大学東洋文化研究所教

授、岩野智・早稲田大学現代政治経済研究所特別所員、ならびに査読の先生方か

ら大変有益なコメントや指摘をいただきました。心より感謝を申し上げます。
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より幅広い対応を求められることになり、伝統的な外交安保政策の

分野にとどまらず、より総合的な調整と協議を行う体制を整備して

いかなくてはならないであろう。

キーワード：蔡英文、両岸関係、政策過程、台湾政治
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一　はじめに

本稿は現時点で入手できる資料に基づき、台湾の蔡英文政権にお

ける大陸政策を中心とした外交安全保障政策決定過程の運営上の特

徴と問題点を明らかにすることを目的としている 1。

両岸は 1990 年代に対話・交渉を始め、どのように「一つの中国」

を解釈するかについて議論してきた。大陸は 1992 年に「各自が口

頭で『一つの中国』を解釈する（各自以口頭方式表述一個中国原

則）」という台湾側の提案を受け入れた。その後、それをさらにあ

いまいにした「九二コンセンサス（九二共識）」という文言が作り

出された。台湾の主張する「一つの中国」とは中華民国であり、大

陸の主張する「一つの中国」とは中華人民共和国を指すのである。

そのため、コンセンサスと言えるかどうかについて疑義が生じてい

るが、九二コンセンサスは 2000 年代における中国共産党と中国国

民党（以下、国民党）の交流や、2008 年以降の馬英九政権期にお

ける両岸の対話・交流の基礎となった 2。

蔡英文の率いる民主進歩党（以下、民進党）は台湾独立志向で

あり、「一つの中国」原則を受け入れていないが、蔡英文は 2016

年 5 月 20 日の総統就任演説で、「現状維持」という間接的な表現

1	 日本では、「中台関係」「中国」「台湾」という言葉が使われるが、台湾政府は公

式に中国を「中国大陸（大陸）」もしくは「中共」、対中政策を「大陸政策」、

中台関係を「両岸関係」と呼称する。これは法律制度上、台湾は中国を別の国と

して位置付けていないため、そのような地理的呼称や政党の呼称が使われるので

ある。本稿では、こうした現実の用法にならい、中国を「大陸」、中台関係を「両

岸関係」とする。また、本稿で取り上げた人物の肩書はいずれも当時のものであ

る。
2	 蘇起『兩岸波濤二十年紀實』（台北：天下文化、2014 年）、頁 150～154；黄偉修

「『台湾旅行法』の成立をめぐる台湾政治―今後の中台関係を展望する」『東亜』

第 614 号（2018 年 8 月）、31～33 ページ。
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により、九二コンセンサスを引き継ぐ方針を示した 3。しかし、大陸

は蔡政権との公式対話や交渉を中止し、馬政権期に徐々に緩和さ

れてきた台湾の国際参加を制限し始め、台湾の国交国に対して台湾

との断交を迫るようになった。さらに、2018 年より海外企業に台

湾を国家として扱わないよう要請し、台湾の表記を「中国台湾」あ

るいは「台湾（中国）」などと記載するよう求めている 4。その上、

蔡政権の成立以降、軍機と空母「遼寧」を台湾に接近（台湾海峡通

過および周回）させており、軍事的な圧力も加えている 5。民進党が

2018 年 11 月 24 日の統一地方選挙で 6 県市のポストしか得られな

い大敗（選挙前は 13 県市）を喫した際に、大陸はその選挙結果に

ついて、台湾独立を推進し両岸関係の和平と発展を阻害した民進党

に対する台湾世論の反発であるとコメントした 6。

両岸関係の緊迫化は、1995～1996 年の第三次台湾海峡危機の例

に示されるように、日米まで巻き込む東アジア全体の安全保障問題

に発展する恐れがある。そのため、蔡英文政権の大陸政策も当然、

国際政治、安全保障の研究において重要な意味を有していると言え

る。

台湾では政権交代により大陸政策の転換が繰り返されてきたとい

3	 蔡英文の総統就任演説の中国語版は中華民国総統府（https://www.president.gov.
tw/Page/251）、日本語訳は台北駐日経済文化代表処（https://www.roc-taiwan.
org/jp_ja/post/31943.html）の該当ページを参照。なお、本論文内のウェブサイ

トへのアクセス日は、全て 2019 年 3 月 18 日である。このプロセスについては、

松田康博「蔡英文政権の誕生と中台関係の転換―『失われた機会』か、『新常態

の始まり」か？― 』『問題と研究』第 46 巻 1 号（2017 年 1.2.3 月）、183～228
ページ、を参照。

4	 黄偉修、前掲「『台湾旅行法』の成立をめぐる台湾政治」、31～33 ページ。
5	 「選後首次　陸機艦又繞台」『中國時報』2018 年 12 月 19 日。
6	 「國台弁回應選舉：歡迎參與兩岸城市交流」『旺報』2018 年 11 月 25 日。
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う印象が持たれているが、実際には一貫性が保たれている。民進党

の陳水扁政権は大陸に対して「挑発的」な政策をいくつか推進しな

がらも、台湾独立そのものを宣言したわけではなく、むしろ大陸と

の関係改善を模索するなど李登輝政権の路線を継続していた。馬英

九政権は両岸の緊張を緩和させたが、政権成立直後の経済交流の多

くは陳政権が推進した政策の継続、あるいは李政権期に検討されて

いた政策であった 。現在の蔡政権は陳政権のような挑発的な政策

を行っておらず、その点は米国において評価されている 7。

これまでの先行研究では、台湾の大陸政策は国際政治経済の構

造から大きく影響を受けているとして、リアリズムのアプローチか

ら米中関係あるいは日米中関係、さらに中国の台頭とそれによる

両岸の実力差が将来の台湾の大陸政策や両岸関係にどのような影

響を与えるかについて分析するものが多かった 8。しかし実際には、

台湾の各政権が大国関係に縛られず能動的に大陸政策を推進して

きた事例も多い。李登輝政権は国益追求のため能動的に政策を実

7	 例えば、米国政府が台湾との実務関係を処理するため設置した非公式機関で

ある米国在台協会（American Institute in Taiwan）のモリアーティ（James F. 
Moriarty）理事長は、蔡政権による大陸との対話・交渉の再開への努力を評価

している。「莫健稱蔡英文為兩岸對話留門 北京卻無反應」『美國之音』2018
年 10 月 12 日、https://www.voacantonese.com/a/us-congress-ait-on-tsai-
speech-20181012/4610755.html。

8	 蔡英文政権と両岸関係に関する最近の研究として、松田康博「台湾にとっての米

中関係―構造変化から蔡英文政権期を展望する」『米中関係と米中をめぐる関

係―国際秩序動揺期における米中の動勢と米中関係― 』（公益財団法人日本国際

問題研究所、2017 年 3 月）、197～207 ページ；趙春山「中美戰略競爭下的兩岸關

係」『歐亞研究』第 4 期（2018 年 7 月）、頁 1～10；嚴安林「中美 “ 貿易摩擦 ” 對

海峽兩岸關係的影響」『中國評論』（香港）、2018 年 12 月號（2018 年 12 月）、

頁 31～37；Alan D. Romberg, “Cross-Strait Relations: Skepticism Abounds,” 
China Leadership Monitor, Fall 2017 Issue 54 (2017), https://www.hoover.
org/research/cross-strait-relations-skepticism-abounds、が挙げられる。
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施していたことが指摘されている 9。陳水扁が行った「挑発的」な政

策と発言も、自身の再選を含めた選挙戦略のためであり、米国を利

用する意図もあったと言える 10。さらに両岸の自由貿易枠組みであ

る「両岸経済協力枠組協議」（Economic Cooperation Framework 

Agreement、ECFA）は、2008 年の総統選挙の前から政権スタッフ

が立案を始めており、のち馬政権が大陸に提案したものである 11。

したがって、蔡政権がどのように外交安保政策を決定したかとい

う決定過程は、蔡政権の大陸政策を分析する上で重要な視角と言え

る。そこで、現時点では内部情報が少ないものの、本稿はこれまで

蓄積されてきた知見を用い、事例研究を通じて蔡政権による外交安

保政策決定過程の運営について基礎的な分析を行い、それが大陸政

策を中心とした外交安保政策に与える影響について明らかにしてい

く。

二　先行研究の検討と分析アプローチ

1　半大統領制アプローチの問題点

台湾政府の体制は 1997 年の憲法改正によって半大統領制として

認識されている。そのため、これまで政治制度から分析する研究

は、半大統領制の視点を用い、外交安保政策決定過程における行政

と立法の関係、それをめぐる総統と行政院長（首相に相当）の関係

9	 黄偉修『李登輝政権の大陸政策決定過程（1996-2000 年）―組織的決定と独断

の相克』（大学教育出版、2012 年 2 月）。
10	  松田康博「『最良の関係』から『相互不信』へ―米台関係の激変」若林正丈編

『ポスト民主化期の台湾政治―陳水扁政権の八年』（アジア経済研究所、2010
年）、267～301 ページ。

11	 筆者の馬英九政権スタッフ A（2015 年 9 月、於台北）、B（2018 年 8 月、於台

北）、C（2019 年 3 月、於台北）へのインタビュー。
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について分析するのが主流であった 12。

しかしながら、政治学の理論では、民主国家の外交安保政策決

定過程における政党の役割は限定的であるとされている 13。台湾で

も李登輝政権期から馬英九政権期にかけて、与党の執行部や議員団

の外交安保政策決定過程における役割および影響力は限定的であっ

た 14。さらに、1948 年の中国の憲政実施より、中華民国憲政体制で

は総統が統帥権、行政院長が行政権を掌握するという行政権の分掌

が行われてきた 15。それにもかかわらず、半大統領制の研究では、

主に与党の国会運営や後述するような総統による政策への関与の度

合いに焦点が置かれ、総統がどのように関連省庁を統括して外交安

保政策を決定したかという組織関係の議論が欠如している。

2　組織理論からみた台湾の大陸政策決定過程

米国のランド研究所が 1999 年と 2001 年に発表した 2 つの報告

書は、組織の運営という視点から台湾の大陸政策決定過程を研究し

12	 例えば、松本充豊「中台協定の政策決定分析―海峡両岸経済協力枠組み協定と

海峡両岸サービス貿易協定を中心に」松田康博、清水麗編著『現代台湾の政治経

済と中台関係』（晃洋書房、2018 年 3 月）、109～140 ページ；松本充豊「蔡英文

総統の政権運営に関する一考察」『問題と研究』第 45 巻第 3 号、89～114 ページ；

沈有忠『台湾與後共國家半總統制的憲政運作』（台北：翰蘆出版社、2018 年）、

頁 183～226；Jih-wen Lin, “A Veto Player Theory of  Policy Making in Semi-
Presidential Regimes: The Case of Taiwan’s Ma Ying-jeou Presidency,” Journal 
of East Asian Studies, Vol. 11, No. 3 (2011), pp. 407-435.

13	 黄偉修「馬英九政権の大陸政策決定過程における中国国民党―国共プラットフ

ォームを事例として」『東洋文化』第 94 号（2014 年 3 月）、148 ページ。
14	 黄偉修、前掲「馬英九政権の大陸政策決定過程における中国国民党」、147～179

ページ。
15	 中華民国憲法第 36、53 条。本稿が引用した法律条文はすべて「立法院法律系統」

（https://lis.ly.gov.tw/lglawc/lglawkm）により検索したものである。
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た先駆けである。同報告書によれば、台湾の対外政策、国防政策に

おけるコミュニケーションのルートは分散化されており、政策がリ

ーダーや少数の関係者の選好によって決定されているという 16。

黄偉修も、台湾の政府体制においては垂直関係の命令システムの

みならず、水平関係の調整と協議にも機能不全が見られるとして、

構造的問題が存在していると指摘した。さらに、1990 年代に構築

された「（大陸政策の）戦略方向を決める国家統一委員会、戦術を

決める大陸委員会（以下、陸委会）、戦略および戦術を執行する海

峡交流基金会（以下、海基会）」という体制において、大陸との直

接的な政府間交渉を避けるため設置された海基会（財団法人）が、

民間機関としての自主権を求めようとしたのに対し、陸委会が監督

機関としてその運営を制約しようとしたことから、両者の間でしば

しば衝突が起こったとされている 17。

台湾の大陸政策決定過程では、総統が非公式に総統府直轄の国家

安全会議（以下、国安会）を用いて調整と協議を行うことがあり、

その際に関係者間の政策決定・執行に関する権限関係が問題となる

のであるが、ランド研究所の報告ではその点についての分析が欠け

ている。これに対し、黄偉修は現代組織論の観点から、総統がどの

ように国安会を用いて大陸政策決定過程を運営し政策決定を行った

かについて理論化を図っている。すなわち、現代組織論を発展させ

たサイモン（Herbert A. Simon）は、組織による意思決定の過程

16	 Michael D. Swine, Taiwan’s National Security, Defense Policy, and Weapons 
Procurement Processes, (Santa Monica, CA: Rand Corp, 1999)；Michael D. 

Swine and James C. Mulvenon, Taiwan’s Foreign and Defense Policies (Santa 
Monica, CA: Rand Corp, 2001).

17	 黄偉修、前掲書『李登輝政権の大陸政策決定過程（1996-2000 年）』、46～87 ペ

ージ。
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を、組織における専門化、職権、調整として機能する権威、命令統

一システム、コミュニケーション・ルートである公式的組織、およ

び組織におけるアクター間の人間・社会関係に基づくコミュニケー

ション・ルートである非公式的組織が合わさったネットワーク関係

としており、非公式的組織をあくまで公式的組織を補完するものと

して位置づけている 18。黄はサイモンの理論に基づき、政策過程を、

トップリーダーを中心とする公式的組織および非公式的組織より構

成されるネットワークとし、それを「政策過程ネットワーク」と名

付け（中核的組織は国安会）、台湾の大陸政策決定過程の運営方式

を分析している 19。

3　台湾の外交安保政策決定過程における国安会の役割

国安会は台湾の国家安全保障政策決定過程における諮問および

各省庁・部門を越える横断的な調整、いわゆる総合調整の要として

機能してきた機関である。当初、憲法と法律には総統がどのように

統帥権を行使するかについての規定がなく、蔣介石、蔣経国親子を

中心とした国民党による一党独裁体制において、1967 年に憲法の

臨時条項に基づいて国安会が設置され、行政院に対する安保政策

の指導が制度化されたものの、国安会の運営に関する法律は未整備

であった。1991 年の最初の憲法改正で臨時条項が廃止され、同時

に採決された憲法の修正条項により、総統の国安会を通じた「国家

の安全に関する重大方針」を決定する権限が明確化された。その後

18	 Herbert A. Simon, Administrative Behavior: A Study of Decision-making 
Processes in Administrative Organizations, 4th ed., (New York: Free Press, 
1997), pp.177-201.

19	 黄偉修、前掲書『李登輝政権の大陸政策決定過程（1996-2000 年）』。
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1993 年に「国家安全会議組織法」、1998 年に「国家安全会議議事

規則」が制定され（共に 2003 年改正）20、これにより総統は個人的

な権威ではなく、国家安全保障政策の最高決定者として政策を実施

する法的根拠を得たのである。

台湾にとって大陸政策は単なる外交安保政策にとどまらず、国内

の政治、経済など多くの分野にも関連する国家戦略レベルの政策で

ある。また、総統の国安会を通じた政策決定への関与の度合いは常

に議論の対象となってきた 21。そのため、李登輝以降の歴代総統は

正式な国家安全会議ではなく、非公式な会議を招集し、調整・協議

を行う方式を取っている。

李登輝は自らを中心に、閣僚クラスの「高層会議」、次官クラス

の「次官会議」、政策ごとに政策提言のために外部の研究者まで招

集した「グループ会議」などの会議を通じて、諮問と総合調整を行

ってきた 22。陳政権では、秘書長対閣僚クラス、副秘書長対政務次

官クラス、諮詢委員対事務次官クラスという国安会秘書長（事務総

長）が中心となった国安会と行政院との総合調整体制、および提言

をすべて国安会秘書長が統括した上で総統に提出する諮問体制によ

る大陸政策決定過程の運営方式がルール化された 23。馬政権では、

20	 松田康博「台湾―国家安全会議」松田康博編著『NSC 国家安全保障会議―危

機管理・安保政策統合メカニズムの比較研究』（彩流社、2009 年）、98～108 ペ

ージ。臨時条項とは「反乱鎮定動員時期臨時条項」であり、国共内戦の勃発を受

けた蔣介石が国家を共産党の反乱鎮圧に一切を動員する、いわば「内戦モード」

に置く体制を取るため制定したのである。若林正丈『台湾の政治―中華民国台

湾化の戦後史』（東京大学出版会、2008 年）、73～74 ページ。
21	 黄偉修、前掲書『李登輝政権の大陸政策決定過程（1996-2000 年）』、51～52 ペ

ージ。
22	 黄偉修、前掲書『李登輝政権の大陸政策決定過程（1996-2000 年）』。
23	 黄偉修「台湾における政権交代と外交安全保障政策決定過程―大陸政策に関す

る NSC の役割を中心に」『国際政治』第 177 号（2014 年 10 月）、26～41 ページ。
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総統が週に一度、国安会秘書長および関係閣僚などから構成される

「両岸グループ」、「国際グループ」を招集し、そこで大陸政策や

外交政策の調整・協議を行うほか、省庁間の調整・協議を既存の官

僚機構に委ねる体制を取った 24。このように、国家安全保障政策の

最高決定者である総統の政策への関与の度合いについては、一連の

法改正を経ても解決されていないものの、総統にとって大陸政策決

定過程の運営を安定させるためのメカニズム、さらには権力の源泉

として、国安会は重要な役割を果たしてきたのである。

その一方で、これらの運営方式は公式な政治制度の機能不全を

補うために、極端に総統のリーダーシップに依存するものである。

したがって、制度的な問題を抜本的に見直さない限り、台湾の大陸

政策決定過程の運営は、総統の個性や権限によってその方式が変更

されるだけではなく、手続き次第で政策過程の不安定さが強まり、

行政権の独断専行まで促しかねない。例えば、李登輝は政権内の調

整を経ずに、両岸の位置づけを明確にするため独断で「（台湾と大

陸とは）特殊な国と国の関係」の発言を行い、その結果、米国と大

陸の反発を招くことになった 25。陳水扁は諮問を経ないまま「（台湾

と大陸とは）一辺一国」の発言を行ったり、国安会の反対を無視し

て国民投票を実施したりしたほか、大陸政策に関する各党派との合

意形成を促す国家統一委員会の運営終了（「終統」）を強行したた

め、米国からの信頼を失うことになった 26。 そして馬英九は政権運

営の強引さから国民党の大陸政策に対する世論の不信を招くことに

24	 黄偉修「台湾の馬英九政権における大陸政策決定過程の運営方式」松田康博、清

水麗編著、前掲書『現代台湾の政治経済と中台関係』、84～108 ページ。
25	 黄偉修、前掲書『李登輝政権の大陸政策決定過程（1996-2000 年）』、156～189

ページ。
26	 松田康博、前掲「『最良の関係』から『相互不信』へ」。
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なり、2016 年の政権交代につながったのである 27。

三　蔡英文の取り組みからみた大陸政策決定過程の運営

蔡英文による大陸政策決定過程の運営については、その特徴が政

権の人事体制と調整・協議体制に表れている。

1　人事体制

まず、蔡政権の人事については二つの批判が寄せられている。一

つは、蔡英文が高齢、国民党系、男性を意味する「老藍男（ラウ・

ラム・ナン）」と呼ばれる、国民党系かつ比較的に年配の政治家、

研究者、官僚を大臣に起用している点である 28。もう一つは、国安

会スタッフの国家安全保障に関する専門性が低いと見られている点

である 29。

表 1 は蔡政権の外交安保政策に携わる主要スタッフのリストで

あるが、確かに蔡英文は、林碧炤、李大維、張小月、傅棟成、曾厚

仁、厳徳発などのベテラン官僚、国民党籍あるいは元国民党政権の

要人を外交安保政策のスタッフとして起用している。また、李徳財

の専門は情報セキュリティであり、陳錦稷の専門は財政である。林

峯正と林良蓉は弁護士出身であり、さらに林峯正、陳俊麟、姚人多

は学生運動、社会運動の経験者であり、外交安保政策の専門家では

ない。

27	 黄偉修「台湾の馬英九政権における大陸政策决定過程の運営に関する一考察―

海峡両岸サービス貿易協定の締結を事例として」『東洋文化研究所紀要』第 170 冊

（2016 年 12 月）、54～86 ページ；黄偉修「蔡英文政権の中台関係―政治・経

済関係からの検証と展望」『東亜』第 593 号（2016 年 11 月）、101～103 ページ。
28	 「新閣挨批　蔡：確實注重人選從政經驗」『自由時報』2016 年 4 月 28 日。
29	 蘇起「失衡的國安人事」『聯合報』2016 年 7 月 10 日。
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しかし、馬英九政権第二期で政務職へ登用された官僚（元官僚を

含む）の大部分が政権交代によって政権から退いたため、台湾の官

僚組織は経験不足と空洞化の問題に直面している 30。そこで、李大

維、傅棟成、馮世寛といった実務経験の豊富な元官僚には、国民党

員が依然として多数を占める官僚組織を円滑に運営させ、若手の政

務官、官僚を育成することが期待されている。また、両岸関係の経

緯を把握しているベテラン官僚や政治家には、大陸政策の安全弁と

して機能することも期待されている。この役割を重視した人事配置

は張小月、陳明通に当てはまる。陸委会主任委員は大陸政策の所管

大臣として国会で答弁することになっており、いわば蔡英文の大陸

政策のスポークスマンとしての役割を果たすのである。ベテラン外

交官である張小月は、蔡英文が陸委会主任委員を務めていた時期に

外交部の報道官を務め、同氏が行政院副院長を務めていた時期に常

務次長（事務次官に相当）を務めていた。学者の陳明通も、蔡英文

の陸委会主任委員時代に特任副主任委員を務め、陳水扁政権末期に

は陸委会主任委員を務めていた。

次に、蔡政権の最も重要な方針の一つは、両岸関係の「現状維

持」を主張し、「中華民国憲政体制」に基づき両岸関係を推進して

いくこととされているが、その他にも「移行期の正義の実現」（転

型正義）といった国内の一連の構造改革も示されている。これらの

改革は、かつて国民党が一党独裁体制の時代に築いた不公平な制度

・メカニズムを根本的に見直そうとするものである。しかしそれは

同時に、国共内戦で敗北して台湾へ逃れた国民党および中華民国政

府の築いた体制の正当性を揺るがす恐れもあり、蔡英文はそのよう

な内政改革が両岸関係に与える影響を考慮しているものと考えられ

30	 黄偉修、前掲「蔡英文政権の中台関係」、101～103 ページ。
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31

31	 陸委会組織法の改正により、2018 年 6 月をもって大臣クラスの特任副主任委員は

廃止された。

表 1　蔡英文政権における外交安保政策決定過程の主要人事
ポスト 担当者と任期（年月）

総統府秘書長 林碧炤（2016.5～10）→劉建忻代理（2016.10～2017.5）→

呉釗燮（2017.5～2018.2）→劉建忻代理（2018.2～4）→陳菊
（2018.4～）

総統府副秘書長 劉建忻（2016.5～）、曾厚仁（2016.5～8）→姚人多（2016.8～
2018.7）→空席→施克和（2019.4～）

国安会秘書長 呉釗燮（2016.5～2017.5）→厳徳発（2017.5～2018.2）→李
大維（2018.2～）

国安会副秘書長 陳俊麟（2016.5～2019.2）→葉国興（2019.2～）、陳文政
（2016.5～）、曾厚仁（2016.8～2017.3）→蔡明彦（2017.6～）

国安会諮詢委員 李徳財（2016.5～）、傅棟成（2016.5～）、林峯正（2016.5～
2 0 1 7 . 9）、姚人多（ 2 0 1 6 . 5～ 8）、林良蓉（ 2 0 1 6 . 9～
2018.2）、童振源（2016.10～2017.6）、厳徳発（2017.1～
5）、陶儀芬（2017.9～2019？）、郭臨伍（2017.9～）、邱太
三（2017.10～）、施俊吉（2019.2～）、陳俊麟（2019.2～）、

林成蔚（2019.4～）

国家安全局長 楊国強（2015.7～2016.10）→彭勝竹（2016.10～）

行政院長 林全（2016.5～2017.9）→頼清徳（2017.9～2019.1）→蘇貞
昌（2019.1～）

陸委会主任委員 張小月（2016.5～2018.2）→林正義代理（2018.2～3）→陳明
通（2018.3～）

陸委会特任副主任

委員 31
林正義（2016.5～2018.4）

外交部長 李大維（2016.5～2018.2）→呉釗燮（2018.2～）

国防部長 馮世寛（2016.5～2018.2）→厳徳発（2018.2～）

参謀総長（大将） 厳徳発（2015.1～2016.11）→邱国正（2016.11～2017.4）→

李喜明（2017.4～）

経済部長 李世光（2016.5～2017.8）→沈栄津（2017.9～）

海基会理事長 陳徳新科技部常務次長代理（2016.5～9）→田弘茂（2016.5～
2018.3）→張小月（2018.3～）

海基会秘書長 陳栄元同副秘書長代理（2016.5～9）→張天欽陸委会副主任委

員兼務（2016.9～12）→柯承亨（2016.12～2018.3）→姚人多
（2018.7～）

（注）太字：2019 年 4 月時点での現職。

（出典）総統府公報および新聞記事より筆者作成。
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る。そのため、蔡英文は国内の改革を大陸政策の一環として捉え、

国安会に学生運動、社会運動、法律の専門家を配置したと推測でき

るのである。また、安全保障という概念が多様化しており、経済、

財政、サイバーセキュリティなどのリスクも国民の生活に直結する

ことから、それらの政策に関する諮問スタッフを国安会に配置した

と考えられる。

その一方で、国安会スタッフの人事については、体制が不十分

と見られる点がいくつかある。例えば、これまでの政権と違い、情

報・治安部門出身のスタッフは配置されていない。また、童振源が

着任する 2016 年 10 月まで、国安会には中国政治の専門家が配置

されていなかった。それから、総統府は財政、租税の専門家である

陳錦稷・新境界文教基金会副執行長の諮詢委員に着任する人事案を

2018 年 2 月 24 日に発表したが、陳は 5 月中旬に至っても私事で着

任していなかったため、野党議員に批判された 32。結局陳は私事で

着任を取りやめたと報道されたが 33、総統府はこれについての説明

もしていない。さらに、蔡英文は対日関係を強化したいと発言して

いるが、葉国興、林成蔚が着任するまで、次長クラスまで含めて日

本語のできるスタッフは配置されていなかった。

2　調整 ・ 協議体制

李登輝、陳水扁、馬英九は自らの大陸政策決定過程の運営方式を

構築してきたが、それらに共通する最も重要な課題は、総統がどの

32	 「財政委員會會議」『立法院公報』第 107 卷第 63 期（2018 年 6 月）、頁 146～
147。

33	 「國安會不斷『變陣形』，關鍵在小英」『新新聞』第 1669 期、2019 年 2 月 27 日、

頁 45。
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ように国安会を通じて、総統府と行政院・各省庁の間で調整と協議

を行いながら円滑に政策を実施することができるかという点であっ

た。

陳政権における外交安保政策の総合調整・諮問体制は 4 年間にわ

たり徐々に軌道修正がなされ、2004 年頃にようやく確立された。

その構築プロセスと運営に携わったのは、蔡英文（陸委会主任委

員）、呉釗燮（総統府副秘書長、陸委会主任委員、駐米代表〔台湾

の駐米大使に相当〕）、現在対日政策の窓口機関である台湾日本

関係協会（元亜東関係協会）会長を務めている邱義仁（行政院秘

書長、国安会副秘書長、同秘書長、総統府秘書長、行政院副委員

長）、陳明通（陸委会副主任委員、同主任委員）、張小月（外交部

報道官、同常務次長）、林正義、陳文政、葉国興、林成蔚（いずれ

も国安会諮問委員）などであった。この体制では陳水扁による大陸

への「挑発的」な政策をめぐり、米国との間で善後策を取りまとめ

ることができたため、うまく機能していたと言える 34。現在の蔡政

権は陳政権の体制に基づいていると考えられ、さらに蔡英文は頻繁

に会議を開くとも報道されており、秘書長に委任するだけではなく

自らもイニシアチブを取り、外交安保政策決定過程を運営している

と考えられる 35。

3　事例研究 ： 2018 年の台湾旅行法と米中貿易戦争をめぐる米中台関係

ここで、米中間の伝統的な外交安保政策の問題である、2018 年

34	 黄偉修、前掲「台湾における政権交代と外交安全保障政策決定過程」、「台湾の

馬英九政権における大陸政策决定過程の運営に関する一考察」。
35	 例えば「蔡英文領導下的過勞總統府！」『新新聞』第 1537 期、2016 年 8 月 18 日、

頁 18～26。
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の蔡政権による台湾旅行法および米中貿易戦争をめぐる対応につい

て分析を行いたい。

（1） 台湾旅行法をめぐる対応

蔡政権は冒頭で述べたように大陸から圧力を加えられているもの

の、大陸に対する挑発は控えている。一方、米国は 2018 年に台湾

との関係強化に乗り出すようになった。その最も重要な例は、米国

と台湾における高級官僚の相互訪問を促進する「台湾旅行法（H.

R.535）」の成立である 36。米中国交正常化（米台断交）の 1979 年

以来、台湾の総統、副総統、行政院長、外交部長、国防部長は、米

国国務省による不文律の制限によりワシントン D.C. へ訪問するこ

とができず、また米国も国防および外交担当閣僚の台湾派遣を避け

ていた。米国政府への法的拘束力がないとはいえ、「台湾旅行法」

の成立によって、蔡英文のワシントン D.C. への訪問、さらにはト

ランプ（Donald Trump）大統領の訪台も可能になったのである。

蔡英文は、今後の米台関係について「期待する」、また米国に

「感謝する」と発表しているが、派手なアピールや宣伝は控えてい

る。呉釗燮・外交部長は国会で、同法は在米台湾人（台僑）が推進

したものであり、政府の政策ではなく、政府はその推進にも関わっ

ていないと説明した。邱義仁は、トランプ政権の対中政策を見極め

なくてはならないと述べるにとどまっている。さらに、ボルトン

（John Bolton）米国国家安全保障問題担当大統領補佐官が、2018

36	 “President Donald J. Trump Signs H.R. 294, H.R. 452, H.R. 535, H.R. 

3656, and S. 831 into Law,” The White House, https://www.whitehouse.gov/
briefings-statements/president-donald-j-trump-signs-h-r-294-h-r-452-h-r-535- 
h-r-3656-s-831-law/.
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年 6 月 12 日の米国在台湾協会台北事務所の新庁舎落成式に出席す

る可能性があると報道された際にも、蔡政権は張天欽・陸委会副主

任委員のインタビュー談話などを通じて、両岸関係への配慮からボ

ルトン氏の訪台を要請するつもりはないという見解を示した。結

局、落成式には文化・教育担当のロイス（Marie Royce）国務次官

補が出席したが、それは蔡政権が大陸への刺激を避けるため米国と

調整した結果であるとも報道されている 37。

（2） 米中貿易戦争をめぐる対応

2018 年 4 月、米国商務省は中興通訊（ZTE Corporation、ZTE）

がイランと北朝鮮に対する禁輸措置に違反したとして、同社が米国

企業からスマートフォンや通信機器向けの部品を調達することを禁

じる制裁を発表した 38。米国連邦議会もファーウェイ（Huawei）、

ZTE、レノボがビジネスにおけるスパイ活動を支持していると指摘

し 39、米国政府も企業、政府機関に対してファーウェイや ZTE など

から製品を調達することを禁止した 40。

37	 これについては、黄偉修「『台湾旅行法』 の成立をめぐる台湾政治―今後の中

台関係を展望する」『東亜』第 614 号（2018 年 8 月）、30～38 ページ、を参照。
38	 “Secretary Ross Announces Activation of ZTE Denial Order in Response 

to Repeated False Statements to the U.S. Government,” The United States  
Department of Commerce, https://www.commerce.gov/news/press-releases/ 
2018/04/secretary-ross-announces-activation-zte-denial-order-response-repeated.

39	 “Supply Chain Vulnerabilities from China in U.S. Federal Information and 
Communications Technology,” The U.S.-China Economic and Security Review 

Commission, https://www.uscc.gov/Research/supply-chain-vulnerabilities- 
china-us-federal-information-and-communications-technology.

40	 “FCC Proposes to Protect National Security Through FCC Programs,” The 
Federal Communications Commission, https://www.fcc.gov/document/fcc- 
proposes-protect-national-security- through-fcc-programs-0 ; “H.R.5515 
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台湾において IT 産業は経済の軸であり、両岸の経済関係の相互

依存や中国の市場と労働力に対する依存の深まりによって、台湾は

中国とのサプライチェーンを形成するようになり、アップル（Apple 

Inc.）をはじめとする米国企業にも部品を提供している。そのた

め、米中における通信業を中心とした知的財産をめぐる摩擦が激化

すれば、多方面から影響を受けることが予想される。

しかし、蔡政権はそれに対して一貫した対応を行っているわけ

ではない。台湾の企業とアナリストは貿易戦争に至る可能性は低い

と想定していた 41。経済部も米国の制裁によって ZTE を規制の対象

とし、台湾業者に部品提供に関する申請書を求めたものの、実際に

申請があれば許可するという対応を取った 42。沈栄津・経済部長は

米国によるファーウェイ、ZTE への制裁および米中貿易戦争の行

方が台湾企業に及ぼす影響について、慎重に対応する、またその影

響は短期的かつ限定的であるという発言を繰り返しているだけであ

る 43。

ところが、同年 1 0 月には、米国商務省が福建省晋華集成電

路（Fujian Jinhua Integrated Circuit Co., JHICC）に対し、米

- John S. McCain National Defense Authorization Act for Fiscal Year 
2019,” CONGRESS.GOV, https://www.congress.gov/bill/115th-congress/ 
house-bill/5515/text#toc-H4350A53097BD46409287451A50C4F397.

41	 「美封殺中興通訊傷多大 台廠這樣看」『中央社』2018 年 4 月 20 日、https://www.

cna.com.tw/news/firstnews/201804200336.aspx；「中興通訊遭美封殺 　台廠恐

受害波及台股」『中央社』2018 年 4 月 25 日、https://www.cna.com.tw/news/
afe/201804250154.aspx。

42	 「聯發科獲准向中興出貨 華爾街日報：給『續命丹』」『自由時報』2018年5月9日。
43	 「美禁用中興及華為　經長：對台影響有限」『中央社』2018 年 8 月 16 日、https://

www.cna.com.tw/news/afe/201808160170.aspx；「華為事件恐衝擊供應鏈 　經

濟部：對台影響不大」『中央社』2018 年 12 月 7 日、https://www.cna.com.tw/

news/afe/201812070096.aspx。
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国の半導体メーカーであるマイクロン・テクノロジー（M i c r o n 

Technology, Inc.）の技術を盗用したとして、米国企業による輸出

と技術移転を制限すると発表した 44。さらに米国司法省は同件にお

いて、JHICC およびその提携企業であり、1.24% とはいえ台湾政

府も出資している聯華電子（United Microelectronics Corporation, 

UMC）を刑事と民事の両方で起訴した 45。前述したような IT産業の

サプライチェーン化によって、台湾企業が米中間の知的財産権をめ

ぐる法律問題に巻き込まれる恐れがあるにもかかわらず、台湾政府

は迅速な対応を取ることができなかったのである。

米国政府からファーウェイや ZTE 製の部品に安全保障上の懸念

があると指摘された際にも、台湾にとって大陸が依然として軍事的

脅威であるにもかかわらず、蔡政権の対応は不十分なものであっ

た。台湾政府は政府機関や通信インフラの整備における大陸製の

部品調達をすでに禁じていたが、ファーウェイと ZTE の部品が国

内で流通、使用されていることがたびたび国会で問題視されてき

た 46。また、国安会に情報セキュリティを専門とする諮詢委員を配

置したものの、経済部をはじめ関連省庁における連携、情報収集・

共有がうまく行われていない。例えば、ファーウェイ製の携帯電話

44	 “Addition of Fujian Jinhua Integrated Circuit Company, Ltd (Jinhua) to the Entity 
List,” The United States Department of Commerce, https://www.commerce.gov/ 
news/press-releases/2018/10/addition-fujian-jinhua-integrated-circuit-company-
ltd-jinhua-entity-list.

45	 “PRC State-Owned Company, Taiwan Company, and Three Individuals Charged 
With Economic Espionage,” The United States Department of Justice, https://
www. justice.gov/opa/pr/prc-state-owned-company- taiwan-company-and- 
three-individuals-charged-economic-espionage.

46	 「交通委員會會議―102 年 10 月 17 日（星期四）」『立法院公報』第 102 卷第 59 期

（2013 年 11 月 5 日）、頁 432～500；「外交及國防委員會會議」『立法院公報』第

102 卷第 63 期（2013 年 11 月 14 日）、頁 214～274。
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を使用する政府官員の数、および電気ケーブルや基地局といった

通信インフラにどの程度ファーウェイと ZTE の部品が使われてい

るかどうかについて把握できていない。沈栄津は 2018 年 5 月 2 日

に至って、これから省庁横断的に対応すると述べたのである 47。国

家安全局と陸委会もファーウェイの国内投資に関する情報を経済部

所管と認識しており、詳しく把握できていなかった 48。米国の政治

評論誌『ナショナル・インタレスト（The National Interest）』で

さえ、台湾においてファーウェイの部品が大量に流通していること

を指摘しているのである 49。李大維は同年 12 月 12 日に、情報通信

安全管理法（資通安全管理法）の施行（2019 年 1 月）により、交

通運輸、エネルギー、情報通信科学、金融、政府機関、国家安全保

障、医療衛生、民生用のインフラに中国製の部品を使用することが

禁止されると説明しているが、前述のような台湾国内の状況からみ

れば、同法が実施されても政府はその実態を把握できるかどうか疑

わしいと言えよう 50。

四　結論

本稿の結論は以下の二点にまとめることができる。

第一は、伝統的な外交安保政策の問題に対して、蔡英文が取った

47	 「經濟委員會會議―107年 5月 2日（星期三）」『立法院公報』第 107卷第 53期（2018
年 6 月 1 日）、頁 393～395。

48	 「外交及國防委員會會議―107 年 5 月 28 日（星期三）」『立法院公報』第 107 卷第

63 期（2018 年 7 月 4 日）、頁 218～221。
49	 “Huawei: A Trojan Horse Inside Taiwan? : How much of a threat is 

the telecommunications giant to Taipei?,” The National Interest, https://
nationalinterest.org/blog/buzz/huawei-trojan-horse-inside-taiwan-38142.

50	 「司法及法制委員會會議」『立法院公報』第 108 卷第 4 期（2019 年 1 月）、頁

277～278。
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体制は適切に対応できていたという点である。台湾旅行法をめぐる

蔡政権の発言と対応は一貫しており、蔡英文を中心とする外交安保

政策決定過程では、次官クラスに至るまで緊密な連携、調整が行わ

れていたように見える。蔡英文の構築した国安会中心の伝統的な外

交安保政策の運営体制が成功した例であると言えよう。

第二は、伝統的な外交安保政策以外の問題に対しては、蔡政権の

対応は不十分であったという点である。米中貿易戦争はグローバル

な問題であり、幅広く国際政治経済に影響を与えるため、経済政策

として見れば確かに経済部所管ではあるものの、政府が総合的な調

整・協議を行って対応すべき問題であった。とくに、情報セキュリ

ティの専門家が国安会に配置されているにもかかわらず、経済部は

迅速な対応を行うことができず対応も遅れ、経済部をはじめ関連省

庁もそれに関わる安全保障上の情報を把握できていないことからみ

れば、台湾旅行法をめぐる対応とは対照的に、蔡政権では米中貿易

戦争をめぐって政府全体の調整・協議がうまくいっていないと言え

る。

台湾の総統にとって最も重大な課題は、大陸政策の変更、推進と

いうより、安定的に政策を決定する運営方式の構築であると指摘さ

れる 51。そこで、蔡英文は伝統的な外交安保政策を決定するための

運営体制の構築に成功したが、伝統的な外交安保政策以外の問題に

対応するための体制構築に失敗したとまとめることができよう。

しかしながら、経済政策はまさに総統がどこまで関与できるか

議論される政策分野であると言える。また、中華民国政府は大陸時

期から技術官僚の経済政策への影響力が強い 52。陳政権の林信義、

51	 黄偉修、前掲「台湾における政権交代と外交安全保障政策決定過程」、38ページ。
52	 中華民国の技術官僚と経済政策については、松田康博『台湾における一党独裁体

$0914.indd   132 2019/7/24   下午 02:05:46



2019 年 1.2.3 月号� 台湾の蔡英文政権の外交安保政策決定過程：2018 年の米中台関係を事例として

－133－

宗才怡、蔡政権の李世光を除き、1990 年代から今日にかけて、ほ

とんどの経済部長は技術官僚出身である。そのため、国安会を通じ

た総統の政策への関与だけではなく、経済政策の専門的知識や技術

官僚の影響力など、さまざまな要素が関係する問題であると言えよ

う。これについては稿を改めて検討を加えたいと思う。

他方、伝統的な外交安保政策については、例えば 2019 年 1 月 2

日に行われた「台湾同胞に告げる書」（1979 年元日に大陸が台湾

に平和統一を呼びかけた文書）の 40 周年記念式典に注目すること

ができる。そこでは習近平国家主席が、九二コンセンサスにより海

峡両岸が「一つの中国」原則に基づき「一国二制度」の下で国家統

一を図っていくと明言した。それに対して蔡英文は、当日の午後に

記者会見を開き、北京当局の主張する九二コンセンサスというのは

「一つの中国」、「一国二制度」であるとして、台湾は「一国二制

度」を受け入れることができないと反論したのである。このように

蔡英文が明確な対応を直ちに行うことができたのは、外交安保政

策決定過程における調整、協議、諮問が迅速に行われたためである

と見られており 53、これは本稿の結論を補強する事例であると言え

る。ただし、蔡英文の反論により大陸が各方面からさらに圧力を強

める可能性が高いため、蔡英文はより幅広い対応を求められること

になる。したがって、伝統的な外交安保政策の分野にとどまらず、

より総合的な調整と協議を行う体制を整備していかなくてはならな

いであろう。李政権から陳政権にかけて外交安保政策に参画してい

たベテランの政治家である葉国興、金融と産業経済学などを専門と

制の成立』（慶應義塾大学出版会、2006 年）の第五章を参照。
53	 例えば、「我去年 12 月早掌握習講話主張 　火速反擊扳回一城」『上報』2019 年 1

月 11 日、https://www.upmedia.mg/news_info.php?SerialNo=55752。
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する経済学者出身の施俊吉・元行政院副院長、日本政治・外交の専

門家である林成蔚が国安会スタッフに着任した人事は、その整備が

進んでいる裏付けとも言える。

いずれにせよ、これから正念場を迎える蔡英文がどのようにそれ

に対応するための体制を整備するかについて引き続き検証する必要

もあるし、今後の両岸関係からも目を離してはならない。

（寄稿：2019 年 3 月 25 日、採用：2019 年 5 月 10 日）
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台灣蔡英文政權的外交安保決策過程：

以 2018年的美中台關係為例

黃偉修

（東京大學東洋文化研究所助理教授）

【摘要】

本文以 2018 年的美中台關係為例，旨在探討台灣蔡英文政權下

以中國大陸政策為中心的外交安全保障決策過程之運作的特徵與問題

點。從本文結論得知，就傳統外交安保政策問題而，蔡英文的決策機

制對應得當；然而，對於涵蓋經濟政策的非傳統外交安全保障政策問

題方面，蔡英文政權的對應則明顯不足。然而本文也指出，經濟政策

的問題不僅僅涉及總統透過國家安全會議之決策參與的層面，而是與

經濟政策專門知識及技術官僚的影響力等各種要素相關。由於中國大

陸在未來很有可能從各方面施加壓力，所以不僅在傳統外交政策領

域，蔡英文必須更全面的進行決策過程之中相關的協調與整合機制的

調整，以因應相關的問題。

關鍵字：蔡英文、兩岸關係、政策過程、台灣政治

$0914.indd   135 2019/7/24   下午 02:05:46



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－136－

The Decision-Making Process of Foreign 
and Security Policies under the Tsai Ing-wen 
Administration in Taiwan: A Case Study on 

the U.S.-China-Taiwan Relations in 2018

Wei-Hsiu Huang
Assistant Professor, Institute for Advanced Studies on Asia,  

The University of Tokyo

【Abstract】

This paper analyzes how President Tsai Ing-wen manages her 

foreign-security decision making process by the case study of Sino-

American relations in 2018. In this case study, the Tsai administration 

made the explicit and cohesive correspondence for the Taiwan Travel 

Act, which is the traditional security problem. But the mainland China 

policy and security policy sector do not have a good cooperative 

relationship with the economic sector in the administrations for the 

China–United States trade war in 2018. Additionally, the background 

of the problem is not only that the President’s power in the economic 

field at the Semi-presidentialism in Taiwan is limited, but also the 

technocrats in the R.O.C regime have the most influence at economic 

policy decision process. As a result, because Taiwan will be faced with 

pressures by China at every aspect starting from 2019, President Tsai 

should reconstruct the comprehensive decision-making regime soon in 

order to face these challenges.

Keywords:  Tsai Ing-wen, Cross-Strait Relations, Decision-Making 

Process, Taiwan Politics
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中国の周辺外交におけるミドル・パワー 

としての豪州 ： 中豪関係の進展と 

米豪同盟への余波 1

山﨑周

（青山学院大学総合研究所助手）

【要約】

台頭する中国からすると、ミドル・パワーに属する国々との関

係強化は外交上の優先課題の一部になりつつある。米中間での戦略

的な競争は、両国にとってのミドル・パワーの重要性を向上させる

主因になっている。そして、インド太平洋地域に位置するミドル・

パワーの一員として、近年の中国で注目されている国家が豪州であ

る。

本稿では、冷戦後の中国が豪州との関係において、どのような外

交戦略を展開してきたのかについての考察を行う。台頭する中国に

とって、インド太平洋地域のミドル・パワー諸国の重要性が高まっ

てきた。その中でも、特に代表的なミドル・パワーである豪州の存

在感が増しつつある。中国は、米豪同盟に楔を打ち込み、豪州を自

らの勢力圏に取り込もうとしているとさえ言える。なお、中豪関係

については、日本もその関係を規定する要因になっており、この点

1	 本研究の一部は、青山学院大学アーリーイーグル研究支援制度の支援によって行

われた。また、一般財団法人平和・安全保障研究所の日米パートナーシップ・プ

ログラムの支援によっても行われた。両者による支援に記して感謝申し上げたい。
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は過小評価されるべきではない。

キーワード：�中豪関係、米豪同盟、ミドル・パワー（中等強国）、周辺外

交、シャープ・パワー
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一　はじめに

中国国内の国際関係研究において関心が集まっているテーマの 1

つは、同国とミドル・パワー（中等強国）との対外関係である。台

頭する中国からすると、ミドル・パワーに属する国々との関係強化

は外交上の優先課題の一部になりつつある。それだけではなく、中

国国外においても、同国とミドル・パワーの関係性に関する研究が

増えつつある 2。2013 年 10 月に習近平国家主席も出席して演説を行

った「周辺外交活動座談会」の開催が象徴している通り 3、周辺外交

の文脈から、中国にとってのミドル・パワー諸国との関係が重要性

を増していることは間違いなかろう。

更には、周辺国との関係における対外政策の立案や実行に際して

中国が最も考慮する要因は米国であることから、中国から見た場合

のミドル・パワーの重要性の高まりは、米中関係のダイナミズムと

2	 ミドル・パワーに関する代表的な中国人研究者による文献は、例えば、丁工「中

等強國與中國周邊外交」『世界經濟與政治』第 7 期（2014 年）、頁 24～41；閻

學通、齊皓等『中國與周邊中等國家關係』（北京：社會科學文獻出版社、2015
年）；戴維來『中等強國崛起與國際關係的新變局』（北京 : 中央編譯出版社、

2017 年）。中国国外における研究成果としては、次のものが挙げられる。国際安

全保障学会編「特集：中国台頭への対応 　地域ミドルパワーの視点」『国際安全

保障』第 39 巻第 2 号（2011 年 9 月）；Bruce Gilley and Andrew O'Neil (eds.), 
Middle Powers and the Rise of China (Washington, D. C.: Georgetown University 
Press, 2014); Enrico Fels, Shifting Power in Asia-Pacific? The Rise of China, Sino-
US Competition and Regional Middle Power Allegiance (Cham: Springer, 2016); 
Ralf Emmers and Sarah Teo, Security Strategies of Middle Powers in the Asia 
Pacific (Melbourne: Melbourne University Publishing, 2018); Tanguy Struye de 
Swielande, Dorothee Vandamme, David Walton, and Thomas Wilkins (eds.), 
Rethinking Middle Powers in the Asian Century: New Theories, New Cases (New 

York: Routledge, 2018).
3	 習近平『習近平国政運営を語る』（北京：外文出版社、2014 年）、327～331 ペー

ジ。
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も連動している。米中間での戦略的な競争は、両国にとってのミド

ル・パワーの重要性を向上させる主因になっている 4。

そして、インド太平洋地域に位置するミドル・パワーの一員と

して、近年の中国で注目されている国家が豪州である。以前の中国

では、豪州に対する学術的な関心は希薄であり、豪州についての研

究は盛んではなかった。だが、近年では、豪州を取り上げる研究が

徐々に増加するようになってきた 5。その一方、日本における両国関

係についての先行研究は中国研究者ではなく、主に豪州研究者によ

って行われてきた 6。そのため、中国側の視点に立脚しながら中豪関

係を検討する課題が残されている。それに加え、中豪関係の事例

は、中国のミドル・パワー諸国への姿勢を把握するだけではなく、

インド太平洋地域内の米国の同盟国に対して、中国がどのような政

策をとってきたのかを理解する上においても興味深い分析対象にな

4	 Bruce Gilley and Andrew O’Neil, “China’s Rise through the Prism of Middle 
Powers,” in Bruce Gilley and Andrew O’Neil (eds.), Middle Powers and the 
Rise of China, p. 3; G. John Ikenberry, “Between the Eagle and the Dragon: 
America, China, and Middle State Strategies in East Asia,” Political Science 
Quarterly, Vol. 131, No. 1 (2016), pp. 9-43.

5	 Jingdong Yuan, A Rising Power Looks Down Under: Chinese Perspective on Australia 
(Canberra: Australian Strategic Policy Institute, 2014), p.8. 

6	 その点は例えば、福嶋輝彦「対米同盟と中国市場の狭間で：中国の台頭に対応す

るオーストラリア」『国際安全保障』第 39 号 2 巻（2011 年 9 月）、6～27 ページ；

福嶋輝彦「米中に揺れるオーストラリア：ギラード労働党政権の外交・安全保障

政策を中心に」『国際問題』第 628号（2014年 1月）、38～46ページ；福嶋輝彦「同

盟か、市場か？：オーストラリアの対中アプローチ」『主要国の対中認識・政策の

分析』（日本国際問題研究所、2015 年）、73～98 ページ；石原雄介「米豪同盟と

中国：『二重のトレンド』の顕在化」『国際安全保障』第 44 巻第 1 号（2016 年 6
月）、30～48 ページ。中国の台頭と豪州のインド太平洋へのアプローチの関係に

ついては、佐竹知彦「豪州とインド太平洋 : 多極化時代における新たな秩序を求

めて」『国際安全保障』第 46 巻第 3 号（2018 年 12 月）、51～70 ページ。
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ろう。

そこで本稿では、冷戦後の中国が豪州との関係において、どのよ

うな外交戦略を展開してきたのかについての考察を行う。それによ

って、中国側が対豪関係をどのように認識し、実際の政策を遂行し

てきたのかを解き明かすことが本稿の目的となる。ここで、本稿の

議論を先取りしておきたい。台頭する中国にとって、インド太平洋

地域のミドル・パワー諸国の重要性が高まってきた。その中でも、

特に代表的なミドル・パワーである豪州の存在感が増しつつある。

中国は、米豪同盟に楔を打ち込み、豪州を自らの勢力圏に取り込も

うとしているとさえ言える。なお、中豪関係については、日本もそ

の関係を規定する要因になっており、この点は過小評価されるべき

ではない。

本稿では、まず次節において、中国国内で豪州のようなミドル・

パワー諸国への関心が高まってきていることを論じる。第 3 節にお

いて、中国にとって対豪関係が重要な理由を指摘する。第 4 節は、

その時々の米中関係とも照らし合わせながら、冷戦後の中豪関係を

概観するものである。第 5 節では、中豪関係を巡る最近の情勢か

ら、中国が米豪同盟にどのように対処しようとしてきたのかを見

る。結論部では、日本の存在が中豪関係に与える影響について論及

する。

二　中国におけるミドル ・ パワー諸国と豪州への関心

日本においては、2000 年代になってから、ミドル・パワーに関

する議論が活発になされるようになった。とりわけ、添谷芳秀によ

る『日本の「ミドルパワー」外交』は、日本外交の在り方を問う一
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冊として幅広く注目を集めた 7。その後も、2011 年に国際安全保障

学会が刊行する学術雑誌『国際安全保障』で台頭する中国とミドル

・パワー諸国の関係についての特集号が組まれるなど 8、日本ではミ

ドル・パワーについての研究が徐々に蓄積されてきた。以下で論じ

るように、中国においても、2000 年代中盤以降からミドル・パワ

ーに対する学術的な関心が高まるようになる。

中国語でのミドル・パワーの基本的な訳語は、「中等強国」ある

いは「中等国家」である。ただし、「中等国家」よりも、「中等強

国」のほうがミドル・パワーを指す言葉としてより多く用いられる

傾向にある 9。また、「次級国家」、「中等力量」、「中等強権」、

「支点国家」といった呼称もある 10。それら以外にも、後述のよう

に、しばしば「中等大国」という表現がミドル・パワーに該当する

こともある。

中国において、ミドル・パワーを意味する「中等強国」が使わ

れるようになったのは、比較的最近のことである 11。中国の学術論

文データベースである中国学術文献オンラインサービス（CNKI）

で検索した限りでは、「中等強国」をキーワードとして最初に用い

た研究は、2007 年のものである 12。また、「中等国家」をキーワー

7	 添谷芳秀『日本の「ミドルパワー」外交 : 戦後日本の選択と構想』（筑摩書房、

2005 年）。
8	 国際安全保障学会編、前掲「特集：中国台頭への対応 　地域ミドルパワーの視

点」。
9	 Bruce Gilley, “China’s Discovery of Middle Powers,” in Bruce Gilley and 

Andrew O’Neil (eds.), Middle Powers and the Rise of China, p. 60.
10	 戴維來、前掲『中等強國崛起與國際關係的新變局』、頁 1。
11	 Bruce Gilley, “China’s Discovery of Middle Powers,” p. 46.
12	 錢皓「中等強國參與國際事務的路徑研究 : 以加拿大為例」『世界經濟與政治』第 6

期（2007 年）、頁 47～54。「中等強国」という言葉が最初に用いられている資料

については、1986 年にまで遡ることができる。G. 岡薩雷斯、湯小棣「何謂『中
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ドとした研究に関しては、中国人の学生が執筆した 2006 年の修士

論文が最初に出てくる 13。つまるところ、2000 年代後半になってか

ら、中国ではミドル・パワーに焦点を当てる研究が登場するように

なったと言える。

中国でミドル・パワーへの関心が高まってきていることは確か

だが、その概念の具体的な定義や、どの国家がミドル・パワーに該

当するのかについては、統一された見解があるとは言い難い。例え

ば、どの国家がミドル・パワーに当てはまるのかについて、論者に

よってその見方は異なっている。ミドル・パワーについての研究者

として知られている中国社会科学院の丁工は、2011 年に発表した

論文の中で、ミドル・パワーに該当する国家としてスペイン、韓

国、インドネシア、パキスタン、メキシコ、アルゼンチン、南アフ

リカ、ナイジェリア、エジプト、トルコ、イラン、サウジアラビア、

そして豪州を挙げる一方、G7 の一員であるカナダをミドル・パワ

ーではなく、大国として位置付けている 14。他方で、カナダをミド

ル・パワーとして捉えた他の研究者による研究もある 15。あるいは、

トルコや南アフリカに加えて、インド、ブラジルをミドル・パワー

等強國』?」『國外社會科學』第 6 期（1986 年）、頁 43～44。この記事がきっかけ

となって、中国の研究者がミドル・パワーの概念を知るようになったと論じられ

ている。戴維來、前掲『中等強國崛起與國際關係的新變局』、頁 25。
13	 薛偉娟『試論後冷戰時代加拿大的人類安全理念及其結構主義外交實踐』天津師範

大學碩士論文（2006 年）。1987 年に「中等国家」に言及した雑誌記事があるが

（章亦石「中等國傢探索和平和解的新途徑」『瞭望週刊』第 13 期〔1987 年〕、頁

18）、それ以降、「中等国家」に言及した資料は 2007年頃になるまで出てこない。
14	 丁工「中等強國崛起及其對中國外交布局的影響」『現代國際關係』第 10 期（2011

年）、頁 49。
15	 張笑一『中等強國外交行為理論視野下的加拿大北極政策研究』（北京 : 時事出版

社、2017 年）。

$0915.indd   151 2019/7/24   下午 02:06:00



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－152－

とする見解もある 16。以上のように、ミドル・パワーに纏わる議論

は多様ではあるものの、中国の対外政策の中でミドル・パワーの存

在が重要になってきているという考えについては、コンセンサスが

あると言える。

なお、ミドル・パワーの国々との外交関係についての研究に関し

ては、中国の実際の対外政策決定過程にも影響を与えている可能性

がある。上述の丁工によるレポートや論文は、中国共産党の上層部

にまで上げられていると言われている 17。

本稿で取り上げる豪州は、同国内外において、長年にわたって典

型的なミドル・パワーとして見なされてきた歴史があり、実際の対

外政策においても、ミドル・パワーとしての特徴が顕著な国家でも

ある 18。

中国においても、豪州は典型的なミドル・パワーであるとの指

摘がなされている 19。また、中国外交部のホームページでは、豪州

が「積極的で創造力のあるミドル・パワー外交（積極的有創造力的

中等大国外交）」を推進していると紹介されており、一般的にミド

ル・パワーを指す「中等強国」や「中等国家」ではなく、「中等

大国」という単語が用いられている 20。この「積極的で創造力のあ

16	 金燦榮、戴維來、金君達「中等強國崛起與中國外交的新著力點」『現代國際關係』

第 8 期（2014 年）、頁 1～7 及び 26。
17	 Bruce Gilley, “China’s Discovery of Middle Powers,” p. 47.
18	 Carl Ungerer, “The ‘Middle Power’ Concept in Australian Foreign Policy,” 

Australian Journal of Politics & History, Vol. 53, No. 4 (December 2007), pp. 
538-551.

19	 崔越、牛仲君「試論中國的對澳大利亞政策 : 基于『中等強國』行為邏輯的認知」

『和平與發展』第 2 期 (2017 年 )、頁 74～83。
20	 「澳大利亞國傢概況」中華人民共和國外交部、2019 年 1 月、https://www.fmprc.�

gov.cn/web/gjhdq_676201/gj_676203/dyz_681240/1206_681242/1206x0_�
681244/。
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るミドル・パワー外交」は、2008 年に当時の豪州のケヴィン・ラ

ッド（Kevin Rudd）首相が演説の中で提起した「積極的で創造的

な豪州のミドル・パワー外交（active, creative Australian middle-

power diplomacy）」21に由来すると思われる。豪州は、中国におい

ても代表的なミドル・パワーの国家として目されている。

近年では、習近平政権が推進する「一帯一路」構想に対する豪州

の反応や 22、同国の対中ヘッジ戦略(対衝戦略)23 に関する分析もな

されている。それに加え、豪州が日本や米国、インドと共にインド

太平洋を重視するようになり、それら 4ヵ国による協力の枠組みで

ある QUAD（Quadrilateral Security Dialogue）の一員でもあること

から、その対外戦略にも注目が集まっている 24。

なお、周方銀は、豪州が米国の覇権を支える「戦略的な拠点国家

（戦略支点国家）」であるとしている。周によれば、「戦略的な拠

点国家」は、ある特定の大国のグローバル戦略や地域戦略を支え、

その影響力を著しく増強させる役割を果たす機能を有しており、米

国はそのような「戦略的な拠点国家」を複数擁している。欧州にお

ける英国、中東におけるイスラエルとサウジアラビア、アジア太平

洋地域における日本及び豪州といった諸国が米国の「戦略的な拠点

21	 “Address to the East Asia Forum in Conjunction with the Australian National 
University, Advancing Australia’s Global and Regional Economic Interests,” 
Department of the Prime Minister and Cabinet, March 26, 2008, http://
pmtranscripts.pmc.gov.au/release/transcript-15823.

22	 陳陶然「澳大利亞對『一帯一路』倡議的認知與反応」権衡主編『「一帯一路」倡

議與大國合作新發展』（上海 : 上海社會科學院出版社、2018 年）、頁 29～43。
23	 韋宗友「澳大利亞的對華對衝戰略」『國際問題研究』第 4 期（2015 年）、頁 54～

67。
24	 宋偉「試論澳大利亞的印太體係概念與戰略路徑選択」『上海交通大學學報（哲學社

會科學版）』第 24 巻第 2 号（2016 年）、頁 13～22。
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国家」であり、これらの国々が米国の世界的に卓越した影響力を支

えていると説いている 25。

本節で見たように、中国において、ミドル・パワーとしての豪州

への関心が増しつつある。そして、次節で論じるように、ミドル・

パワーとしての豪州は、周辺外交を推進する中国にとって重要な国

家になっている。

三　�中国が対豪関係を重視するようになった要因として

の周辺外交と米豪同盟

1 9 9 0 年代以降の中国では、日米同盟や北大西洋条約機構 

（NATO）といった米国とその同盟国との関係を主題とする研究が

多くなされてきた。その一方、2010 年の時点でも、米豪同盟が東

アジア地域全体や中国自身にとっても重要にかかわらず、米豪同盟

に関する研究が不十分である現状が指摘されていた 26。

そもそも、以前の中国では、豪州自体に対する関心があまり高

くはなかった。しかし、最近になり、豪州についての研究が中国に

おいて徐々に増えるようになってきている 27。豪州は大国ではない

が、中国では、対豪関係が外交政策全体の中で重要であることが認

知されるようになってきているという 28。また、依然として国際関

25	 毛莉「戰略支點國傢 : 研究未來十年中國外交和戰略體係構建的新視角 : 訪廣東

外語外貿大學廣東國際戰略研究院教授周方銀」『中國社會科學網』2014 年 7 月 17
日、http://news.cssn.cn/gd/gd_rwhn/gd_mzgz/201407/t20140717_1257830_2.
shtml。

26	 陶文釗「序言」李凡『冷戰後的美國和澳大利亞同盟關係』（北京 : 中國社會科學

出版社、2010 年）、頁 1。
27	 Jingdong Yuan, A Rising Power Looks Down Under, p.8.
28	 Weihua Liu and Yufan Hao, “Australia in China’s Grand Strategy,” Asian 

Survey, Vol. 54, No. 2 (March/April 2014), p. 367.
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係を専門とする中国の研究者は豪州をあまり重視しない傾向にある

が、外交の実務に携わる外交部は対豪関係に細心の注意を払ってき

たとの指摘もある 29。以上のように、中国において対豪関係が重視

されるようになってきていることは確かである。

それでは、近年になって、なぜ中国では対豪関係の重要性が意識

されるようになってきたのであろうか。ここでは、中国の外交・安

全保障に直接的に関連する 2 つの要因を挙げたい。

1 つ目は、中国の台頭に伴い、同国にとって周辺国との関係の重

要性が高まってきたことである。とりわけ、冷戦後から周辺外交を

進めてきた中国において、「小周辺」と「大周辺」の概念が出てき

たことは、中豪関係の在り方とも深く関連している。

中国が台頭してその国力が上昇し、かつ海外における権益が増

加するにつれて、「大周辺」外交が重要になってきた。中国では、

同国を取り巻く「小周辺」と「大周辺」という 2 つ種類の「周辺」

があると論じられている。まず、「小周辺」は、基本的に中国の領

土や領海と隣接する国家あるいは地域であり、ロシア、モンゴル、

東北アジア、東南アジア、南アジア、中央アジアがその範疇に含ま

れる。他方、「大周辺」は「小周辺」よりも広大で、その地理的な

範囲は、「小周辺」にも含まれる北東アジア、東南アジア、南アジ

ア、中央アジアから、西アジアやオセアニアにまで至る 30。中国か

らすると、米中間での争いが最も激しい地理的空間は「周辺」地域

であり、平和的な発展（和平発展）を遂げていく上で「大周辺」の

29	 Baogang He, “Collaborative and Conflictive Trilateralism Perspectives from 

Australia, China, and America” Asian Survey, Vol. 54, No. 2 (March/April 
2014), p. 265.

30	 祁懷高、石源華「中國周邊安全六大挑戰與大周邊外交戰略」張蘊嶺主編『新安全

観與新安全體係構建』（北京 : 社會科學文獻出版社、2015 年）、頁 287。
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安定を確保する必要がある 31。

そして、豪州は、その「大周辺」の中において存在感を増してい

ると考えられてきた 32。「大周辺」の中に位置するオセアニア域内の

豪州との友好関係は、中国の海洋安全保障にも直結すると指摘され

ている 33。また、冷戦後の中国は、経済分野での協力を推進するこ

とによって、近隣諸国が抱く台頭する中国に対する警戒心を和らげ

ようと「大周辺」外交を進めてきた。豪州との関係も、「大周辺」

外交の観点から重視されるようになってきたのである 34。それのみ

ならず、「大周辺」に対外拡張を続け、米国による対中包囲網の形

成阻止を狙う中国は、事実上の勢力圏の獲得を追求しており、その

中に豪州を取り込もうとさえしている 35。

2 点目は、豪州が米国の正式な同盟国であるという点である。中

豪関係は、中国にとって最重要である米中関係と直接的に関わって

おり、米国要因が両国関係に非常に大きなインパクトを与えると目

されている 36。中国のほとんどの専門家は、米豪同盟や日豪間での

安全保障協力を米国による対中封じ込め戦略の一環として捉えてい

31	 高飛、李明江「前言」高飛、李明江主編『中國大周邊關係 : 和平發展 VS戰略對

衝』（新加坡 : 八方文化創作室、2017 年）、頁 viii。
32	 張露、黃楫「大周邊戰略下的中澳關係發展」張蘊嶺主編『中國與周邊國傢：構建

新型夥伴關係』（北京：社會科學文獻出版社、2008 年）、頁 383～401。
33	 同上、頁 387、祁懷高、石源華、前掲「中國周邊安全六大挑戰與大周邊外交戰

略」、頁 287。
34	 張海森『中國與澳大利亞建立自由貿易區研究』（北京:對外経済貿易大學出版社、

2007 年）、頁 36～37。Baogang He, “Collaborative and Conflictive Trilateralism 

Perspectives from Australia, China, and America,” p. 266.
35	 Lei Yu, “China-Australia Strategic Partnership in the Context of China’s Grand 

Periphery Diplomacy,” Cambridge Review of International Affairs, Vol. 29, No. 
2 (2016), pp. 740-760.

36	 張露、黃楫、前掲「大周邊戰略下的中澳關係發展」、頁 393。
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る。例えば、2011 年に米豪間で決まった豪州のダーウィンへの米

海兵隊のローテーション展開は、米国による豪州を利用した対中封

じ込め戦略の顕著な例であると解釈されている 37。また、豪州自身

が米国との同盟関係を強化することにより、中国が米国の覇権に挑

むことを防いだり、米国優位の地域秩序を維持するために中国に対

抗しようとしているとの見方もなされてきた 38。

元々、米豪同盟は中国では注目を集める分析対象ではなかった

が、2010 年代以降の米豪同盟の強化に加え、2000 年代後半からの

日豪関係の深化に伴って着目されるようになってきたのである 39。

なお、中国においては、冷戦期から豪州に対する相反する 2 つの

見方が存在する。1 つは、豪州がその同盟国である米国に追随する

国家であるとの認識である。もう 1 つの見方は、豪州が常に米国と

対中政策で歩調を揃えてきた訳ではなく、豪州が米国に対して外交

的な独立性をある程度保ち、時には米豪間で食い違いが生じること

もあるというものである 40。

例えば、台湾の統一を目標としてきた中国にとって、豪州は台

湾海峡情勢とは切り離せない存在である。米国が台湾を政治的に支

えている以上、中国にとって米国は台湾問題における最大の障害で

37	 Baogang He, “Collaborative and Conflictive Trilateralism Perspectives from 

Australia, China, and America,” p. 255.
38	 喻常森、常晨光「中澳關係面面観 : 寫在中澳建交 40 周年之際」常晨光、喻常森主

編『中澳關係大趨勢 : 利益共同體的構建與展望』（広州 : 中山大學出版社、2012
年）、頁 48～49；嶽小穎『従「保障安全」到「提昇地位」: 第二次世界大戰後澳

大利亞對美國追隨政策之分析』（上海 : 上海社會科學院出版社、2013 年）、頁

199～200。
39	 Adam P. Liff, “China and the US Alliance System,” The China Quarterly, Vol. 

233 (March 2018), pp. 149-150.
40	 賈慶國、侯穎麗「走嚮平等互利 : 冷戰結束以來的中澳關係」『國際政治研究』第 3

期（1999 年）、頁 60。
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あり、米国の同盟国もそれを阻む存在である。そこで中国は、アジ

アでの地域協力を通じて、米豪同盟の弱体化のみならず、その解消

さえも狙って、台湾問題を巡る米豪のスタンスの乖離を図ってい

る 41。2005 年に豪州に亡命した中国の元外交官である陳用林は、中

国の対豪州政策には、短期と長期の狙いが込められているとする。

それによれば、短期的には同盟関係にある米豪間に楔を打ち込み、

仮に台湾海峡において米中間で戦争が起きたとしても、豪州が米国

側に与しないようにすることである。また、長期的には、経済成

長のために不可欠な純度の高い鉱物資源の輸入を確保することであ

る 42。中国は、豪州を米国から政治的に引き離すことによって、豪

州が米中の間で中立的な立場をとるように仕向けることを欲してい

るのである 43。

次節では、その時々の米中関係とリンクさせながら、冷戦後の中

豪関係を概観する。

四　�冷戦後の中豪関係 ： 米中関係とのリンクと近年の

関係悪化

1989 年 6 月の天安門事件によって、中国は西側諸国から経済制

裁を受けることになった。その後、日本が他の西側諸国に先駆けて

対中制裁を緩和したが、豪州も日本と同様に対中制裁をいち早く解

除した。その一方で、台湾やチベット、人権問題、あるいは米国に

41	 Baogang He, “Collaborative and Conflictive Trilateralism Perspectives from 

Australia, China, and America,” p. 254.
42	 “The Strategist Six: Chen Yonglin,” The Strategist, June 5, 2017, https://

www.aspistrategist.org.au/strategist-six-chen-yonglin/.
43	 Lei Yu, “China-Australia Strategic Partnership in the Context of China’s Grand 

Periphery Diplomacy,” p. 741.
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よる対中経済制裁といった争点においては、豪州が米国の立場を支

持していたこともあり、この時期の中豪関係は良好とは言えない状

態にあった 44。それでも、中豪間では、天安門事件後、すぐに要人

往来が行われるようになる 45。

しかし、1995 年から起きた第 3 次台湾海峡危機に加えて、1996

年 3 年に豪州でジョン・ハワード（John Howard）政権が発足する

と、中豪関係は暗転の兆しを見せ始めるようになる。この台湾海峡

危機の際、ハワード政権は米国側の姿勢を支持する姿勢を示し、中

国を非難することも躊躇わず、更には台湾海峡に海軍の艦艇 3 隻を

派遣したのであった。それのみならず、ハワード政権の親台湾的な

スタンスやチベット問題を巡る摩擦もあって、この頃の中豪関係は

明らかに悪化していた 46。また、1996 年 8 月の『人民日報』は、米

国が日米同盟を再定義したことに加え、米豪同盟を活性化させるこ

とにより、西太平洋での戦略的な立場を強化しているという警戒心

を示している 47。後年にはなるが、中国外交部の外交官としてのキ

ャリアがある李凡は、米豪同盟に関する自著の中で、1990 年代半

ば以降の両国間での同盟関係の強化は、明らかに中国に対して向け

られたものであるとの評価を下している 48。

それでも、中豪両国は、1996 年後半から関係修復に向かって

44	 Jingdong Yuan, A Rising Power Looks Down Under, p.11.
45	 Weihua Liu and Yufan Hao, “Australia in China’s Grand Strategy,” pp. 376-

377.
46	 Lei Yu, “China-Australia Strategic Partnership in the Context of China’s Grand 

Periphery Diplomacy,” pp. 746-747.
47	 李學江「美國的『兩只錨』（國際論壇）」『人民日報』（北京）、1996 年 8 月 6

日、頁 6。
48	 李凡『冷戰後的美國和澳大利亞同盟關係』（北京 : 中國社會科學出版社、2010

年）、頁 183。
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徐々に歩み寄りを見せるようになっていく。1997 年のハワードに

よる初の訪中や、1999 年の中国の国家主席としては初めてとなる

江沢民による訪豪が行われるなど、1990 年代終盤の両国関係は修

復に向かいつつあった 49。とは言え、1999年後半から 2000年前半に

かけて、台湾海峡情勢のみならず、ハワード政権による米国と連携

を取りながら東アジアの地域秩序安定を図る方針の表明もあって、

中豪関係には依然として課題が残っていることも浮き彫りとなっ

た 50。

それでも、21 世紀に入る前後から、ハワード政権の対中姿勢に

変化が現れる。2003 年には、中豪関係だけではなく、21 世紀の国

際関係における米中関係の最重要性を象徴するかのような出来事が

豪州を舞台として繰り広げられた。同年 10 月、米国のジョージ・

W・ブッシュ（George W. Bush）大統領が訪豪して同国の議会で

演説した。その翌日には、ブッシュと同じく訪豪中であった中国の

胡錦濤国家主席も豪州議会で演説を行ったのである。その後も、中

豪関係は比較的安定した状態で推移を保っていく 51。

だが、2006 年 3 月に日米豪の間での初となる戦略対話が開催さ

れ、更に 2007 年 9 月のアジア太平洋経済協力会議（APEC）期間

中にシドニーで日米豪首脳会談が初めて行われると、中国側で豪州

に対する不信感が募り始める。とりわけ、日本と豪州との間での安

49	 Colin Mackerras, “Australia-China Relations at the End of the Twentieth 
Century,” Australian Journal of International Affairs, Vol. 54, No. 2 (2000), 
pp. 187-191.

50	 William T. Tow and Leisa Hay, “Australia, the United States and a ‘China 
Growing Strong’: Managing Conflict Avoidance,” Australian Journal of 
International Affairs, Vol. 55, No. 1 (2001), p. 41.

51	 Lei Yu, “China-Australia Strategic Partnership in the Context of China’s Grand 
Periphery Diplomacy,” pp. 748-750.
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全保障協力の進展は、中豪関係に負の影響をもたらすものであると

も論じられるようになり、中国は日米豪の 3ヵ国協力を警戒するよ

うになった 52。その上、この頃から、米国が豪州も含めた東アジア

の国々と連携しながら自国を標的としたアジア版の NATO を結成

しようとしているのではないか、との疑念も中国国内では生じるよ

うになる 53。

2007 年 12 月、豪州でラッド政権が誕生すると、中国では中豪関

係への期待感が高まった。なぜならば、ラッドは中国語に堪能な元

外交官であり、知中派と目されていたからである。そして、2008

年 2 月、豪州において、中豪間の戦略対話が初めて開かれた。その

後の記者会見において、ステファン・スミス（Stephen Smith）外

相が日米豪印から成る QUAD への不参加を発表したのである 54。こ

の時のラッド政権による QUAD への政策転換は、豪州の対米接近

が止まっただけではなく、自国の豪州に対する影響力が高まったと

いう印象を当時の中国側にもたらした 55。

だが、ラッド政権が 2009 年版の国防白書を刊行すると、中国側

の姿勢が急変する。中国は何亜非外交副部長の訪豪をキャンセル

し、また李克強副首相の訪豪も遅らせるなど、ラッド政権に対する

不満を明確な形で示した 56。この 2009 年版の国防白書には、軍拡を

52	 周方銀「中國與澳大利亞關係的新發展」張蘊嶺、孫士海主編『亞太地區發展報告

2008』（北京 : 社會科學文獻出版社、2008 年）、頁 307～309。
53	 馬建英「『亞洲版北約』解析」『黨政幹部學刊』第 11 期（2007 年）、頁 49。
54	 “Joint Press Conference with Chinese Foreign Minister,” The Hon Stephen Smith 

MP, February 5, 2008, https://foreignminister.gov.au/transcripts/2008/080205_
jpc.html.

55	 Weihua Liu and Yufan Hao, “Australia in China’s Grand Strategy,” p. 383.
56	 Lei Yu, “China-Australia Strategic Partnership in the Context of China’s Grand 

Periphery Diplomacy,” p. 751.
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推し進める中国を名指しする記述などがあり、中国側は豪州に対し

て強く反発した。この他にも、英豪の資源大手リオ・ティント（Rio 

Tinto）買収騒動やウイグル問題に関連する事件もあり、中豪関係

はハワード政権初期のような最悪とも言える状態に陥った 57。

2011 年 11 月、米国のバラク・オバマ（Barack Obama）大統領

が豪州を訪問し、米海兵隊を豪州のダーウィンにローテーション形

式で駐留させることなどが合意され、米豪同盟に進展があった。中

国外交部の報道官は、米豪間での合意について、国際経済が停滞

し、国際社会の共通認識を育んでいくことが焦点になっている最中

において、軍事同盟の強化や拡大は時代に即していないとする批判

的なコメントを出したのであった 58。

その一方、中豪関係は、2010 年代前半から半ばにかけて大きく

発展を遂げることにもなっていた。下記のように、2014 年 11 月に

は、中豪間での自由貿易協定（FTA）の合意に至り、2015 年 6 月

に豪州で調印された。2015 年 3 月には、日米は不参加のアジア・

インフラ・投資銀行（AIIB）に豪州が加盟する等、中豪関係は特

に経済分野で深化するようになった 59。

しかしながら、経済分野での関係進展とは対照的に、米中や日

中間での角逐激化に伴い、中豪関係は外交面で複雑な様相を呈する

ようになる。とりわけ、南シナ海問題のような海洋を巡る領土問題

57	 福嶋輝彦、前掲「同盟か、市場か？」、77～78 ページ。
58	 「美國澳大利亞將宣布籤署永久駐軍協議中方迴應」『人民網』2011 年 11 月 16 日、

http://world.people.com.cn/GB/8212/191617/9491/211918/16275824.html。
59	 近年の中豪間での経済分野を主とした関係深化については、次のレポートが詳し

い。East Asian Bureau of Economic Research and China Center for International 
Economic Exchanges, Partnership for Change: Australia-China Joint Economic 
Report (Canberra: Australian National University Press, 2016).

$0915.indd   162 2019/7/24   下午 02:06:01



2019 年 4.5.6 月号� 中国の周辺外交におけるミドル・パワーとしての豪州

－163－

において、両国関係が錯綜する場面が度々見受けられるようになっ

た。

2013 年 11 月、中国が東シナ海に防空識別圏（ADIZ）を設定し、

それに対して日本が抗議すると、豪州も日米と歩調を揃えて中国を

非難した。一方の中国側は、外交部の報道官が豪州側に対して厳正

な交渉の申し入れを行ったことと、強烈な不満を表明したことを明

らかにして、中豪関係に悪影響を及ぼさないようにと強調した 60。

それでも、両国間での経済的な結びつきが深まる最中の 2014 年

11 月、豪州で開かれた G20 に出席するために習近平国家主席が豪

州を訪問した。この訪豪の際、中豪首脳間で両国関係を「全面的な

戦略的パートナーシップ ( 全面戦略夥伴関係 )」にまで引き上げる

ことで合意がなされただけではなく、FTA 交渉が実質的に終結し

たことも発表され 61、中豪関係は新しい段階に入ったのであった。

2015 年 10 月に米国海軍が初めて南シナ海で「航行の自由」作戦

を実施した翌 11 月から 12 月までにかけて、豪州も同海域に哨戒機

を派遣し、「航行の自由」作戦に加わったとの報道がなされた。こ

の報道について、中国外交部の報道官は、豪州の名前に直接言及す

ることは避けつつも、一部の域外国が南シナ海問題に関わることに

よって、事態を複雑化させないようにすることを希望するとのコメ

60	 「外交部發言人秦剛就澳大利亞外長關於我國劃設東海防空識別區有關聲明事答

記者問」中華人民共和國外交部、2013 年 11 月 27 日、http://www.fmprc.gov.
cn/web/gjhdq_676201/gj_676203/dyz_681240/1206_681242/fyrygth_681250/
t1102982.shtml。

61	 「習近平同澳大利亞總理阿博特舉行會談一致決定建立中澳全面戰略夥伴關係宣

布實質性結束中澳自由貿易協定談判」中華人民共和國外交部、2014 年 11 月 17
日、https://www.fmprc.gov.cn/web/gjhdq_676201/gj_676203/dyz_681240/�
1206_681242/xgxw_681248/t1211809.shtml。
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ントを出している 62。

2016 年 7 月、仲裁裁判所が南シナ海の領有権をめぐる問題で中

国側の主張を認めない判決を出すと、中国側はこれに断固として反

対する姿勢を示した。豪州は、この判決に法的な拘束力があること

を支持する声明を発表したが、中国側は豪州に厳重に抗議し、その

立場に反対するとしながら、豪州が南シナ海問題の当事国ではない

とも非難したのであった 63。更に、同月 25日のラオスでの東アジア

首脳会議（EAS）の際に開かれた日米豪外相会談において、その 3

ヵ国が仲裁裁判所の判決への支持を改めて表明すると、中国側は再

び反発した 64。それ以降も、中国側は、南シナ海問題に豪州側が干

渉しないことを要求している。例えば、2016 年 10 月に北京を訪れ

たマーク・ビンスキン（Mark Binskin）豪州空軍司令官に対して、

範長龍中央軍事委員会副主席は、豪州が南シナ海に関する問題で慎

重な対応を取ることや、同問題における言動を一致させるべきであ

ると主張した 65。

2017 年 1 月に米国でドナルド・トランプ（Donald Trump）政権

が誕生すると、中国は豪州により接近する動きを見せるようにな

62	 「2015 年 12 月 15 日外交部發言人洪磊主持例行記者會」中華人民共和國外交部、

2015 年 12 月 15 日、http://www.fmprc.gov.cn/web/fyrbt_673021/t1324481.
shtml。

63	 「2016 年 7 月 14 日外交部發言人陸慷主持例行記者會」中華人民共和國外交部、

2016 年 7 月 14 日、http://www.fmprc.gov.cn/web/fyrbt_673021/jzhsl_673025/
t1381550.shtml。

64	 「外交部發言人陸慷就日本、美國、澳大利亞發表聯合聲明涉南海、東海問題事答

記者問」中華人民共和國外交部、2016 年 7 月 27 日、http://www.fmprc.gov.
cn/web/gjhdq_676201/gj_676203/dyz_681240/1206_681242/fyrygth_681250/
t1385098.shtml。

65	 尹航「範長龍會見澳國防軍司令和國防部祕書長」『解放軍報』（北京）、2016 年

10 月 13 日、頁 1。
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る。同年 3 月には、李克強首相が豪州を公式訪問し、自由貿易の重

要性を説くなど、トランプ政権の保護主義を暗に批判するかのよう

なスピーチを行っている。それだけではなく、明らかに中豪関係に

関する文脈の中で、李は、豪州が冷戦時代のようにいずれかの陣営

に付くようなことは見たくないとして、豪州が米国の側に与するこ

とにクギを指すかのような発言をしている 66。

しかし、2017 年になると、中豪間では新しい外交問題が生じる

ことになる。それは、中国が豪州国内で政治的な工作活動を行って

いるという懸念が豪州で高まり、中豪関係を大きく揺るがすことに

なった一連の出来事であるが、この点に関しては次節で見ることに

する。

2018 年に入ってからも、中豪間ではトラブルが続くことにな

る。1 月に、豪州のコンセッタ・フィエラバンティ・ウェルズ

（Concetta Fierravanti-Wells）国際開発・太平洋担当相が中国の南

太平洋諸国に対する開発支援を批判すると、中国側はそれを事実と

反したものであると反発した 67。4月には、詳細は明らかにならなか

ったものの、南シナ海を航行していた豪州海軍の軍艦 3 隻が中国海

軍側から挑発を受けたがことが報道されたが 68、中国国防部は事実

でないと主張した 69。更に、同時期に中国の成競業駐豪州大使が、

66	 「李克強在澳大利亞總理特恩布爾舉行的歡迎宴會的致辭（全文）」中華人民共和國

外交部、2017 年 3 月 24 日、http://www.mfa.gov.cn/web/zyxw/t1448326.shtml。
67	 「2018 年 1 月 10 日外交部發言人陸慷主持例行記者會」中華人民共和國外交部、

2018 年 1 月 10 日、https://www.fmprc.gov.cn/web/fyrbt_673021/jzhsl_673025/
t1524690.shtml。

68	 Andrew Greene, “Australian Warships Challenged by Chinese Military in South 
China Sea,” ABC, April 20, 2018, https:www.abc.net.au/news/2018-04-20/
south-china-sea-australian-warships-challenged-by-chinese/9677908.

69	 「國防部新聞局就澳大利亞媒體炒作中澳軍艦南海相遇事答記者問」『中國軍網』

$0915.indd   165 2019/7/24   下午 02:06:01



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－166－

最近の中豪間では信頼が欠如しているとしながら、将来、中国側が

豪州に対する貿易戦争を仕掛けるのではないかとも解釈できるよう

な発言をしている 70。

8 月、豪州でスコット・モリソン（Scott Morrison）政権が発足

すると、中国側は豪州の新政権と共に両国関係を発展させたいとの

意思を表明している 71。しかし、そのおよそ 10 日後には、『環球時

報』紙が「中豪関係が改善するのは良いが、改善しなくても構わな

い」と題する社説を出した。中国側では豪州の新政権誕生によって

中豪関係が変化するとの見方は主流ではない上に、豪州側にとっ

て、中国は尊重及び真剣に対応しなければならない大国であると主

張する等 72、中国側は豪州に対する手厳しい姿勢を崩さないという

一種のメッセージを送った。それでも、11 月に EAS 関連の一連の

会議が行われていたシンガポールにおいて、初めて李克強とモリソ

ンが会談を行い、中国側は関係改善に前向きな姿勢を示したのであ

った 73。

ここ数年の米中関係や日中関係の不安定化、南シナ海情勢の緊迫

化等を受けて、中豪関係は混迷を深めるようになってきており、両

国関係は転換期を迎えつつある。

2018 年 4 月 20 日、https://www.81.cn/jwgz/2018-04/20/content_8010174.htm。
70	 “China Warns Australia over Hostile Sentiment,” People’s Daily Online, April 

20, 2018, http://en.people.cn/n3/2018/0420/c90000-9451678.html.
71	 「2018 年 8 月 24 日外交部發言人陸慷主持例行記者會」中華人民共和國外交部、

2018 年 8 月 24 日、https://www.fmprc.gov.cn/web/fyrbt_673021/jzhsl_673025/
t1587984.shtml。

72	 「社評 : 中澳關係改善則好、不改善也無所謂」『環球時報』（電子版）2018 年 9 月

4 日、http://opinion.huanqiu.com/editorial/2018-09/12925657.html。
73	 張慧中、趙益普「李克強同澳大利亞總理莫里森舉行第六輪中澳總理年度會晤」『人

民日報』（北京）、2018 年 11 月 15 日、頁 3。
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五　�中国による米豪同盟への対応 : 豪州国内での中国

による政治工作に関する動向

近年、中国が他国で政治工作を実施することにより、その国の

世論を自国にとって好ましい方向に仕向けようとしている動きが取

りざたされるようになっている。中国による他国での政治工作の目

的は、米国とアジア太平洋域内のその同盟国との間に楔を打ち込ん

で、米国の同盟ネットワークを弱体化させることにある。そして、

豪州もそのターゲットになっている 74。

中国が米豪間に楔を打ち込もうとしても、その成功の見込み

は少ないという指摘もなされてきた 75。しかし、豪州メディアと

のインタヴューにおいて、米国のヒラリー・クリントン（Hilary 

Clinton）元国務長官が中国による国内政治への干渉に注意するべ

きであると警鐘を鳴らしているように、豪州国内における中国の工

作活動が国際的な注目を集めており、米豪同盟への余波も憂慮され

ている 76。また、近年のシャープ・パワー（sharp power）と称され

る概念の提起もあり、中豪間での問題は、特に西側諸国で人目を引

くようになった。シャープ・パワーとは、中国やロシアのような権

威主義体制国家が民主主義国の政治制度やその開放的な社会といっ

た特徴につけ込むことによって、自国にとって都合の良い情報操作

や世論工作を行い、民主主義国内部での影響力拡大を狙う動向であ

74	 Bates Gill and Benjamin Schreer, “Countering China’s ‘United Front’,” The 
Washington Quarterly, Vol. 41, No. 2 (Summer 2018), p. 161.

75	 Mohan Malik, “Australia, America and Asia,” Pacific Affairs, Vol. 79, No. 4 
(Winter 2006-2007), pp. 587-595.

76	 Leigh Sales, “Hillary Clinton Warns of Chinese Influence on Australian 
Politics,” ABC, May 14, 2018, http://www.abc.net.au/news/2018-05-14/�
hillary-clinton-warns-of-chinese-influence-in-australia-politics/9754928.
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る。豪州においては、中国による豪州国内での政治工作活動が大き

く報道されるようになると、中国のシャープ・パワーが脚光を浴び

るようになった 77。

豪州国内における中国のシャープ・パワーが取りざたされるよう

になった発端は、2016 年からその翌年にかけて、野党の労働党に

所属するサム・ダスティアーリ（Sam Dastyari）上院議員が、中国

政府とつながる組織や人物から便宜を受けていただけではなく、中

国の南シナ海問題に関する主張に同調するような発言をしたこと等

から、中国が豪州国内において政治的な影響力を高めようと様々な

活動を行っているのではないか、との疑惑が強まったことである。

ダスティアーリに関しては、中国政府と深い関係にあると目される

華人の富豪である黄向墨や、その関連団体から金銭的な供与があっ

たというメディア報道がなされるようになり、その責任を取るとい

う意向から、同議員は 2018 年 1 月に議員辞職した 78。

中国による豪州国内での政治的な活動の背景には、中国共産党の

組織である中共中央統一戦線工作部が暗躍しているとの見方が根強

く、その実態が注目されている。また、米国やニュージーランド、

台湾でも同様の政治工作が行われていることが指摘されている 79。

豪州国内において、中国の見えない圧力がかかったとも言える象

徴的な事件は、クライヴ・ハミルトン（Clive Hamilton）による著

77	 石原雄介「中豪関係と『シャープパワー』概念」『NIDS コメンタリー』第 82 号、

2018 年 8 月 1 日。
78	 同上。
79	 Alexander Bowe, “China’s Overseas United Front Work: Background and 

Implications for the United States,” U. S.-China Economic and Security Review 
Commission Staff Research Report (Washington D. C.: U. S.-China Economic 
and Security Review Commission, 2018).
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書『静かなる侵略（Silent Invasion）80』を巡る一連の騒動である。

中国が豪州国内でどのよう政治的な工作活動をしているのかについ

て記したこの書籍を刊行しようとしたところ、中国政府から訴訟を

受けるリスクがあるということで、出版社が同書の出版を延期する

決定を下した。結局、同書は別の出版社から後日に出版されたが、

この騒動は豪州国内で高まる中国の影響力を象徴する出来事として

広く知られるようになった 81。

これらの事態を受けて、豪州政府は外国人や外国政府のロビー活

動を制限する法案を成立させる等の対策案を打ち出したが、中国側

は豪州の反応に対して極めて批判的である。例えば、2018 年 5 月

に豪州のジュリー・ビショップ（Julie Bishop）外相と会見した中

国の王毅外交部長は、中豪関係は豪州側の原因によって悪化してい

ると述べ、また中国が他国の内政に干渉するようなことはないと主

張しながら、両国関係の発展のために豪州は色眼鏡を外して中国を

見るべきであると発言した 82。また、中国共産党の機関紙『人民日

報』も、2017 年以降は豪州を手厳しく非難する論評を掲載するよ

うになる等 83、豪州に対する厳しい批判が繰り返し行われた。2019

年 2 月には、豪州国内での政治工作に関わっていたと見られた上述

80	 Clive Hamilton, Silent Invasion: China’s Influence in Australia (Melbourne: Hardie 
Grant Books, 2018).

81	 高橋香織「豪、多文化主義の危機（中国化進む世界）」『日本経済新聞』

（電子版）、2018 年 3 月 29 日、https://www.nikkei.com/article/DGXMZO�

28500370T20C18A3000000/。
82	 「王毅會見澳大利亞外長畢曉普」中華人民共和國外交部、2018 年 5 月 22 日、

http://aalco-beijing.mfa.gov.cn/web/wjbzhd/t1561277.shtml。
83	 鍾聲「澳方對華認知須從事實出發」『人民日報』（北京）、2017 年 12 月 11 日、

頁 3；曾繁強「『小人之心』是澳『恐華』癥結」『人民日報（海外版）』（北京）、

2018 年 4 月 3 日、頁 10。
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の黄向墨に対し、豪州政府が事実上の国外退去処分を下した。それ

を受け、中国政府側は、改めて自国が他国の内政に干渉するような

ことはないと主張している 84。

このようにして、2017 年以降の中豪関係は短期間で大きく悪化

することになった。中国は、米豪同盟を含めた米国の同盟ネットワ

ークを以前よりも安全保障上の脅威として捉えるようになってきて

いる。それに加え、「大周辺」の現出やミドル・パワーの豪州が持

つ地政学的な価値が上がるにつれて、中国にとって対豪関係が持つ

意味合いがより重要性を帯びるようになってきた。その結果、米豪

同盟に楔を打ち込む目的から、シャープ・パワーを駆使しようとす

る中国が豪州国内での政治工作を強化するようになったと見られ

る。

六　おわりに

ここまで、ミドル・パワーの国々との関係強化や周辺外交に本

格的に着手するようになった中国にとって、「大周辺」に所在する

豪州の戦略的な価値が高まってきたことを論じてきた。それに加え

て、米国の同盟ネットワークを脅威として認識している中国が、米

豪同盟に楔を入れようとしてきたことについても説明した。中国

は、自国に向けられた包囲網形成を防止するため、自らの勢力圏に

豪州を取り込み、米国に対抗しようとしていると結論付けることが

できる。

このような中国による米豪同盟へのアプローチが功を奏してい

84	 「2019 年 2 月 11 日外交部發言人華春瑩主持例行記者會」中華人民共和國外交部、

2019 年 2 月 11 日、https://www.fmprc.gov.cn/web/fyrbt_673021/jzhsl_673025/
t1636893.shtml。
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るのか否かを断言することは容易ではないが、今後のインド太平洋

地域の情勢を占う上で、これからも中豪関係を注視していく必要が

ある。また、米中間での戦略的な競争が今後も続いていくと予想さ

れることから、引き続き中豪間では様々な摩擦が起きていくであろ

う。

本稿では、主に米国の存在が中豪関係に与える影響に焦点を当て

てきた。この結論部では、日本の存在が中豪関係にどのような影響

を及ぼすかについて、簡潔に考察してみることにしたい。

前述のように、中国においては、米国の同盟国である日本が豪州

との関係を深めていることが警戒視されており、それ故に豪州に関

する分析も増えるようになった 85。米国の対外政策や豪州の国内政

治といった要素だけではなく、日本が中豪関係に及ぼす影響も決し

て小さくはなく、また、日本が豪州を対中牽制のために利用してい

ると中国では見られてきたのである 86。そして、ニック・ビズリー

（Nick Bisley）が指摘するように、日中間での競争が豪州の対外

政策に影響を及ぼす度合いは、これまで過小評価されてきたと言え

る 87。したがって、中豪関係や豪州を巡る国際関係を分析する際に

は、米国だけではなく、日本も肝要なアクターとして念頭に置く必

要がある。

近年、日本政府高官からは、日豪関係が準同盟（quasi-alliance）

85	 Adam P. Liff, “China and the US Alliance System,” pp. 149-150.
86	 張露、黃楫「大周邊戰略下的中澳關係發展」、頁 393～397；周方銀「中國與澳大

利亞關係的新發展」張蘊嶺、孫士海主編『亞太地區發展報告　2008』（北京 : 社

會科學文獻出版社、2008 年）、頁 307～309。
87	 Nick Bisley, “Australia Navigates Sino-Japanese Competition: Engaging, Binding 

and Hedging,” in Jeffrey Reeves, Jeffrey Hornung and Kerry Lynn Nankivell 
(eds,), Chinese-Japanese Competition and the East Asian Security Complex: Vying 
for Influence (New York: Routledge, 2017), pp. 143-158.
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の域に達したとの声も聞かれるようになった通り 88、近年の両国は

安全保障分野で緊密な協力を行うようになっている。ただし、日豪

間に問題がないわけではない。例えば、日本の潜水艦「そうりゅ

う」の豪州への輸出を巡る案件では、日豪間での対中及び対米認識

の間に温度差があることが露呈しただけではなく、日本側で自国の

防衛産業を巡る事情が優先にされたことから、結局その取引は不成

立となった 89。今後、日本が豪州との関係や安全保障協力を強化し

ていくのであれば、中豪関係や豪州についての理解をより深めるこ

とが求められる。だが、日本の政策が中豪関係や豪州に及ぼす影響

に関しては、どの程度日本で理解されているのかが不透明な部分も

ある。よって、日本要因が中豪関係に影響を与えてきメカニズムに

ついての分析は、今後の研究課題として残されていると言える。　

最後に、上述の『静かなる侵略』の著者であるハミルトンは、日

本のメディアとのインタヴューにおいて、自身も巻き込まれた中国

政府による言論の自由を弾圧するかのような出来事は日本でも起こ

りえると警告している 90。中国が他国の言論の自由を制約するよう

なケースは、今後も実際に起きていく可能性がある 91。日本として

88	 John Garnaut, “Australia-Japan Military Ties Are a ‘Quasi-Alliance’, Say 
Officials,” The Sydney Morning Herald, October 26, 2014, http://www.smh.
com.au/national/australiajapan-military-ties-are-a-quasialliance-say-officials-
20141026-11c4bi.html.

89	 松村昌廣「日豪同盟の幻影 : 豪州における『そうりゅう』型潜水艦輸入論争」『問

題と研究』第 46 巻第 3 号（2017 年）、65～92 ページ。
90	 「中国の介入『日本も脅威認識を』豪チャールズ・スタート大 　クライブ・ハミ

ルトン教授」『産経ニュース』2018 年 3 月 20 日、http://www.sankei.com/world/
news/180320/wor1803200054-n1.html。

91	 ニュージーランドの中国専門家であるアンマリ―・ブレディ(Anne-Marie Brady)
の自宅及び大学のオフィスにあったパソコンや研究資料等が、何者かによって盗

まれる事件があった。ブレディがニュージーランド国内における中国の政治工作
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は、中国との関係を改善していく必要はある。しかし、もしも中国

が日本国内で世論工作のような政治的な活動を行うようであれば、

日本としては、これに対抗するための措置を徹底的に実施するべき

である。

（寄稿：2019 年 3 月 11 日、採用：2019 年 6 月 5 日）

等に関する研究をしていたことから、この事件には中国当局の関与があったとの

見方が浮上した。しかし、ニュージーランド当局が捜査に積極的でないとのこと

から、303 人にのぼる世界各国の研究者やジャーナリスト達がブレディの研究を

サポートする署名を公表したのであった。“Open Letter on Harassment Campaign 
against Anne-Marie Brady,” Sinopsis, December 5, 2018, https://sinopsis.cz/
en/open-letter-on-harassment-campaign-against-anne-marie-brady-2/.

$0915.indd   173 2019/7/24   下午 02:06:01



問題と研究� 第 48 巻 2 号

－174－

中國周邊外交下作為中等強國的澳洲：

中澳關係的展開及其對美澳同盟的影響

山﨑周

（青山學院大學總合研究所助理研究員）

【摘要】

對於崛起的中國而言，加強和深化與「中等強國」之間的關係，

逐漸成為外交的主要目標之一。在中美兩國而言，在兩強戰略競逐之

下，「中等強國」的重要性提升。其中，澳洲作為印度太平洋地區的

「中等強國」，近年來在中國受到關注。

本文旨在探討中國在後冷戰時期如何對澳洲展開外交策略。對於

新興崛起的中國來說，印度太平洋地區「中等強國」的重要性逐漸提

高。其中，特別是作為「中等強國」代表的澳洲，近年來突顯出了存

在感。甚至可以說，中國欲分化美澳同盟關係，而將澳洲納入自身的

勢力範圍。然而，日本也是在中澳關係型塑下的關鍵角色。因此，在

分析雙邊關係時，不應低估日本對中澳關係的影響因素。

關鍵字：中澳關係、美澳同盟、中等強國、周邊外交、銳實力
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Australia as Middle Power in China’s 
Periphery Diplomacy: How the Evolving 

China-Australia Relations Affect the U.S.-
Australia Alliance 

Amane Yamazaki
Research Fellow, Research Institute, Aoyama Gakuin University

【Abstract】

Strengthening and keeping diplomatic relations with middle 

powers are becoming one of the main focus for rising China. The 

intensifying U.S.-China rivalry makes middle powers’ strategic values 

much higher for the two great powers. Of these, a middle power in the 

Indo-Pacific region, Australia, attracts careful attention from some 

scholars and policy-makers in contemporary China.

In this article, I examine China’s strategy towards Australia in the 

post-Cold War era. Today, Australia is a significant country for China 

due to two factors: Beijing’s periphery diplomacy and Canberra’s 

alliance relationships with Washington. China is not only trying to 

drive a wedge between the U. S. and Australia, but also, it aims to 

incorporate Australia into its sphere of influence in order to prevent 

the emergence of an anti-China coalition, which could be led by 

Washington. It can been seen that China is taking proactive actions 

to split the U.S.-Australia alliance. In addition, Japan is also a key 

player that can shape the trajectory of China-Australia relations. Thus, 

Tokyo’s impact on China-Australia relations should not be underrated 
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when we analyze the bilateral ties. This point will be a future subject 

for investigation.

Keywords:  China-Australia relations, the U.S.-Australia alliance, 

middle power, periphery diplomacy, sharp power
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【最近の日台学術交流イベント】

〈日本の起業家教育の現状と Startup Weekend〉 講演会

講演者：山下悠（滋賀大学経済学部准教授）

開催日：2019 年 4 月 22 日

開催場所：台中科技大学 3613 教室

主催：�公益財団法人日本台湾交流協会、台中科技大学日本研究セン

ター

国際学術シンポジウム〈革新的な日本語教育と研究〉

開催日：2019 年 5 月 4 日

開催場所：大葉大学 A505 会議ホール

主催：大葉大学応用日語系

台湾大学×京都大学共同研究会〈江戸と明治の対話〉 

開催日：2019 年 5 月 10 日

開催場所：台湾大学外文系会議室（校史館 1F）

主催：台湾大学日本研究センター、京都大学人文科学研究所

国際学術シンポジウム〈日本の言語・文化・思想・宗教・社会・歴

史に関する研究と教育〉

開催日：2019 年 5 月 18 日

開催場所：中国文化大学陽明山校暁峰国際会議ホール

主催：中国文化大学日本語文学系
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第 9 回 日台アジア未来フォーラム〈帝国日本の知識とその植民地：

台湾と朝鮮〉

講演者：山室信一（京都大学名誉教授）ほか

開催日：2019 年 5 月 31 日

開催場所：台湾大学凝態センター国際会議ホール

主催：�渥美国際交流財団関口グローバル研究会、台湾連合大学系統

文化研究国際センター、交通大学社会與文化研究所、交通大

学文化研究国際センター、中央研究院人文社会科学研究中心

政治思想研究専題センター、科技部優秀年軽学者研究計画、

台湾大学日本研究センター、中国文化大学東アジア人文社会

科学研究院、亜際文化研究国際修士学位学程

名義賛助：台湾日本人会、台北市日本工商会

賛助：�中鹿営造股份有限公司、台湾山葉機車工業股份有限公司、全

日本空輸股份有限公司、日商瑞穂銀行、三三会青年企業家委

員会、台日商務交流協進会、日商良基注入営造股份有限公司

台湾分公司

〈アジア平和のリスク：強権政治闘争の回避〉国際シンポジウム

開催日：2019 年 6 月 17 日

開催場所：パレ・デ・シンホテル（君品酒店）5F グランドホール

主催：�政治大学国際事務学院、アメリカ・ブルッキングス研究所東

アジア政策研究センター

共催：�政治大学外交学系、政治大学東アジア研究所、政治大学国際

研究英語修士学程
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� （論文掲載順）
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◆論文の投稿について

『問題と研究』（季刊）は、日本国内外の多くの方々からの論文投稿を

歓迎いたします。投稿につきましては、以下要綱をご参考ください。
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たものとし、未発表のものに限ります。本文使用言語は日本語を原則

とし、中国語論文については別途相談に応じます。

2.	�投稿の締め切り期限は特に設けられておらず、随時受け付けています。

3.	�ご投稿いただいた論文は、弊誌編集委員会が投稿原稿の内容に応じて

レフェリーを決め、匿名による査読を委嘱し、査読結果を踏まえ掲載

の当否を決定します。また、弊誌編集委員会は投稿原稿の書式及び文

言に対する削除・修正の権利を有します。

4.	論文投稿についてのお問い合わせ先は、下記の通りです。

	 台湾 11666 台北市文山区木柵萬壽路 64 号

	 国立政治大学国際関係研究中心

	 日本語版『問題と研究』編集担当：井上園子

	 電話：+886-2-8237-7379  e-mail：iirj@nccu.edu.tw

◆論文執筆要綱

一、�原稿：MSWordファイルにて作成し、約1万2千字～1万8千字（脚注、

図表、参考文献を含む）。本文とは別に、日本語及び中国語（または

英語）にて、論文表題、要約（日本語 400 字以内、英文 200 ワードま

たは、中国語 300 字）、4～5 語のキーワードを付記してください。

二、�論文の送付は、MSWord ファイルの添付にてメール（iirj@nccu.edu.

tw）でお送りください。メールの件名は「投稿論文の送付」とし、

メールの本文に所属・氏名・連絡先（住所・電話・Fax 番号・メール
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アドレス）をご記入下さい。なお、論文の中には、名前など執筆者

を識別できるような表現を控えてください。また、同時に投稿声明

書（本書 2 ページ）を送付（郵送、Fax または e-mail）ください。

三、�論文中の全ての引用文献は、その引用元を全て本文ページ下脚注及

び文末の参考文献に明記してください。（本文中〔脚注〕に掲載の

ない文献は、参考文献としない。）

四、脚注及び参考文献例（日：日本語、中：中国語、英：英語）

1.	書籍

	 (1)	日：�作者姓名『書名』（出版社名、出版年）、x ページ（又はx-xx

ページ）。

	 (2)	中：�作者姓名『書名』（出版地：出版者、出版年）、頁x 或頁x-x。

	 (3)	英：�Author(s)’ full name, Complete Title of the Book, edition (if not 

original), Number of volumes (Place of publication: Publisher, 

Year of publication), Volume number (if any), p. x (or pp.x-xx).

2.	論文

	 (1)	日：�学術誌：作者姓名「論文名」『雑誌名』巻数号数（出版年月）、

x ページ（または x～x ページ）。

	 	 　　�書籍の一部：作者姓名「論文名」編者『書名』（出版社、出

版年）、x ページ（または x～x ページ）。

	 (2)	中：�学術誌：作者姓名「篇名」『刊物名稱』第 x卷第 x期（年月）、

頁 x 或頁 x～xx。或作者姓名「篇名」『期刊名』（出版地）、

第 x 卷第 x 期（出版年）、頁 x（或頁 x～xx）。

	 	 　　�書籍の一部：作者姓名「篇名」編者『書名』版別（出版地：

出版社、出版年份）、頁 x（或頁 x～xx）。

	 (3)	英：�学術誌：Author’s full name, “Title of the Article,” Name of the 

Periodical, Vol. X, No. X (Month/Quarter Year), p. x (or pp. 

x～xx).
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	 	 　　�書籍の一部：Author’s full name, “Chapter Title,” in Editor/

Editors’ full name(s)ed(s)., Complete Title of the Book (Place of 

the publication: Publisher, Year of publication), Volume number 

(if any), p. x (or pp. x～xx).

3.	新聞

	 (1)	日：作者姓名「記事の題目」『新聞名』発行年月日、x 面。

	 (2)	中：�作者姓名「篇名」『報紙名』（出版地）、年月日、第 x 版。

	 (3)	英：�Author’s full name, “Title of the Report,” Title of the Newspaper, 

Date, p. x (or pp. x～xx).

4.	翻譯作品

	 (1)	日：�原作者姓名（翻訳者名訳）『書名』（出版社名、出版年）、x

ページ（または x～x ページ）。

	 (2)	中：�譯者譯、Author(s)’ full name 著『書名』版別（出版地：出

版社、出版年份）、頁 x（或頁 x～xx）。

	 (3)	英：�Author(s)’ full name, Complete Title of the Book, trans. by 

Translator(s)’full name, edition (if not the original), Number of 

volumes (Place of publication: Publisher, Year of publication), 

Volume number (if any), p. x (or pp. x～xx).

5.	ウェブサイト

	 �インターネット上の資料を引用する際は、基本的に上記書式を用い、

最後に必ず URL を明記する。

6.	二回目以降の引用

	 (1)	日中：�作者姓名、前掲書（前掲論文、前掲紙、前掲資料など）、

x ページ。同一作者著作複数の場合、作者姓名、前掲『書

名、短縮名』、x ページ。

	 	 英：�Author’s full-name, Shortened Title of the Book/Article, page(s).

	 (2)	直前と同じ場合
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	 	 日中：同上、x ページ（頁 x）。

	 	 英：ibid.

	 (3)	前述脚注と同じ場合

	 	 日中：注 x、前掲書（前掲論文、前掲紙、前掲資料）。

	 	 英：（1）と同じ。

7.	参考文献

	 �上記脚注の他、参考文献を本文末に列記。列記した英語以外の文献

は、ローマ字（中国語は拼音）及び英語訳を加える。

	 (1)	�参考文献の書式は、原則、脚注と同様であり、書籍、フォーラム

・会議論文及び修士・博士論文のみ、ページ数を記載しなくても

よい。

	 (2)	�全ての文献は、日本語、中国語、英語、その他の言語の順にて並

べる。

	 (3)	�日：作者の姓五十音順、中：作者の姓画数順、英：作者の姓アル

ファベット順（姓を前、名を後にして表記）にて並べる。

	 (4)	�書籍の一部（章）を参考文献とする際は、章の作者名により並べ

る。

	 (5)	�翻訳作品は、翻訳言語により、日訳文は原作者の姓五十音順、中

訳文は訳者姓画数順、英訳文は原作者の姓アルファベット順にて

並べる。

	 (6)	�同一作者の文献が多数ある際は、出版の早い順に並べる。

五、�執筆に関する詳細は、本刊ホームページ（国立政治大学国際関係

研究センター→学術出版）にてご確認ください。

　　URL：http://iir.nccu.edu.tw/
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編集後記

台湾の学校では一足早い夏休みを迎え、7 月初日の台湾桃園国際

空港は子ども連れの出国者が目立った。航空会社にとっては旅行客

を迎える大切な時期であるが、出国ロビーの一部カウンターは完全

に閉じられたままであった。6 月 20 日、台湾大手航空会社・長栄

（エバー）航空の客室乗務員が加入する労働組合が、待遇改善を求

めるストライキを行ったのである。この日はスト開始からすでに

10 日が過ぎており、空港内で目立った混乱はなかったが、他社の

受付カウンターでは同社欠航による乗客増加を知らせる張り紙があ

り、引き続き影響が心配されていた。長期に渡ったストライキによ

り同社の日本路線を含む多数の便で欠航が相次ぎ、7 月から夏休み

を迎えた多数の旅行者も予定変更を余儀なくされた。今年 2 月に中

華航空（チャイナエアライン）でもストライキが発生しており、台

湾の航空会社全体への信頼性に影を落としそうだ。

また 6 月には台湾内外でデモも行われた。23 日、台湾独立派系

政党「時代力量」の立法委員らの呼びかけにより、中国寄りのメデ

ィアへの抗議デモが行われ、総統府前の通りは数万人もの参加者で

埋め尽くされた。デモは長引くことはなかったが、雨の日にも関わ

らずこれほど多くの人が集まったことに驚ろかされた。また香港の

「逃亡犯条例」改正案をめぐるデモも、開始当初の参加者の多さに

衝撃を受けた。今年は天安門事件から 30 年の節目の年であり香港

でも追悼集会が行われていたが、デモはこの数日後に発生したこと

から、同事件を改めて思い起こす人も多かったのではないだろう

か。

� （編集部）
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